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１ はじめに 

 

令和２年度からスタートしている『行政創革プラン』は、「行政費用の抑制」

と「市民サービスの向上」という相反する課題にチャレンジするという、これ 

までの行政改革の方向性を継承した上で、「未だないもの」を発想し、新たな  

手法や新たな価値観を創り上げることを意識した取組を行っています。 

この『行政創革プラン』も取組開始から２年が経過し、プランに掲げた   

全 70 の実践項目のうち、９項目が令和３年度末までに終了するなど、各担当  

部署による取組が着実に進められてきているものと感じているところです。 

これまで、担当部署の積極的な取組により、着実に成果を上げ、目標以上の 

効果が現れている取組がある一方、新型コロナウイルス感染症の影響で活動が

制約を受けるなど、計画どおりに進捗できなかったものや、取組が停滞し、今後

更なる推進が求められるものも見受けられます。  

また、深刻化する人口減少や少子高齢化のほか、昨今の新型コロナウイルス 

感染症の拡大が本市の財政状況に与える影響も不透明な中で、多様化・複雑化 

する生活様式や市民ニーズとともに行政需要は拡大しており、これらの時代 

変化や社会変化を捉えた行政運営を行っていくためには、今後も新たな視点 

での行政改革に取り組む必要があると考えます。 

この度、本審議会では令和３年度の進捗状況と取組の有効性について評価を

行い、意見書として取りまとめました。 

本意見書が今後の取組に有効に活用され、各部署が創意工夫を凝らした取組

を積極的に行うことで、本市の行政改革の推進に寄与することを期待します。 

令和４年８月吉日 

苫小牧市行政改革推進審議会  

会  長      石 森   亮  
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２ 評価方法について 
 

  評価の流れ 

行政創革プランでは、計画の各年度で取組の進捗状況についての評価を 

行い、計画期間の中間年度と最終年度には、取組の有効性について評価を 

行う。 

令和２年度 行政創革プランの取組開始 

令和３年度 ①令和２年度の進捗状況の評価 

令和４年度 ②令和３年度の進捗状況及び取組の有効性の評価 

令和５年度 ③令和４年度の進捗状況の評価 

令和６年度 ④令和５年度の進捗状況の評価 

令和７年度 ⑤取組の有効性の評価 

 

  評価方法 

毎年度、担当部署による実践項目の自己評価を行い、審議会では取組項目

の評価を行うことで、取組の効果や有効性の検証を行う。 

ア 担当部署による自己評価 

当該年度に行うべき取組内容について、【進捗度・連携度・効率性・   

創造性】の４項目で０～３までの４段階で評価を行い、総合評価（Ａ～Ｄ）

を行う。 

イ 毎年度の進捗状況に対する評価 

担当部署が作成する進捗状況シートを参考に、「取組項目」ごとに特筆

すべき内容を意見する。 

  ウ 中間年及び最終年の取組の有効性の評価 

担当部署が行った自己評価等を踏まえ、次の評価基準で「取組項目」  

ごとに評価を行う。取組項目ごとに特筆すべき内容を意見する。 

５ 非常に評価できる 

４  

３ おおむね評価できる 

２  

１ 課題あり 
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 行政創革プラン取組状況一覧 【取組項目別】

財政 ｻｰﾋﾞｽ 協働 施設 民活 ICT 人材 進捗度 取組姿勢 連携度 創造性

1 新たな財源確保に向けた取組 ○ ○ ○ ○ 3 2.3 2.3 3.0 2.3 9.9

2 民間資本の活用の検討 ○ ○ ○ ○ ○ 3 1.7 2.3 2.3 2.3 8.6

3 市立病院の経営健全化に向けた取組 ○ 1 1.0 3.0 3.0 3.0 10.0

4 市政情報の効果的な発信 ○ ○ ○ 3 2.0 2.7 2.0 1.7 8.4

5 多文化共生のまちづくりの推進 ○ ○ ○ ○ 3 2.3 2.3 3.0 2.0 9.6

6 公共交通の利便性向上に向けた取組 ○ ○ ○ 2 1.5 2.5 2.0 2.0 8.0

7 窓口の利便性向上に向けた取組 ○ ○ 3 1.7 2.0 2.0 2.3 8.0

8 支払方法の多様化 ○ ○ ○ ○ 3 2.3 2.3 2.3 2.0 8.9

9 市民の安全安心に関する取組 ○ ○ ○ 3 2.0 2.3 2.0 2.3 8.6

10 町内会の活性化に向けた取組 ○ 1 2.0 3.0 2.0 2.0 9.0

11 公共施設マネジメントの推進 ○ ○ ○ ○ ○ 7 2.1 2.4 2.1 2.0 8.6

12 行政事務の民間委託 ○ ○ ○ ○ 6 2.5 2.8 2.8 2.0 10.1

13 公共施設等への民間活力の活用 ○ ○ ○ ○ 4 2.0 3.0 2.5 2.3 9.8

14 上下水道事業への民間活力の活用 ○ ○ ○ 4 1.8 2.3 2.0 1.8 7.9

15 ＲＰＡの導入 ○ ○ ○ 4 2.3 2.3 2.0 2.5 9.1

16 ＡＩの活用 ○ ○ ○ 2 2.5 2.5 2.0 2.5 9.5

17 庁内文書の電子化の推進 ○ ○ 4 2.5 2.8 2.3 2.0 9.6

18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 ○ ○ ○ 4 2.3 2.3 2.5 2.3 9.4

19 システム化による業務の効率化 ○ ○ 3 2.0 2.3 2.3 2.0 8.6

20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 ○ ○ 3 2.3 3.0 2.0 2.7 10.0

21 簡素で効率的な組織づくり ○ 4 1.8 2.5 2.3 2.0 8.6

Ｒ３年度末

担当部署評価
（総合評価）

審議会
評価平均

A 4.3

Ｂ 3.6

№ 　取組項目

テーマ
実践
項目
数

平均値

合計

Ｂ 3.0

Ｂ 3.2

Ｂ 3.7

Ｂ 3.2

Ｂ 3.3

A 3.6

A 4.2

A 3.8

Ｂ 3.1

Ｂ 3.3

Ｂ 3.1

Ｂ 3.5

Ｂ 3.6

Ｂ 3.3

A 4.1

Ｂ 3.4

A 3.8

A 4.0

Ｂ 3.4
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　行政創革プラン取組状況一覧 【実践項目別】 Ｒ３年度末

総合評価

Ｒ２ 進捗度 連携度 効率性 創造性 合計

1 №1 新たな財源確保に向けた取組 ガバメントクラウドファンディングの実施 Ｂ 2 2 3 2 9 Ｂ （政）政策推進課、（財）財政課

2 №1 新たな財源確保に向けた取組 企業版ふるさと納税の導入 Ａ 3 2 3 2 10 Ａ （政）政策推進課、（財）財政課

3 №1 新たな財源確保に向けた取組 広告料収入及びネーミングライツ導入の拡大 Ａ 2 3 3 3 11 Ａ （財）財政課、各担当部署

4 №2 民間資本の活用の検討 官民連携手法（ＰＰＰ）の推進 Ｂ 1 3 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室、（政）協働・男女平等参画室

5 №2 民間資本の活用の検討 ＰＦＩ手法による苫小牧市民ホールの整備 Ｂ 2 2 3 3 10 Ａ （民）市民ホール建設準備室

6 №2 民間資本の活用の検討 ＰＦＩ手法による総合体育館の整備の検討 Ａ 2 2 2 2 8 Ｂ （政）スポーツ都市推進課

7 №3 市立病院の経営健全化に向けた取組 新たな市立病院経営改革プランの策定と推進 Ｂ 1 3 3 3 10 Ｂ （病）経営管理課、（病）医事課

8 №4 市政情報の効果的な発信 苫小牧市ＬＩＮＥ公式アカウントの導入 Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

9 №4 市政情報の効果的な発信 ごみ分別アプリの導入とリサイクルプラザの機能拡充 Ａ 3 3 2 2 10 Ａ （環）ゼロごみ推進課

10 №4 市政情報の効果的な発信 子ども・子育てポータルサイトの開設 Ｃ 1 2 1 1 5 Ｃ （健）こども育成課

11 №5 多文化共生のまちづくりの推進 国際化の推進・国際化に向けた指針の策定 Ｂ 2 2 3 2 9 Ｂ （政）未来創造戦略室

12 №5 多文化共生のまちづくりの推進 窓口における外国人対応の検討 Ａ 3 2 3 2 10 Ａ Ｒ３ （民）窓口サービス課

13 №5 多文化共生のまちづくりの推進 外国語教育の充実 Ｂ 2 3 3 2 10 Ａ （教）指導室

14 №6 公共交通の利便性向上に向けた取組 地域公共交通網形成計画の推進 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （政）まちづくり推進課

15 №6 公共交通の利便性向上に向けた取組 ＩＣＴを活用した新たなモビリティサービスの検討 Ｂ 1 2 2 2 7 Ｃ （政）まちづくり推進課

16 №7 窓口の利便性向上に向けた取組 住民異動等におけるタブレット端末の活用 Ｂ 1 2 2 3 8 Ｂ （民）窓口サービス課

17 №7 窓口の利便性向上に向けた取組 窓口の混雑状況に関する市民周知 Ａ 2 2 2 2 8 Ｂ （民）窓口サービス課

18 №7 窓口の利便性向上に向けた取組 ふくし総合相談窓口機能の充実 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （福）総合福祉課

19 №8 支払方法の多様化 市税のキャッシュレス化 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ Ｒ３ （財）納税課

20 №8 支払方法の多様化 証明発行手数料等のキャッシュレス化 Ｂ 3 2 3 2 10 Ａ （民）窓口サービス課

21 №8 支払方法の多様化 水道料金のキャッシュレス化 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ Ｒ３ （水）水道窓口課

22 №9 市民の安全安心に関する取組 危機管理に関する情報発信の強化 Ａ 2 3 2 3 10 Ａ （民）危機管理室

23 №9 市民の安全安心に関する取組 救急車適正利用の推進 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （消）総務課

24 №9 市民の安全安心に関する取組 外国人及び聴覚・言語機能障がい者への対応力向上 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （消）総務課

25 №10 町内会の活性化に向けた取組 町内会の活性化に向けた取組 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （民）市民生活課

26 №11 公共施設マネジメントの推進 公共施設等総合管理計画の推進 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （財）管財課、各担当部署

27 №11 公共施設マネジメントの推進 公有財産の売却促進及び有効活用 Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （財）管財課

28 №11 公共施設マネジメントの推進 動物火葬場の在り方の検討 Ｃ 3 2 1 2 8 Ｂ （環）環境生活課

29 №11 公共施設マネジメントの推進 市立保育園の効率的な運営に向けた取組 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （健）こども育成課

30 №11 公共施設マネジメントの推進 公園の維持管理手法の在り方の検討 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （都）緑地公園課

31 №11 公共施設マネジメントの推進 市営住宅整備計画の推進と借上型市営住宅制度の導入 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （都）住宅課

32 №11 公共施設マネジメントの推進 小中学校規模適正化の取組 Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （教）総務企画課

33 №12 行政事務の民間委託 本庁舎における電話交換業務の民間委託 Ｂ 3 3 3 2 11 Ａ （総）総務課

34 №12 行政事務の民間委託 本庁舎における総合案内業務の民間委託 Ｂ 3 3 3 2 11 Ａ （総）総務課

35 №12 行政事務の民間委託 窓口サービス課と保険年金課の窓口業務委託による総合運用 Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （民）窓口サービス課、（民）保険年金課

36 №12 行政事務の民間委託 畜犬登録・狂犬病予防注射済票の交付事務の民間委託 Ｃ 2 2 3 2 9 Ｂ （環）環境生活課

37 №12 行政事務の民間委託 介護保険業務の民間委託の検討 Ａ 3 3 3 2 11 Ａ （福）介護福祉課

38 №12 行政事務の民間委託 児童手当及び医療助成等業務の民間委託の検討 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （健）こども支援課

39 №13 公共施設等への民間活力の活用 庁舎管理業務の民間委託 Ｃ 2 3 2 2 9 Ｂ （総）総務課

40 №13 公共施設等への民間活力の活用 放課後児童クラブ業務の民間委託 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （健）青少年課

41 №13 公共施設等への民間活力の活用 公設地方卸売市場への民間活力の活用 Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （産）農業水産振興課

42 №13 公共施設等への民間活力の活用 市営住宅管理業務への民間活力の活用 Ｂ 2 3 3 3 11 Ａ Ｒ３ （都）住宅課

43 №14 上下水道事業への民間活力の活用 営業課業務の民間委託 Ｂ 1 2 3 2 8 Ｂ （水）水道窓口課

44 №14 上下水道事業への民間活力の活用 水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ Ｒ２ （水）水道課

45 №14 上下水道事業への民間活力の活用 下水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ Ｒ２ （水）下水道課

46 №14 上下水道事業への民間活力の活用 浄水場管理運転業務の民間委託の検討 Ｃ 2 3 1 1 7 Ｃ （水）高丘浄水場、（水）錦多峰浄水場

47 №15 ＲＰＡの導入 人事業務への導入 Ａ 2 2 2 3 9 Ｂ （総）行政監理室

48 №15 ＲＰＡの導入 税務業務への導入 Ａ 2 3 2 3 10 Ａ （財）市民税課

49 №15 ＲＰＡの導入 窓口業務への導入 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （民）窓口サービス課

50 №15 ＲＰＡの導入 予防接種等業務への導入 Ｂ 3 2 2 2 9 Ｂ （健）健康支援課

51 №16 ＡＩの活用 庁内向けＡＩヘルプデスクの導入 Ａ 3 3 2 3 11 Ａ （総）行政監理室、（総）ＩＣＴ推進室

52 №16 ＡＩの活用 ＡＩによる自動応答システム導入の検討 Ｃ 2 2 2 2 8 Ｂ （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

53 №17 庁内文書の電子化の推進 庁内会議へのタブレット端末の導入 Ａ 3 3 3 2 11 Ａ Ｒ３ （政）政策推進課

54 №17 庁内文書の電子化の推進 公文書の電子的管理に関するルールづくり Ｃ 2 3 1 2 8 Ｂ （総）法務文書課

55 №17 庁内文書の電子化の推進 無線ネットワーク環境の整備 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （総）ＩＣＴ推進室

56 №17 庁内文書の電子化の推進 市議会へのタブレット端末の導入 Ａ 3 3 3 2 11 Ａ 議会事務局

57 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 会計事務の在り方の検討 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ 会計課

58 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 給与支給事務の集約化及び民間委託 Ａ 2 3 3 3 11 Ａ （総）行政監理室

59 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 旅費事務の集約化及び民間委託の検討 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室

60 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 競争入札参加資格の有効期間延長の検討 Ａ 3 2 3 2 10 Ａ Ｒ２ （財）契約課

Ｒ３自己評価
総合評価

取組
終了

担当部署（実践項目）
入力
用

小№

大
№

　取組項目 　実践項目
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総合評価

Ｒ２ 進捗度 連携度 効率性 創造性 合計

Ｒ３自己評価
総合評価

取組
終了

担当部署（実践項目）
入力
用

小№

大
№

　取組項目 　実践項目

61 №19 システム化による業務の効率化 住居表示システムの導入 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （民）窓口サービス課

62 №19 システム化による業務の効率化 公園施設管理支援システムの導入 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （都）緑地公園課

63 №19 システム化による業務の効率化 営繕積算システムの導入 Ｂ 2 2 3 2 9 Ｂ Ｒ２ （都）建築課

64 №20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 職員人材育成の推進 Ａ 3 3 2 3 11 Ａ （総）行政監理室

65 №20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 出退勤管理手法の検討 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （総）行政監理室

66 №20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 フレックスタイム制導入の検討 Ｂ 2 3 2 3 10 Ａ （総）行政監理室

67 №21 簡素で効率的な組織づくり 職員数の適正化 Ｂ 1 3 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室

68 №21 簡素で効率的な組織づくり 組織機構の再調整 Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （総）行政監理室

69 №21 簡素で効率的な組織づくり 選挙事務の在り方の検討 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ 選挙管理委員会事務局

70 №21 簡素で効率的な組織づくり 監査機能の強化と監査資源の有効活用 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ 監査委員事務局
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Ⅰ　取組項目別の評価について

1 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ ○ 2.3 2.3 3.0 2.3 9.9 Ａ A 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

1 2 2 3 2 9 Ｂ
2 3 2 3 2 10 Ａ
3 2 3 3 3 11 Ａ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

2 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ ○ ○ 1.7 2.3 2.3 2.3 8.6 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

4 1 3 2 2 8 Ｂ
5 2 2 3 3 10 Ａ
6 2 2 2 2 8 Ｂ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

広告料収入及びネーミングライツ導入の拡大 （財）財政課、各担当部署

新たな財源確保に向けた取組

テーマ 平均値
合計 総合評価

ガバメントクラウドファンディングの実施 （政）政策推進課、（財）財政課

企業版ふるさと納税の導入 （政）政策推進課、（財）財政課

総合評価

取組
終了

担当部署№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラン

継続

　　審議会の評価

4.3

・　「企業版ふるさと納税の導入」について、１億円以上の寄附金を集め、ゼロカーボン

　に関する事業に対しての取組も行うなど、順調に進捗しているものとして評価できる。

・　新たな財源確保のための取組は、①苫小牧市の魅力発信力や、②苫小牧市職員の事業

　発案力等の向上にも資するものと思われる。財源確保のほか、こうした副次的成果も

　期待できるため、３つの実践項目の着実な進捗を期待する。

・　いずれの取組も過去にない内容で、十分な成果を残したことは大きな功績である。

　今後も、更に内容を進化させながら様々な取組を継続するとともに、まちづくりに関わ

　る分野の財源確保として、多くの市民が参画できるよう市内の個人及び法人に対しての

　アプローチについても、一層の検討を重ねていただきたい。

・　№２は滑り出し好調であるが、集めた寄附をどのような事業に利用しているのか、

　寄附を行った企業の意見がどのように反映されているか等の視点でチェックする必要

　がある。

民間資本の活用の検討

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

官民連携手法（ＰＰＰ）の推進 （総）行政監理室、（政）協働・男女平等参画室

ＰＦＩ手法による苫小牧市民ホールの整備 （民）市民ホール建設準備室

ＰＦＩ手法による総合体育館の整備の検討 （政）スポーツ都市推進課

　　審議会の評価

3.6

・　№５の「ＰＦＩ手法による苫小牧市民ホールの整備」について、コロナ禍の中で
　大規模かつ前例のないＰＦＩ方式でプロジェクトを進めるという難しい取組であった
　が、コンサルタントや審議会の意見を踏まえつつ、地元企業を活用した事業者選定まで
　進捗させたことは評価できる。
・　市民ホールの整備について、事業者の決定に至る段階まで進捗した点は評価できる。
　市の要求を確実に事業者に伝えることが必要なため、今後も両者で話し合う機会を継続
　してほしい。
・　市民ホールも総合体育館も大型の建築物となるため、その有効性やコスト面での懸念
　が残る。特にコスト面では、新型コロナウイルス感染症や諸外国の情勢により、ほとん
　どの資材が高騰及び品不足の状況が続き、その状況は長引くものと推察される。
・　官民連携手法の推進は、今後の苫小牧市を創革するに当たって基本となる取組で
　あり、Ｒ２年度から環境の整備を含め、各種連携を進めて着実に前進している。
・　ＰＦＩ手法による施設整備は、新たな試みであることから手探りの部分もあると思う
　が、十分な市民の声の反映や地元企業の活用に配意して進めていただきたい。

/5

/5
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3 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ 1.0 3.0 3.0 3.0 10.0 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

7 1 3 3 3 10 Ｂ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

4 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ 2.0 2.7 2.0 1.7 8.4 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

8 2 3 3 2 10 Ａ
9 3 3 2 2 10 Ａ
10 1 2 1 1 5 Ｃ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

　　審議会の評価

3.3

・　№８及び№９の「ＬＩＮＥ公式アカウント」と「ごみ分別アプリの導入」に関して
　は、情報提供される側としては、リアルタイムの情報を知ることができるとともに、
　行政に対して親近感を増す効果もあることから、今後ますます充実したものとして
　ほしい。
・　№８及び№９については、利用者数の増加が数値で確認できており、評価できる。
　今後については、利用者数（普及率）の目標を設定の上で実績を評価するとともに、
　配信コンテンツによる効果についてもアンケート調査等により評価し改善を加えて
　いくことが望ましい。
・　新型コロナウイルス感染症への対応で、№10の「子ども・子育てポータルサイト」
　の開設が遅れたとのことだが、このような時期だからこそ必要だったと思われるため、
　本年度、実現のためのスケジュールや内容の見直しなど、その取組に期待したい。
・　№10についても、№８と同様に子育て用公式ＬＩＮＥなどを活用することで、個々
　が自分に必要な情報を受けて関連情報にリンクすることができ、その他の情報への
　アクセスが広がっていくと考える。

ごみ分別アプリの導入とリサイクルプラザの機能拡充 （環）ゼロごみ推進課

子ども・子育てポータルサイトの開設 （健）こども育成課

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

苫小牧市ＬＩＮＥ公式アカウントの導入 （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

市政情報の効果的な発信

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

　　審議会の評価

3.2

・　公的病院の７割以上が赤字経営の実態の中、地域における新型コロナウイルス感染症

　対応の中核拠点として奮闘した結果として、経営収支が改善された点は評価できる。

・　進捗の遅れは、総務省ガイドラインの公表の遅れが主因のためやむを得ないが、一方

　で独自の経営指標を策定したことは評価できる。

・　財務的改善の一方で、基幹病院として地域医療の役割と成果を期待するとともに、

　収益回復につながるプロジェクトの再開にも期待したい。

・　今後は、コロナ終息後における市立病院のあるべき収支状況（中期的な目標）を示す

　とともに経営指標を用いた経営管理（計画・実績対比、要因分析等を踏まえた改善策の

　実施）を継続することで、地域にとって必要不可欠な当病院が、中長期的に存続可能な

　経営基盤を確立するよう期待したい。

新たな市立病院経営改革プランの策定と推進 （病）経営管理課、（病）医事課

市立病院の経営健全化に向けた取組

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

/5

/5
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5 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ ○ 2.3 2.3 3.0 2.0 9.6 Ａ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

11 2 2 3 2 9 Ｂ
12 3 2 3 2 10 Ａ Ｒ３
13 2 3 3 2 10 Ａ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

6 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ 1.5 2.5 2.0 2.0 8.0 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

14 2 3 2 2 9 Ｂ
15 1 2 2 2 7 Ｃ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

　　審議会の評価

3.0

・　バスロケーションシステムは、特に降雪などによる交通障害時には一定の効果が
　あったと推察できる。バス利用者数の増減や利用者のアンケート、その他の分析に
　より、効果について具体的な評価の検討を期待する。
・　バスロケーションシステム運用開始、デジタルサイネージ設置が利用者利便性の向上
　に資することに異論はないが、実際のバス利用者数の増減にどのような影響があった
　のか追跡検証できるとなお良い。
・　ＭａａＳについては、東西に長い苫小牧市の今後の高齢化、人口減少（人口の偏在
　化）を踏まえると非常に優先度の高い課題であり、着実な取組を期待する。
・　バスロケーションシステム及びデジタルサイネージの運用開始は成果として評価でき
　るが、運用に当たり、市民周知については十分とはいえないため、その方法について
　更に検討していただきたい。

ＩＣＴを活用した新たなモビリティサービスの検討 （政）まちづくり推進課

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

地域公共交通網形成計画の推進 （政）まちづくり推進課

公共交通の利便性向上に向けた取組

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

　　審議会の評価

3.6

・　国際化への対応は「苫小牧の都市再生」のキーワードであると考える。民間事業者の
　日本語学校開設などの動きもあり、コロナ終息後、外国人の雇用は一気に展開されると
　考えられることから、取組のスピードアップを期待する。
・　生活者としての外国人が少ないこともあり、全体的に対応や準備が遅れ気味である。
・　多文化共生の取組は、港町苫小牧にとっては重要なコンセプトになると考えており、
　そういった意味では、窓口における外国人対応や外国語教育の充実が確実に前進して
　いることを高く評価したい。今後の課題は、国際化に向けて指針の策定をいかに進め、
　具体化していくのかということであり、「過去に実績の無い新たな視点」が大切に
　なってくると考える。
・　先行自治体では、既に多文化共生についてのノウハウを持っているところも少なく
　ないことから、企業アンケートやヒアリングのほかに、同様に外国人雇用者（工業系）
　が多い自治体の取組事例などの情報収集も十分行った上で、方針を決定していただき
　たい。
　

　【Ｒ３年度取組終了】№12 窓口における外国人対応の検討
　　各種連携体制を整え、実績を残せたことを評価する。取組終了となっているが、
　訪日外国人が増えた際には、改めて担当部署での改善の取組を進めていただきたい。

窓口における外国人対応の検討 （民）窓口サービス課

外国語教育の充実 （教）指導室

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

国際化の推進・国際化に向けた指針の策定 （政）未来創造戦略室

多文化共生のまちづくりの推進

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

/5
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7 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ 1.7 2.3 2.0 2.3 8.3 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

16 1 2 2 3 8 Ｂ
17 2 2 2 2 8 Ｂ
18 2 3 2 2 9 Ｂ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

8 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ ○ 2.3 2.3 2.3 2.0 8.9 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

19 2 3 2 2 9 Ｂ Ｒ３
20 3 2 3 2 10 Ａ
21 2 2 2 2 8 Ｂ ○ Ｒ３

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

　　審議会の評価

3.7

・　支払方法の多様化について、目に見える成果が認められており評価できる。今後は、
　更に利用に向けたＰＲを行う必要がある。
・　№20の「証明発行手数料等の支払」については、その他の取組よりも更に進んで
　キャッシュレス決済業者による決済を導入しているが、将来的には市税や水道料金を
　含め、公租公課は統一的な扱いとすることが望ましい。
・　キャッシュレス化は世界的にも広く行われているため、可能な限り取り入れていく
　べきであると考える。周知に時間を要するかもしれないが、引続き拡大、推進していた
　だきたい。
　

　【Ｒ３年度取組終了】
　　№19 市税のキャッシュレス化、№21 水道料金のキャッシュレス化
　・　いずれの取組も、クレジットカード納付を導入し、事務効率化、手数料削減、
　　納付率向上を実現した点が評価できる。
　・　いずれも利用率や市民の利便性向上の点で、有効性が認められる。

証明発行手数料等のキャッシュレス化 （民）窓口サービス課

水道料金のキャッシュレス化 （水）水道窓口課

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

市税のキャッシュレス化 （財）納税課

支払方法の多様化

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

　　審議会の評価

3.2

・　タブレット端末の導入による利便性向上については、導入方法について国の施策の
　方向性、費用対効果などを慎重に検討しており、進捗が遅れているのもやむを得ないが
　申請者と受付者の双方にとって負担軽減やミス防止につながる取組であることから、
　国の動向をフォローしつつ計画的に進めていただきたい。
・　№17は着実に進めているものと評価できるが、オンライン配信が頓挫し、次の一手が
　見えないため、今後の検討に期待したい。
・　№18の「ふくし総合相談窓口」は、市長の重点施策である「ふくし」のまちづくりに
　資する取組であり、Ｒ３年度は庁内連携体制整備の点で進展がみられたことから、職員
　不足等の課題を乗り越え、機能充実を実現することを期待したい。
・　№18について、「庁内外との連携について成果が得られた」と評価理由にあったよう
　に、今後も対応に苦慮して抱え込むことなく、庁内関係部署や外部機関との連携を強化
　して、求める人たちに対してより良い対応ができるように努めていただきたい。

窓口の混雑状況に関する市民周知 （民）窓口サービス課

ふくし総合相談窓口機能の充実 （福）総合福祉課

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

住民異動等におけるタブレット端末の活用 （民）窓口サービス課

窓口の利便性向上に向けた取組

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

/5

/5
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9 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ 2.0 2.3 2.0 2.3 8.6 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

22 2 3 2 3 10 Ａ
23 2 2 2 2 8 Ｂ
24 2 2 2 2 8 Ｂ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

10 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ 2.0 3.0 2.0 2.0 9.0 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

25 2 3 2 2 9 Ｂ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

　　審議会の評価

3.1

・　コロナ禍により町内会の活動は大きな制約を受けたことから、めぼしい進展がなかっ

　たことはやむを得ない。町内会向け広報誌の配布開始やアンケート調査結果を受けた

　次年度のＳＮＳ研修の企画等、できる範囲で取組を進めた点は評価したい。

・　町内会活動の不活性の要因としては、活動が現在の住民の望む形と違っていることが

　あると思われる。その形を変えずに、住民に強制すべきものではないと考える。

・　町内会の活性化に向け、加入率の向上が重要であり、Ｒ３年度に行った新たな取組に

　ついて、公式ＬＩＮＥで発信するなど、加入していない人も含めた情報発信も行って

　ほしい。また、町内会費のキャッシュレス化、回覧板以外にもＬＩＮＥによる連絡など

　町内会の運営側の負担軽減についても検討する必要がある。

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

町内会の活性化に向けた取組 （民）市民生活課

町内会の活性化に向けた取組

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

　　審議会の評価

3.3

・　危機管理の重要性が高まる中、防災行政無線の周知徹底がなされている点で評価
　できる。今後は、放送する情報の中身の充実が重要であるほか、平時利用の回数を
　増やし、市民が耳を傾ける習慣をつけることは必要であり、聞こえ方に支障がないよう
　日頃から確認を重ねて不測の事態に備えてほしい。
・　防災無線は、日頃の活用で周知されてきていると感じている。屋内での聞こえづらさ
　もあり、災害時の通信状況で活用できるかという懸念もあるが、放送が決まっている
　ものについては、公式ＬＩＮＥで日時及び放送内容を発信すると、より分かりやすい。
・　№23に関して、救急搬送の増加は受入先の対応人数にも関連してくるものでもある
　が、＃7119が的確で信頼に値すると評価できれば、救急車の依頼が減少すると考えら
　れるため、早い時点で検証を進めるのが良い。
・　№24の外国人等への対応についても、必要な取組であるとは思うが、具体的な施策
　については利用実績がほとんどなく、効果や課題が検証できないため、評価が難しい。
・　ＮＥＴ119の登録者数が少ないことから、関係部局との連携により広い周知が必要と
　なり、特に外国人雇用者が増えている背景からも、これらの取組は取組項目５の「多文
　化共生のまちづくりの推進」とも関連してくるものと思われる。

救急車適正利用の推進 （消）総務課

外国人及び聴覚・言語機能障がい者への対応力向上 （消）総務課

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

危機管理に関する情報発信の強化 （民）危機管理室

市民の安全安心に関する取組

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

/5

/5
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11 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ ○ ○ 2.1 2.4 2.1 2.0 8.6 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

26 2 3 2 2 9 Ｂ
27 2 3 3 2 10 Ａ
28 3 2 1 2 8 Ｂ
29 2 2 2 2 8 Ｂ ○

30 2 2 2 2 8 Ｂ
31 2 2 2 2 8 Ｂ
32 2 3 3 2 10 Ａ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

12 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ ○ 2.5 2.8 2.8 2.0 10.1 Ａ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

33 3 3 3 2 11 Ａ
34 3 3 3 2 11 Ａ
35 2 3 3 2 10 Ａ
36 2 2 3 2 9 Ｂ
37 3 3 3 2 11 Ａ
38 2 3 2 2 9 Ｂ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

　　審議会の評価

4.2

・　民間委託を推し進め、市民サービスとコスト削減のほか、想定以上の効果をあげて
　いることがうかがえる。個別事情に対応が必要な業務に関しても、体制をどのように
　していくのか、重要な点を押さえているところが大変安心できる。
・　具体的な取組が明確であり、進捗度は高いと評価できる。限られた財源と人員の中で
　多様な行政ニーズに対応するためには、業務効率化に加え、可能な業務について民間
　委託を進めることが不可欠であると考える。
・　民間委託により、市職員のノウハウ低下や市民サービス低下等を招かないかという
　論点はあるが、アンケート等で職員や市民の意見を定期的に把握するとともに、委託
　する上での留意事項などの検討や、既に委託している業務については、不都合が生じて
　いないかなど、課題について整理することで、効率性と満足度の高いサービスの両立を
　目指していただきたい。
・　行政事務の民間委託で重要なこととしては、もちろんコストの削減もあるが、サー
　ビスの充実こそが大きな目標であり、計画的に委託を進めていく中でも、行政が担う
　べき役割の充実こそが最大のメリットにつながると思う。

本庁舎における総合案内業務の民間委託 （総）総務課

窓口サービス課と保険年金課の窓口業務委託による総合運用 （民）窓口サービス課、（民）保険年金課

畜犬登録・狂犬病予防注射済票の交付事務の民間委託 （環）環境生活課

介護保険業務の民間委託の検討 （福）介護福祉課

児童手当及び医療助成等業務の民間委託の検討 （健）こども支援課

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

本庁舎における電話交換業務の民間委託 （総）総務課

小中学校規模適正化の取組 （教）総務企画課

行政事務の民間委託
テーマ 平均値

合計 総合評価
総合評価

　　審議会の評価

3.5

・　総じて順調に進捗しているものと評価できる。「公共施設の維持管理コストの増嵩」
　や「人口減少、地域別人口の偏在」が将来的に予想される中、市民ニーズに応じた公共
　施設サービスを維持するためには、非常に重要な項目であり、引き続き市民ニーズを
　確実に汲み取りながら、着実に進めていただきたい。
・　№27に関し、ＰＲ方法を工夫してＲ２年度を上回る売却・貸付実績をあげたことは
　高く評価できる。
・　№28の「動物火葬場」の廃止決定は、十分な成果であると考える。
・　№29、№32では保育園・学校の統合等を計画的に進め、№31についても新築、改修、
　解体を進める中で戸数の削減を実現するなど、評価できる一方で、№30は目立った進展
　が見られなかったことから、今後の取組に期待したい。
・　№30、№31、№32については、人口分布や費用対効果が関係する取組のため、現状
　把握と将来の予測を行って進めていただきたい。

公有財産の売却促進及び有効活用 （財）管財課

動物火葬場の在り方の検討 （環）環境生活課

市立保育園の効率的な運営に向けた取組 （健）こども育成課

公園の維持管理手法の在り方の検討 （都）緑地公園課

市営住宅整備計画の推進と借上型市営住宅制度の導入 （都）住宅課

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

公共施設等総合管理計画の推進 （財）管財課、各担当部署

公共施設マネジメントの推進
テーマ 平均値

合計 総合評価
総合評価

/5

/5
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13 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ ○ 2.0 3.0 2.5 2.3 9.8 Ａ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

39 2 3 2 2 9 Ｂ
40 2 3 2 2 9 Ｂ
41 2 3 3 2 10 Ａ ○

42 2 3 3 3 11 Ａ ○ Ｒ３

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

14 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ 1.8 2.3 2.0 1.8 7.9 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

43 1 2 3 2 8 Ｂ ○

44 2 2 2 2 8 Ｂ Ｒ２
45 2 2 2 2 8 Ｂ Ｒ２
46 2 3 1 1 7 Ｃ ○

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

　　審議会の評価

3.1

・　№43の「営業課業務の民間委託」については、レイアウト変更等を実施しているが、
　肝心の民間委託に関する検討状況が見えないため、関係部署との協議を速やかに進める
　ことが望まれる。
・　№46の「浄水場管理運転業務の民間委託の検討」については、市民アンケートなどを
　行い、慎重に検討が行われており、今後は市民の安全面の懸念払しょくのための丁寧な
　説明が必要となる。
・　民間委託開始後に、その業務の安全性や継続性を行政側で管理、指導することが可能
　な仕組みとなっているか、常時確認が必要である。
　

　【Ｒ２年度取組終了】№44 水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託
　                    №45 下水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託
　　いずれの取組も、当初予定どおりの民間委託を実現しており、相応の有効性が認め
　られると思われる。

水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託 （水）水道課

下水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託 （水）下水道課

浄水場管理運転業務の民間委託の検討 （水）高丘浄水場、（水）錦多峰浄水場

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

営業課業務の民間委託 （水）水道窓口課

上下水道事業への民間活力の活用

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

　　審議会の評価

3.8

・　民間活力の活用も順調に進んでおり、具体的な成果も認められるなど、順調に進捗
　している。委託の評価については、効率化と市民サービス向上との両方の観点からの
　チェックが望ましい。
・　№39のように、業務の中で民間に委ねられるものと、直営で実施しなければなら
　ないものについて、最適な整理や区分けを確実に行い、実現に向けて検討していた
　だきたい。
・　№40の「放課後児童クラブ業務の委託」については、共働き世帯の増加に伴い重要度
　が増している取組でもあり、引き続き慎重に進めていただきたい。子どもの居場所を
　確保するだけではなく、多様化した放課後の過ごし方に柔軟に対応することも民間委託
　の過程で進化させていくほか、コストメリットよりも機能強化を重視して民間委託に
　取り組むことも必要になるのではないか。
　

　【Ｒ３年度取組終了】№42 市営住宅管理業務への民間活力の活用
　　経費削減効果が具体的に確認できているほか、入居者サービスの向上を同時に実現
　していることから、相応の有効性が認められる。

放課後児童クラブ業務の民間委託 （健）青少年課

公設地方卸売市場への民間活力の活用 （産）農業水産振興課

市営住宅管理業務への民間活力の活用 （都）住宅課

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

庁舎管理業務の民間委託 （総）総務課

公共施設等への民間活力の活用

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

/5

/5

12



15 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ 2.3 2.3 2.0 2.5 9.1 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

47 2 2 2 3 9 Ｂ
48 2 3 2 3 10 Ａ
49 2 2 2 2 8 Ｂ
50 3 2 2 2 9 Ｂ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

　

16 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ 2.5 2.5 2.0 2.5 9.5 Ａ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

51 3 3 2 3 11 Ａ
52 2 2 2 2 8 Ｂ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

　　審議会の評価

3.8

・　№51は、導入後2,400件にも及ぶ質問への自動回答が行われ、職員の業務時間削減など

　に寄与したことは評価できる。効果が見える取組は弾みがつき、それが職員の就業意欲

　を更に奮い立たせる良い結果につながるものと期待する。

・　№52について、外部の市民が対象となるため拙速は避けなければならない事情は理解

　できるが、担当部署の評価にもある有人型との併用を含め、実現に向けた検討を着実に

　進めることを期待したい。

・　自動応答については、途中の無駄な説明やたらい回しがない分、利用者側の満足度も

　大きいものになることから、庁舎内向けのヘルプデスク導入の検証をしっかりと実施し

　次のステップに移行していただきたい。

・　自動応答システムの導入にあたり、№52では利用者の解決度を検討している点は評価

　できる。質問の解決につながらなければ件数が多くても「自動応答システムにより改善

　された」とはみなせないため、№51の取組ではその点を精査することが望ましい。

ＡＩによる自動応答システム導入の検討 （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

庁内向けＡＩヘルプデスクの導入 （総）行政監理室、（総）ＩＣＴ推進室

ＡＩの活用

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

　　審議会の評価

3.4

・　№47及び№48の「人事業務」や「税務業務」への導入は、取組を計画的に進めている
　とともにその効果としての業務削減時間が記載されており、非常に効果が明確である。
　業務範囲を着実に拡大し、大幅な業務時間削減につなげたことは評価できる。
・　ＲＰＡの導入により業務時間削減を実現するなど、極めて順調に進捗しているものと
　評価できる。ＲＰＡは業務効率化の有効な手段で、人的資源の有効活用や働き方改革
　にもつながるものであり、市の先進的な取組は地域企業の見本ともなり得るものと
　考える。
・　いずれの部署においてもＲＰＡによる業務削減の効果は見られたものの、ＯＣＲの
　識字率の低さを課題としている。先進自治体の導入例も踏まえながら、今後の方向性
　について十分な検証を行い、本格実施に向けて互いに情報共有しながら進めてもらい
　たい。
・　ＯＣＲの識字率の問題が指摘されているが、将来的には紙による申請書類の廃止を
　検討しても良いのではないか。今では、様々な手続も電子化が進んでおり、既に紙と
　ペンは過去のものとなりつつあることを念頭に置きながら、取組を行う必要がある。

税務業務への導入 （財）市民税課

窓口業務への導入 （民）窓口サービス課

予防接種等業務への導入 （健）健康支援課

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

人事業務への導入 （総）行政監理室

ＲＰＡの導入

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

/5

/5
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17 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ 2.5 2.8 2.3 2.0 9.6 Ａ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

53 3 3 3 2 11 Ａ Ｒ３
54 2 3 1 2 8 Ｂ
55 2 2 2 2 8 Ｂ
56 3 3 3 2 11 Ａ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

18 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ ○ 2.3 2.3 2.5 2.3 9.4 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

57 2 2 2 2 8 Ｂ
58 2 3 3 3 11 Ａ
59 2 2 2 2 8 Ｂ
60 3 2 3 2 10 Ａ Ｒ２

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

　　審議会の評価

3.6

・　№57の「会計事務の在り方の検討」については、常に改善点に留意して対応していく
　姿勢で臨んでいる状況がうかがえることから、その姿勢を保ち続けていただきたい。
・　№58及び№60の取組は、順調な進捗かつ十分な成果を得られたものと評価する。
・　このカテゴリーの取組は、全体的に担当職員の時間外勤務の減少など、省力化による
　ワーク・ライフ・バランスにつながる改善事例となっており、評価できる。
・　№59の「旅費事務の集約化及び民間委託の検討」は、オンライン会議の普及という
　環境の変化もあり、「旅費マニュアル」の改正といった話に止まりそうであるが、出張
　自体の見直しも含めて、今後も事務効率化・経費削減・職員負担軽減に資する検討を
　進めていただきたい。
　

　【Ｒ２年度取組終了】№60 競争入札参加資格の有効期間延長の検討
　  登録期間の延長を前倒しで実現しており、十分な成果を得られたものと評価する。

給与支給事務の集約化及び民間委託 （総）行政監理室

旅費事務の集約化及び民間委託の検討 （総）行政監理室

競争入札参加資格の有効期間延長の検討 （財）契約課

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

会計事務の在り方の検討 会計課

庶務事務の効率化・集約化に向けた取組

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

　　審議会の評価

4.0

・　№53及び№56のタブレット端末の導入は、デジタル化、ペーパーレス化に加え、業務
　継続体制の強化、働き方の多様化を実現しており、大変評価できる。今後は、業務用
　スマートフォンあるいはタブレット端末の職員への貸出を拡大する必要性についても
　検討していただきたい。
・　№54の公文書の電子的管理については、先進的な機器やシステムの導入を図る他項の
　取組においても重要な内容であり、仕組みを変える取組として大掛かりなものである。
　業務効率化や多様な働き方にも資する効果が大きいと思われることから、コンプライ
　アンスの遵守を担保しつつ、着実な推進をお願いしたい。
・　文書の電子化で懸念されるのは改ざんであるが、その課題は管理システムを導入する
　ことで解決する結論を出しているので、効果を実証すべく取組を進めていただきたい。
・　№55は手詰まりの様相を呈しており、具体的な改善が望まれる。
　

　【Ｒ３年度取組終了】№53 庁内会議へのタブレット端末の導入
　  タブレット端末の導入により、デジタル化やペーパーレス化に加え、業務継続体制
　の強化や働き方の多様化も実現しており、大変評価できる。

公文書の電子的管理に関するルールづくり （総）法務文書課

無線ネットワーク環境の整備 （総）ＩＣＴ推進室

市議会へのタブレット端末の導入 議会事務局

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

庁内会議へのタブレット端末の導入 （政）政策推進課

庁内文書の電子化の推進

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

/5

/5

14



19 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ 2.0 2.3 2.3 2.0 8.6 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

61 2 3 2 2 9 Ｂ
62 2 2 2 2 8 Ｂ
63 2 2 3 2 9 Ｂ Ｒ２

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

20 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ ○ 2.3 3.0 2.0 2.7 10.0 Ａ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

64 3 3 2 3 11 Ａ
65 2 3 2 2 9 Ｂ
66 2 3 2 3 10 Ａ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

　　審議会の評価

4.1

・　働き方改革に関わる取組は待ったなしの状況であり、着実に進捗しつつあると評価
　できる。
・　将来、人材が減ることが予想される中で、動画を取り入れた人材育成研修や、テレ
　ワークの導入など最近の社会的ニーズを踏まえながら検討している点が素晴らしい。
・　№64について、長期人材育成研修を若手職員に実施し、受講後に行動や意識の変容が
　見られたと記載があったことからも、効果が表れているものについては継続した取組を
　お願いしたい。
・　№64について、階層別研修は多くの企業が取り入れているが、行政でも役割に応じた
　研修を行うことは人材育成の面から必要であると思う。ＩＣＴ化やＡＩ化が進んでも
　基本は人材育成に尽きる。将来を託せる行政マンが数多く輩出されることに期待する。
・　時差出勤やテレワークを推進したことは、感染症対策のみならず多様な働き方の実現
　という観点からも重要な取組であり、高く評価したい。
・　№65の出退勤管理による勤務時間管理厳格化も含め、中小零細企業が多い地方では、
　導入する企業が少なく、出遅れている現状がみられると認識しており、公的機関が率先
　して働き方改革の模範を示す意義は大きいことから、公表できる取組は広くＰＲして
　いただきたい。

出退勤管理手法の検討 （総）行政監理室

フレックスタイム制導入の検討 （総）行政監理室

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

職員人材育成の推進 （総）行政監理室

職員人材育成と「働き方改革」の推進

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

　　審議会の評価

3.3

・　№61及び№62とも、Ｒ４年度の予算計上を行っており、かつ作業過程では効率的な
　導入に向けた工夫にも努めていることから、順調に進捗しているものと評価できる。
・　№61について、住居表示台帳のオープンデータ化など、行政の基本ともなるべく重要
　な業務の活用が期待できる部分であるため、慎重かつスピーディな導入に向けた検討を
　期待する。
・　№62の「公園施設管理支援システム」は、指定管理者との情報共有や状況把握も必要
　となり、長寿命化の課題や今後の民間活用の拡大を踏まえ、早期の導入と運用・検証を
　進めていただきたい。
・　いずれの部署においても、システムを導入した後、効果、課題について内部検証を
　行っていただきたい。
　

　【Ｒ２年度取組終了】№63 営繕積算システムの導入
　  この取組は、業務軽減が図られており有効性が認められる。今後は、業務の繁閑
　による効果の変動をできるだけ均すような効率的な運用や、新たに導入する部署との
　連携を進めていただきたい。

公園施設管理支援システムの導入 （都）緑地公園課

営繕積算システムの導入 （都）建築課

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

住居表示システムの導入 （民）窓口サービス課

システム化による業務の効率化

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

/5

/5

15



21 （参考）

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

○ 1.8 2.5 2.3 2.0 8.6 Ｂ Ｂ 今回 － － －

進捗度 連携度 効率性 創造性

67 1 3 2 2 8 Ｂ
68 2 3 3 2 10 Ａ
69 2 2 2 2 8 Ｂ
70 2 2 2 2 8 Ｂ

評
価
の
平
均

意
　
見
　
等

　　審議会の評価

3.4

・　どの取組も適切に取り組んでいるものと評価する。№67及び№68について、職員数
　及び組織機構は絶対的普遍の最適というものはなく、その時点の社会背景や構成員各自
　の能力を勘案して随時改善を図っていくものであると考える。
・　№67の「職員数の適正化について」の検討は、長期に及ぶものと思われるため、毎年
　内部での議論を推し進めていただきたい。また、常に職員数＝人件費が注目されるとこ
　ろではあるが、課題にも「各部署の既存職員数と適正な配置数の継続的な見直しを行う
　必要がある」と記載されていることからも、今後はＩＣＴ・ＡＩ化による時間削減等も
　加味した調整の仕組みも検討していただきたい。
・　№68に関して、重要なことは組織の既存体制が常に時代に即しているか、課題に対応
　できているかを見極めることだと考える。Ｒ２年度から常にその視点を持ちながら組織
　再調整に臨んできていることから、今後も、そのような視点で推進していただきたい。
・　№69について、選挙の投票からの一連作業は投開票時の光景を含めて長く変わって
　おらず、少しも近代化していない印象である。時間や開設数など投票所の在り方につい
　ても検討が必要であり、将来的には自宅での投票も可能にしてほしいと考える。
・　№69及び№70については、現行の内容に大きな問題があるとは認識していないが、
　時代の変化とともに求められる改善点に対して柔軟に対応していただきたい。

組織機構の再調整 （総）行政監理室

選挙事務の在り方の検討 選挙管理委員会事務局

監査機能の強化と監査資源の有効活用 監査委員事務局

№ 　実践項目名
自己評価（担当部署）

合計 総合評価
前プラ
ン継続

取組
終了

担当部署

職員数の適正化 （総）行政監理室

簡素で効率的な組織づくり

テーマ 平均値
合計 総合評価

総合評価

/5
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Ⅱ　取組の有効性について

　１　取組項目別・評価集計

財政 ｻｰﾋﾞｽ 協働 施設 民活 ICT 人材 進捗度 取組姿勢 連携度 創造性

1 新たな財源確保に向けた取組 ○ ○ ○ ○ 3 2.3 2.3 3.0 2.3 9.9

2 民間資本の活用の検討 ○ ○ ○ ○ ○ 3 1.7 2.3 2.3 2.3 8.6

3 市立病院の経営健全化に向けた取組 ○ 1 1.0 3.0 3.0 3.0 10.0

4 市政情報の効果的な発信 ○ ○ ○ 3 2.0 2.7 2.0 1.7 8.4

5 多文化共生のまちづくりの推進 ○ ○ ○ ○ 3 2.3 2.3 3.0 2.0 9.6

6 公共交通の利便性向上に向けた取組 ○ ○ ○ 2 1.5 2.5 2.0 2.0 8.0

7 窓口の利便性向上に向けた取組 ○ ○ 3 1.7 2.0 2.0 2.3 8.0

8 支払方法の多様化 ○ ○ ○ ○ 3 2.3 2.3 2.3 2.0 8.9

9 市民の安全安心に関する取組 ○ ○ ○ 3 2.0 2.3 2.0 2.3 8.6

10 町内会の活性化に向けた取組 ○ 1 2.0 3.0 2.0 2.0 9.0

11 公共施設マネジメントの推進 ○ ○ ○ ○ ○ 7 2.1 2.4 2.1 2.0 8.6

12 行政事務の民間委託 ○ ○ ○ ○ 6 2.5 2.8 2.8 2.0 10.1

13 公共施設等への民間活力の活用 ○ ○ ○ ○ 4 2.0 3.0 2.5 2.3 9.8

14 上下水道事業への民間活力の活用 ○ ○ ○ 4 1.8 2.3 2.0 1.8 7.9

15 ＲＰＡの導入 ○ ○ ○ 4 2.3 2.3 2.0 2.5 9.1

16 ＡＩの活用 ○ ○ ○ 2 2.5 2.5 2.0 2.5 9.5

17 庁内文書の電子化の推進 ○ ○ 4 2.5 2.8 2.3 2.0 9.6

18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 ○ ○ ○ 4 2.3 2.3 2.5 2.3 9.4

19 システム化による業務の効率化 ○ ○ 3 2.0 2.3 2.3 2.0 8.6

20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 ○ ○ 3 2.3 3.0 2.0 2.7 10.0

21 簡素で効率的な組織づくり ○ 4 1.8 2.5 2.3 2.0 8.6

　２　テーマ別・評価集計

Ⅰ 健全な財政運営 9.2

Ⅱ 市民サービスの進化 9.1

Ⅲ 協働の推進 8.9

Ⅳ 公共施設のマネジメント 8.7

Ⅴ 民間活力の活用 9.2

Ⅵ ＩＣＴの活用 9.2

Ⅶ
職員の人材育成と「働き方改
革」・簡素で効率的な組織づくり

9.2 3.7

3.6

3.6

3.5

3.5

3.6

3.6

審議会
評価平均

10 39 2.1 2.5 2.4 2.2 Ｂ

12 42 2.1 2.5 2.4 2.1 Ｂ

Ｂ

Ｂ 3.0

Ｂ 3.2

Ｂ 3.7

Ｂ 3.2

Ｂ 3.3

A 3.6

A 4.3

Ｂ 3.6

№ 　取組項目
テーマ 実践

項目
数

平均値
合計

担当部署評価
（総合評価）

審議会
評価平均

A 3.8

Ｂ 3.1

Ｂ 3.3

Ｂ 3.1

Ｂ 3.5

A 4.2

Ｂ 3.6

Ｂ 3.3

A 4.1

Ｂ 3.4

A 3.8

A 4.0

Ｂ 3.4

№ テーマ名
取組

項目数
実践

項目数

実践項目別評価平均値
合計

担当部署評価
（総合評価）進捗度 取組姿勢 連携度 創造性

4 18 1.9 2.5 2.2 2.1 Ｂ

7 23 2.1 2.4 2.3 2.1

Ｂ

13 43 2.2 2.5 2.3 2.2 Ｂ

9 35 2.1 2.5 2.5 2.1

Ｂ7 24 2.2 2.5 2.2 2.3
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　３　テーマ別・評価集計（グラフ）

　

【取組項目別の評価集計結果について】
・　取組項目ごとに行った審議会委員の評価の平均については、いずれの項目において
　も3.0点（おおむね評価できる）以上となり、取組についておおむね評価が得られた
　といえる。
・　評価平均が4.0点以上の項目が４項目となり、これらの項目はいずれも積極的な取組
　姿勢と具体的な成果が評価に現れた。特に、「１ 新たな財源確保に向けた取組」が
　4.3点と取組項目の中で最も高く、続いて「12 行政事務の民間委託（4.2点）」が評価
　の上位となった。
・　一方で、「６ 公共交通の利便性向上に向けた取組（3.0点）」や「14 上下水道事業
　への民間活力の活用（3.1点）」など、評価指標の中間となる3.0点以上となっている
　ものの、担当部署の自己評価も含め、評価上位の項目とは取組の差が見られた。
・　中間年の全体の評価としてはおおむね妥当であるが、今後、計画期間の終了となる
　Ｒ６年度に向けて、更なる評価に結びつくよう積極的な取組が求められる。

【テーマ別の評価集計結果について】
・　取組項目に紐づいているテーマごとに委員の評価を集計し、平均化した結果、７つの
　テーマ全てが3.5点以上となり、いずれのテーマにおいても標準以上の評価が得られ、
　バランス良く取組が進められたといえる。
・　今後の積極的な「取組項目」の推進と、それにより成果や効果が得られることが
　テーマごとの評価にもつながるものと考えられる。
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18



４ 総評 

令和３年度の担当部署における自己評価は、前年度までに取組を終了した 

４件の実践項目を除く 66 件の項目のうち、総合評価Ａ及びＢが 95％を超え、 

総合評価Ｃの取組が７件から３件に減少するなど、前年度比での改善が見られ

た。また、取組項目別の審議会委員の評価平均についても、全ての項目で 3.0 点

以上となり、全体的には順調に取組が行われているものと評価できる。 

あわせて、令和３年度までに取組を終了した９件の実践項目についても、当初

の予定よりも前倒しで進行したものがあるほか、市民サービスの向上や業務 

効率性等の分野でそれぞれに成果を挙げるなど、取組の有効性が認められたと

考えられる。 

一方で、新型コロナウイルス感染症の影響等、様々な状況の変化により進捗が

遅れている取組も見られることから、その内容やスケジュール等の見直しを 

行いながら、スピード感を持って取組を進めていただきたい。 

人口減少や少子高齢化の一層の進行や新型コロナウイルス感染症の影響、 

また、昨今のエネルギー価格や建材資材の高騰など、先行きが見えない状況が 

依然として続いている中、様々な視点での情報収集や取組に対する財政面での

点検・検証が求められる。 

コロナ禍に端を発した急激な環境の変化は、ＩＣＴ技術を用いた市民サービ

スの提供や、テレワーク等の普及による職員の働き方改革や業務効率化など、 

これまでの仕組みを大きく変えることとなったが、環境が変化しても変わらず

求められる行政機能と、環境の変化とともに変わる役割や行政課題については、

きめ細やかな感覚を持ちながら臨機応変に対応していただきたい。 

今後は、新たに求められている行政の役割も含め、中間年となる本年度に 

取組内容の検証を行い、方向性の転換などを含めた見直しを行った上で、取組

を推進するとともに、未来の苫小牧のために新たな発想や視点で次の一歩を 

進めようという『行政創革プラン』の考え方に基づき、関係部署等との連携を

図りながら、新たなステージに向けた取組をより一層推進し、より良い創造 

改革を目指すことを期待する。 
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苫小牧市行政創革プラン 

令和３年度進捗状況シート 

 

令和４年５月 

【資料編】



　行政創革プラン取組状況一覧 【実践項目別】 Ｒ３年度末

総合評価

Ｒ２ 進捗度 連携度 効率性 創造性 合計

1 №1 新たな財源確保に向けた取組 ガバメントクラウドファンディングの実施 Ｂ 2 2 3 2 9 Ｂ （政）政策推進課、（財）財政課

2 №1 新たな財源確保に向けた取組 企業版ふるさと納税の導入 Ａ 3 2 3 2 10 Ａ （政）政策推進課、（財）財政課

3 №1 新たな財源確保に向けた取組 広告料収入及びネーミングライツ導入の拡大 Ａ 2 3 3 3 11 Ａ （財）財政課、各担当部署

4 №2 民間資本の活用の検討 官民連携手法（ＰＰＰ）の推進 Ｂ 1 3 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室、（政）協働・男女平等参画室

5 №2 民間資本の活用の検討 ＰＦＩ手法による苫小牧市民ホールの整備 Ｂ 2 2 3 3 10 Ａ （民）市民ホール建設準備室

6 №2 民間資本の活用の検討 ＰＦＩ手法による総合体育館の整備の検討 Ａ 2 2 2 2 8 Ｂ （政）スポーツ都市推進課

7 №3 市立病院の経営健全化に向けた取組 新たな市立病院経営改革プランの策定と推進 Ｂ 1 3 3 3 10 Ｂ （病）経営管理課、（病）医事課

8 №4 市政情報の効果的な発信 苫小牧市ＬＩＮＥ公式アカウントの導入 Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

9 №4 市政情報の効果的な発信 ごみ分別アプリの導入とリサイクルプラザの機能拡充 Ａ 3 3 2 2 10 Ａ （環）ゼロごみ推進課

10 №4 市政情報の効果的な発信 子ども・子育てポータルサイトの開設 Ｃ 1 2 1 1 5 Ｃ （健）こども育成課

11 №5 多文化共生のまちづくりの推進 国際化の推進・国際化に向けた指針の策定 Ｂ 2 2 3 2 9 Ｂ （政）未来創造戦略室

12 №5 多文化共生のまちづくりの推進 窓口における外国人対応の検討 Ａ 3 2 3 2 10 Ａ Ｒ３ （民）窓口サービス課

13 №5 多文化共生のまちづくりの推進 外国語教育の充実 Ｂ 2 3 3 2 10 Ａ （教）指導室

14 №6 公共交通の利便性向上に向けた取組 地域公共交通網形成計画の推進 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （政）まちづくり推進課

15 №6 公共交通の利便性向上に向けた取組 ＩＣＴを活用した新たなモビリティサービスの検討 Ｂ 1 2 2 2 7 Ｃ （政）まちづくり推進課

16 №7 窓口の利便性向上に向けた取組 住民異動等におけるタブレット端末の活用 Ｂ 1 2 2 3 8 Ｂ （民）窓口サービス課

17 №7 窓口の利便性向上に向けた取組 窓口の混雑状況に関する市民周知 Ａ 2 2 2 2 8 Ｂ （民）窓口サービス課

18 №7 窓口の利便性向上に向けた取組 ふくし総合相談窓口機能の充実 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （福）総合福祉課

19 №8 支払方法の多様化 市税のキャッシュレス化 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ Ｒ３ （財）納税課

20 №8 支払方法の多様化 証明発行手数料等のキャッシュレス化 Ｂ 3 2 3 2 10 Ａ （民）窓口サービス課

21 №8 支払方法の多様化 水道料金のキャッシュレス化 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ Ｒ３ （水）水道窓口課

22 №9 市民の安全安心に関する取組 危機管理に関する情報発信の強化 Ａ 2 3 2 3 10 Ａ （民）危機管理室

23 №9 市民の安全安心に関する取組 救急車適正利用の推進 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （消）総務課

24 №9 市民の安全安心に関する取組 外国人及び聴覚・言語機能障がい者への対応力向上 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （消）総務課

25 №10 町内会の活性化に向けた取組 町内会の活性化に向けた取組 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （民）市民生活課

26 №11 公共施設マネジメントの推進 公共施設等総合管理計画の推進 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （財）管財課、各担当部署

27 №11 公共施設マネジメントの推進 公有財産の売却促進及び有効活用 Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （財）管財課

28 №11 公共施設マネジメントの推進 動物火葬場の在り方の検討 Ｃ 3 2 1 2 8 Ｂ （環）環境生活課

29 №11 公共施設マネジメントの推進 市立保育園の効率的な運営に向けた取組 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （健）こども育成課

30 №11 公共施設マネジメントの推進 公園の維持管理手法の在り方の検討 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （都）緑地公園課

31 №11 公共施設マネジメントの推進 市営住宅整備計画の推進と借上型市営住宅制度の導入 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （都）住宅課

32 №11 公共施設マネジメントの推進 小中学校規模適正化の取組 Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （教）総務企画課

33 №12 行政事務の民間委託 本庁舎における電話交換業務の民間委託 Ｂ 3 3 3 2 11 Ａ （総）総務課

34 №12 行政事務の民間委託 本庁舎における総合案内業務の民間委託 Ｂ 3 3 3 2 11 Ａ （総）総務課

35 №12 行政事務の民間委託 窓口サービス課と保険年金課の窓口業務委託による総合運用 Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （民）窓口サービス課、（民）保険年金課

36 №12 行政事務の民間委託 畜犬登録・狂犬病予防注射済票の交付事務の民間委託 Ｃ 2 2 3 2 9 Ｂ （環）環境生活課

37 №12 行政事務の民間委託 介護保険業務の民間委託の検討 Ａ 3 3 3 2 11 Ａ （福）介護福祉課

38 №12 行政事務の民間委託 児童手当及び医療助成等業務の民間委託の検討 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （健）こども支援課

39 №13 公共施設等への民間活力の活用 庁舎管理業務の民間委託 Ｃ 2 3 2 2 9 Ｂ （総）総務課

40 №13 公共施設等への民間活力の活用 放課後児童クラブ業務の民間委託 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （健）青少年課

41 №13 公共施設等への民間活力の活用 公設地方卸売市場への民間活力の活用 Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （産）農業水産振興課

42 №13 公共施設等への民間活力の活用 市営住宅管理業務への民間活力の活用 Ｂ 2 3 3 3 11 Ａ Ｒ３ （都）住宅課

43 №14 上下水道事業への民間活力の活用 営業課業務の民間委託 Ｂ 1 2 3 2 8 Ｂ （水）水道窓口課

44 №14 上下水道事業への民間活力の活用 水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託 Ｂ - - - - - - Ｒ２ （水）水道課

45 №14 上下水道事業への民間活力の活用 下水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託 Ｂ - - - - - - Ｒ２ （水）下水道課

46 №14 上下水道事業への民間活力の活用 浄水場管理運転業務の民間委託の検討 Ｃ 2 3 1 1 7 Ｃ （水）高丘浄水場、（水）錦多峰浄水場

47 №15 ＲＰＡの導入 人事業務への導入 Ａ 2 2 2 3 9 Ｂ （総）行政監理室

48 №15 ＲＰＡの導入 税務業務への導入 Ａ 2 3 2 3 10 Ａ （財）市民税課

49 №15 ＲＰＡの導入 窓口業務への導入 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （民）窓口サービス課

50 №15 ＲＰＡの導入 予防接種等業務への導入 Ｂ 3 2 2 2 9 Ｂ （健）健康支援課

51 №16 ＡＩの活用 庁内向けＡＩヘルプデスクの導入 Ａ 3 3 2 3 11 Ａ （総）行政監理室、（総）ＩＣＴ推進室

52 №16 ＡＩの活用 ＡＩによる自動応答システム導入の検討 Ｃ 2 2 2 2 8 Ｂ （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

53 №17 庁内文書の電子化の推進 庁内会議へのタブレット端末の導入 Ａ 3 3 3 2 11 Ａ Ｒ３ （政）政策推進課

54 №17 庁内文書の電子化の推進 公文書の電子的管理に関するルールづくり Ｃ 2 3 1 2 8 Ｂ （総）法務文書課

55 №17 庁内文書の電子化の推進 無線ネットワーク環境の整備 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （総）ＩＣＴ推進室

56 №17 庁内文書の電子化の推進 市議会へのタブレット端末の導入 Ａ 3 3 3 2 11 Ａ 議会事務局

57 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 会計事務の在り方の検討 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ 会計課

58 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 給与支給事務の集約化及び民間委託 Ａ 2 3 3 3 11 Ａ （総）行政監理室

59 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 旅費事務の集約化及び民間委託の検討 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室

60 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 競争入札参加資格の有効期間延長の検討 Ａ - - - - - - Ｒ２ （財）契約課

Ｒ３自己評価
総合評価

取組
終了

担当部署（実践項目）
入力
用

小№

大
№

　取組項目 　実践項目

1



総合評価

Ｒ２ 進捗度 連携度 効率性 創造性 合計

Ｒ３自己評価
総合評価

取組
終了

担当部署（実践項目）
入力
用

小№

大
№

　取組項目 　実践項目

61 №19 システム化による業務の効率化 住居表示システムの導入 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （民）窓口サービス課

62 №19 システム化による業務の効率化 公園施設管理支援システムの導入 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （都）緑地公園課

63 №19 システム化による業務の効率化 営繕積算システムの導入 Ｂ - - - - - - Ｒ２ （都）建築課

64 №20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 職員人材育成の推進 Ａ 3 3 2 3 11 Ａ （総）行政監理室

65 №20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 出退勤管理手法の検討 Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （総）行政監理室

66 №20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 フレックスタイム制導入の検討 Ｂ 2 3 2 3 10 Ａ （総）行政監理室

67 №21 簡素で効率的な組織づくり 職員数の適正化 Ｂ 1 3 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室

68 №21 簡素で効率的な組織づくり 組織機構の再調整 Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （総）行政監理室

69 №21 簡素で効率的な組織づくり 選挙事務の在り方の検討 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ 選挙管理委員会事務局

70 №21 簡素で効率的な組織づくり 監査機能の強化と監査資源の有効活用 Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ 監査委員事務局
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

1 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№1 新たな財源確保に向けた取組

実 践 項 目 ガバメントクラウドファンディングの実施
担 当 部 署 （政）政策推進課、（財）財政課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

対象事業の選
定・実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

運営会社のノウハウや他市事例調査 (新)スキームを確立し、取組開始の準備を行った。

対象事業を選定 (新)各部局と協議を重ね、対象事業を選定した。
【とまチョップ生誕10周年記念事業】

事業開始に向けた事務作業を進める (新)Ｒ３年５月からの開始に向けて作業を進めた。

Ｒ
５

寄附募集開始

⑤と同じ

⑥と同じ

⑤と同じ

⑥と同じ

Ｒ
３

「とまチョップ生誕10周年記念事業」寄附受
付開始

(新)新型コロナウイルスの影響により募集開始が延
期となったが、12月下旬に寄附募集を開始した。

ガバメントクラウドファンディング(ＧＣＦ)
の庁内募集

(新)庁内に活用手引や事例を展開して制度の周知を
行い、活用促進を図った。

対象事業の選定・実施 (新)財政課と連名で庁内に通知し、予算編成時の活
用を促した。
・対象事業の選定の手法については、財政課や担当
部署と協議を重ね、実施事業の選定を進めていく。
・第１弾の募集結果を踏まえ、寄附したいと思わせ
る事業の選定や、周知方法の工夫などを協議しなが
ら寄附獲得に努める。

- - 第１弾の事業を実施した。

【評価の理由】

Ｒ
４

寄附募集開始

⑤と同じ

⑥と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

寄附募集開始

-
効 率 性 １ ３ - -
連 携 度 ３ ２ - -

各種ＳＮＳや東京とまこまい会員向けに周知を行った。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 約230万円の寄附を集めることができ、一定の成果があっ
た。

財政課及び各部署と連携し、ＧＣＦを展開した。

第１弾の募集を行い、寄附金を集めることができたことか
ら、一定の成果を示すことができた。
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№1

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
1 ガバメントクラウドファンディングの実施 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ＧＣＦにマッチする性質の事業の選定及び全庁的
な展開

・本市全体の課題や、大きなプロジェクト等か
ら寄附者に受け入れられる事業の選定。
・制度の活用方法や事例を庁内へ展開。

Ｒ２と同じ

・活用事業について、財政課と協議の上で選定
が必要で、予算要求時に減額査定をされた事業
や財源があれば取り組むことができる事業等に
本制度を活用することが理想である。両課で整
理し、各部署に提案を行っていく。
・活用方法や全国の事例を庁内に展開し、活用
促進を図った。第一弾の実施によって活用イ
メージの向上が見込めることから、庁内に共有
することで更なる制度の活用増につなげてい
く。

Ｒ２と同じ

事業募集を進めるにあたり、記者発表や職員の横のつながりを活用するほか、様々な媒体を使用し
た周知やイベントでの報告など、全庁的にプロジェクトの推進を行うことが寄附額増額のために必
要となる。
さらには、ふるさと納税の性質上、市内の寄附者には返礼品の贈呈ができないことから、その対応
について検討する必要がある。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

ＧＣＦにより、税外収入を確保していくには、各部各課で制度を活用した事業の展開やあらゆる媒体及び
横のつながりを使った周知が必要となる。担当課を超えて全庁的に取り組むことができるスキームの確立
が課題である。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

制度の活用促進を図ったことで、１億円以上の寄附金を獲
得し、各種地方創生事業を実施することができた。
また、全市的に取り組む「ゼロカーボン」についてもプロ
ジェクト化し寄附募集を開始することができた。

費用を要しないで、１億円以上の寄附金を獲得した。

財政課や各部署と連携し、事業選定及び寄附歳入に係る事
務処理等を行った。

内閣府や民間のポータルサイトに募集記事の掲載を行っ
た。

総合評価 Ａ Ａ

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３ -

-効 率 性 ３ ３ - -
連 携 度 ２ ２ - -

- - 当初のスケジュールどおり進めることができた。

【評価の理由】

-

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

③と同じ

⑤と同じ

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

地域再生計画の策定・認定申請 (新)スケジュールどおり計画を策定し、国の認定を
受けた。

周知用パンフレットの作成 (新)パンフレットを作成し、周知を行った。

寄附募集 (新)４社から合計11,075,455円の寄附を受領した。

Ｒ
５

③と同じ

⑤と同じ

Ｒ
４

③と同じ

⑤と同じ

Ｒ
３

③と同じ (継)６社から合計101,765,982円の寄附を受領した。

周知活動の強化 (継)市や内閣府のホームページ上に募集事業及び寄
附企業の紹介を掲載した。
・東京とまこまい会の会員や市外の企業訪問時に周
知を行た。
・イベントに参加した（脱炭素ＥＸＰＯ）。

全庁的な制度の周知 (新)制度の概要や活用方法について、より実務的な
内容を記載した手引を庁内に展開した。
・事例は、企業側から打診のあるパターンと市側か
ら寄附依頼をするパターンを掲載した。
(新)庁内展開により、特に寄附を募集する事業(ゼロ
カーボン)をプロジェクト化して募集を開始した。

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

対象事業の選
定・実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

2 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№1 新たな財源確保に向けた取組

実 践 項 目 企業版ふるさと納税の導入
担 当 部 署 （政）政策推進課、（財）財政課

ＩＣＴ 人材育成
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№1

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

特に寄附を募集するプロジェクト（ゼロカーボン）を定め、突発的に寄附申出がある場合にも対応
が可能となった。時限的な制度であるため、寄附を待つだけではなく、プロジェクト化した事業を
市から企業に積極的にアプローチをして、制度の理解と事業への賛同を求めながら寄附を獲得する
取組も進めていく必要がある。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

企業版ふるさと納税は制度の変更により企業からの寄附が多くなっている。税外収入を確保していくに
は、各部各課で制度を活用した事業の展開、企業への呼びかけが必要となる。これらを全庁的に周知し活
用を推進していくことが課題である。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

・寄附募集プロジェクトの決定
・全庁的な展開

・重点目玉プロジェクトの決定
・財政課と連携し、予算時期に活用を促進
・企業からの寄附受入調査を実施するほか、制
度や事例等を各部に周知

Ｒ２と同じ

・予算要求前に各部署に制度の活用を周知
・市の重点プロジェクトや成長戦略となり得る
大きな事業に本制度を活用していくという方向
性を定め、寄附の獲得に向けて各部署と連携し
て進めていく必要がある。
・時限的な制度であるため、上記事業に活用す
るためには早い時期での着手が必要になる。

Ｒ２と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
2 企業版ふるさと納税の導入 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

3 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№1 新たな財源確保に向けた取組

実 践 項 目 広告料収入及びネーミングライツ導入の拡大
担 当 部 署 （財）財政課、各担当部署

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

拡大の検討及
び実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

Ｒ
３

①と同じ (継)21広告媒体のうち新規媒体１件、継続実施20件

②と同じ (新)導入対象を18施設とした(うち新規導入３件)。
(新)導入対象施設のうち、９施設について契約（契
約済を含む）

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

広告募集の継続実施及び媒体の掘り起こし (新)21広告媒体について契約（うち新規１件、継続
実施20件）

ネーミングライツの導入施設の継続更新及び
掘り起こし

(新)導入対象を16施設とした(うち新規導入２件)。
(新)導入対象施設のうち、７施設について契約（契
約済を含む）

市ホームページで広告募集とネーミングライ
ツ募集情報の一覧表示

(新)一覧表示を実施済・随時追加媒体の募集

Ｒ
５

①と同じ

②と同じ

Ｒ
４

①と同じ

②と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

②と同じ

- - Ｒ３年度から広告媒体の新規１件、ネーミングライツ継続
更新１件を行った。

【評価の理由】

-
効 率 性 ３ ３ - -
連 携 度 ３ ３ - -

２部署との連携により成果を上げることができた。

２部署との連携により取組を実施した。

新規の導入媒体や新規の施設に導入することができた。

総合評価 Ａ Ａ
創 造 性 ３ ３ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-

広告媒体やネーミングライツ導入施設を増やすことで広告
料収入の増につなげることができた。
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№1

年度

Ｒ２

Ｒ３

【行政創革プラン進捗状況シート②】
3 広告料収入及びネーミングライツ導入の拡大 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

広告媒体の新たなアイデア、新たなスポンサーが
見つかりにくい状況がある。

時代の変化に応じて、広告媒体を紙媒体から電
子媒体等、変更を検討していく。

Ｒ２と同じ
新規広告媒体にデジタルサイネージの導入につ
いて、引き続き検討していく。

新たな財源を確保し市民サービスを維持・向上すること、また、民間事業者等に地域貢献の機会を
提供することを目的に、広告やネーミングライツの活用を推進している。
また、新たな広告媒体としてデジタルサイネージが検討となっている。ネーミングライツでも道路
施設で新たな導入が検討されている。

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

4 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№2 民間資本の活用の検討

実 践 項 目 官民連携手法（ＰＰＰ）の推進
担 当 部 署 （総）行政監理室、（政）協働・男女平等参画室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

PFI手法の指
針策定、新た
な手法の検討

工
程
見
直
し

新たな手法
の検討・実
施

工
程
見
直
し

⇒ ⇒ ⇒

PFI事業等選定
委員会の設置、
新たな手法の検
討

PFI手法の指
針策定、新
たな手法の
検討

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

苫小牧市ＰＦＩ事業等審議会の設置及び開催 (新)市長の附属機関として審議会を設置した。ま
た、市民ホール整備における実施方針、要求水準書
等の作成に当たっては、各分野の専門家で構成した
審議会の委員から意見をいただいた。

公共サービス民間提案制度の見直し (新)提案募集対象事業を庁内募集方式から主要事業
全てに拡大し、さらに通年で募集を事業提案を受け
付けることができるように制度の見直しを図った。

Ｒ
５

⑤と同じ

Ｒ
３

苫小牧市ＰＦＩ事業等審議会の開催 (新)市民ホール整備事業に関する審議会を合計３回
開催し、最優秀提案者を決定した。

ＰＦＩ手法の指針策定 (新)市民ホール整備事業におけるスキームを参考に
事業者選定フローを作成した。

新たな官民連携手法の検討 (新)市内企業と締結している包括連携協定の積極的
な活用を図るため、庁内向けパンフレットの作成、
協定に基づくポスターの掲示等を行うなど、周知を
行った。

- - 市民ホール整備におけるスキームを参考に、事業者選定フ
ローを作成した。

【評価の理由】

Ｒ
４

⑤と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑤と同じ

-

効 率 性 ２ ２ - -

連 携 度 ３ ３ - -

効率的かつ効果的な事業実施に向けた仕組みを構築・運用
した。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ １ -

- 公共サービス民間提案制度見直し後に、事業者からの提案
を採択し、Ｒ４年度から業務を開始予定。業務の効率につ
ながった。

関係部署と連携し、制度運用等の作業を進めた。

ＰＦＩ事業、公共サービス民間提案制度とも、見直しを
行った仕組みや制度で事業を実施した。
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№2

年度

Ｒ２

Ｒ３

【行政創革プラン進捗状況シート②】
4 官民連携手法（ＰＰＰ）の推進 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

新たな手法の検討・実施
先進市の事例等を参考に新たな手法の検討を行
う。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

市民ホール建設については、本市がＰＦＩ手法により施設を整備する初めての試みであった。
公共施設等の整備・運営に対して、民間の資金やノウハウを活用するＰＦＩ事業は、本市における
施設整備の新たなモデルになるものと考える。

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

市民サービスの向上及び財政負担の平準化を目的に、ＰＦ
Ｉで事業を進め、事業者選定に至った。

5 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№2 民間資本の活用の検討

実 践 項 目 ＰＦＩ手法による苫小牧市民ホールの整備
担 当 部 署 （民）市民ホール建設準備室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

実施方針・要
求水準書等の
作成

工
程
ど
お
り

特定事業の
選定、事業
者の選定

工
程
ど
お
り

契約締結、実
施設計

実施設計、工事
着手

⇒

Ｒ
３

特定事業の選定 (新)Ｒ３年６月に特定事業として選定し、結果を公
表した。

募集要項等の作成・公表 (新)実施方針・要求水準書案に対する意見を踏ま
え、Ｒ３年７月に募集要項等を作成・公表した。

事業者の選定 (新)Ｒ４年３月に優先交渉者を選定し、公表した。取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

要求水準書素案の作成・公表 (新)Ｒ２年９月に要求水準書素案を作成・公表し、
意見交換を実施した。

実施方針・要求水準書案の作成・公表 (新)意見交換の内容等を踏まえ、Ｒ３年２月に実施
方針・要求水準書案を作成・公表した。

Ｒ
５

実施設計・工事の着手

Ｒ
４

契約締結

基本設計・実施設計の着手

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

工事期間

-
【評価の理由】

募集要項等の公表に若干の遅れがみられたが、年度内に予
定していた事業者の選定は完了した。

高度な専門性を有するコンサルタントの活用や、審議事項
のポイントを絞った審議会の開催など、事業を効率的・効
果的に進めた。

-

３ - -

連 携 度 ２ ２ - -
-

総合評価 B Ａ
創 造 性 ３ ３ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-

庁内の検討会議を、計７回開催する等、庁内連携を図っ
た。

効 率 性 ２

募集要項等の公表に若干の遅れがみられたが、年度内に予
定していた事業者の選定は完了した。
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№2

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
5 ＰＦＩ手法による苫小牧市民ホールの整備 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法
実施方針、要求水準書等の作成に当たり、ＰＦＩ
の制度やホールに係る専門的知見を要する課題の
解決

コンサルタントの活用、審議会委員に専門的知
見を有する者を委嘱し、課題の解決に結びつけ
ている。

ＰＦＩ事業における地元企業の活用促進策
事業者の募集にあたり、選定基準等で地元企業
の活用について評価することを明記し、事業者
からの提案を促すこととした。

工事の進捗状況について

性能発注を基本に事業者から提案を求めるＰＦＩでは、市の要求に対する事業者の理解をいかに深
めるかが重要となる。このため、「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン」に基づき、事
業者と意見交換等を実施し、市の要求に対する事業者の理解を深める機会を設けることとした。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

本市初のＰＦＩ事業を今後に活かすためにも、都度、課題を洗い出し、慎重に事業を進める必要がある。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
交付金獲得の準備に着手でき、今後はＰＦＩ手法とのバラ
ンスをどの様にとれるのかが課題となる。

交付金を活用したＰＦＩ手法の導入への意見交換ができ
た。

総合評価 Ａ B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 交付金獲得の可能性を見極めることができた。

これまでに３回関係部署と協議をしてきた。今後は必要に
応じて関係部署の拡大を図る。-

効 率 性 ３ ２ - -
連 携 度 ３ ２ - -

Ｒ
４

②と同じ

③と同じ

様々な手法についての市民意見の聴取

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

②と同じ

(継)交付金獲得に向け関係機関と調整を開始したほ
か、ＰＦＩ手法の可能性についても民間事業者と意
見交換を行った。

関係部署との意見交換会 (継)交付金に関し、関係部署との意見交換（３回
目）を行い、方向性を定めた。

- - 交付金の獲得に向けた関係部署との調整ができた。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

整備に係る経費を最小限にするため、交付金
の活用やＰＦＩ手法について関係課と意見交
換を２回実施する。

(新)有効と考える交付金について、申請に伴う準備
を開始すると同時に、引き続きＰＦＩ導入について
の検討を行う。

Ｒ
５

②と同じ

③と同じ

③と同じ

Ｒ
３

交付金申請に伴う準備と併せＰＦＩ導入に関
する検討を行う。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

整備手法の検
討

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№2 民間資本の活用の検討

実 践 項 目 ＰＦＩ手法による総合体育館の整備の検討
担 当 部 署 （政）スポーツ都市推進課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

6 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№2

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

交付金とＰＦＩ手法の両方を活用できる可能性があることから、他市の様々な事例を参考にしなが
ら、最良な実施方法について検討していく。

Ｒ３と同じ

Ｒ３と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

交付金の活用とＰＦＩ手法を同時に進めることができる可能性があるため、今後は、この両方の活用に関
するスケジュール等について検討が必要となる。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

建設に伴う総事業費の軽減を図るための交付金の
活用と、ＰＦＩ事業の導入を併せて実施可能かど
うか。

交付金の申請に伴う方向性を決め、同時にＰＦ
Ｉ事業導入の可能性について、確認作業を進め
る。

交付金の活用に必要な準備を確認し、今後はＰＦ
Ｉ手法とのバランスをどの様にとれるのかが課
題。

関係機関や民間事業者との意見交換を行い、解
決策を検討する。

Ｒ３と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
6 ＰＦＩ手法による総合体育館の整備の検討 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

7 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№3 市立病院の経営健全化に向けた取組

実 践 項 目 新たな市立病院経営改革プランの策定と推進
担 当 部 署 （病）経営管理課、（病）医事課

ＩＣＴ 人材育成

○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

経営改革プラ
ンに基づく取
組

工
程
ど
お
り

新経営改革
プランの策
定

工
程
見
直
し

新経営改革プ
ランに基づく
取組

⇒ ⇒

苫小牧市立
病院経営指
標の策定

経営強化プラ
ンの策定

経営強化プラン
に基づく取組

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

現行の経営改革プランに基づく収支改善策 (新)新型コロナウイルス感染症の対応のため、取
組を中断したが、国や北海道からの支援事業を活
用した結果、Ｒ２年度における資金収支は改善さ
れた。

Ｒ３年度予算を反映した新経営改革プランの
素案策定

(新)新経営改革プランの拠り所となる総務省が定
める「新公立病院改革ガイドライン」の改定が新
型コロナウイルス感染症の影響で延期となり、策
定できていない。

Ｒ
５

経営強化プランに基づく収支改善策等

Ｒ
３

収支改善の取組 (継)Ｒ２年度に引き続きコロナ関連の支援事業を
活用した結果、Ｒ３年度における資金収支は改善
された。

苫小牧市立病院経営指標の策定と検証 (継)総務省が定めるガイドラインの公表は、Ｒ４
年度予算策定時点でＲ３年度末まで延期されるこ
とが確定していたことから、これまでのプラン同
様に、目標数値を掲げた独自の経営指標を策定す
ることとした。

持続可能な地域医療提供体制を確保するため
の公立病院経営強化ガイドラインの検証

(継)年度末にガイドラインが公表され、プランに
盛り込む事項を検証し、プランの名称を「経営強
化プラン」とした。

- - ガイドライン発表の遅れから、新たなプランが未策定で
あるが、年度末にガイドラインの項目を検証した。

【評価の理由】

Ｒ
４

経営強化プランの策定と検証

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑦と同じ

-
効 率 性 ３ ３ - -
連 携 度 ３ ３ - -

独自の経営指標を策定した。

総合評価 Ｂ Ｂ
創 造 性 ３ ３ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ １ -

- 関係部署の役割分担を明確にすることによって、効率的
に経営指標を策定した。

関係部署と情報共有し、協議を重ねた上で経営指標を策
定した。

単年度収支を更に改善するとともに、新型コロナウイル
感染症の影響を考慮した、独自の経営指標を策定した。
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№3

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
7 新たな市立病院経営改革プランの策定と推進 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

アフターコロナを見据えた収益回復策
感染対策を徹底し、診療体制を戻すとともに
「在院日数」の適正化等、収益回復につなが
るプロジェクトを再開する。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

これまでのプランに基づき進めてきた経営改革等の取組を途切れることなく進めていく必要があ
ることから、ガイドラインの発表を待たず、独自に「苫小牧市立病院経営指標　令和３年度
（2021年度）～令和４年度（2022年度）」を策定した。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

新型コロナウイルス感染症の終息が最も大きな課題である。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

機能拡大を実施し、情報発信の利便性を図った。

8 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№4 市政情報の効果的な発信

実 践 項 目 苫小牧市ＬＩＮＥ公式アカウントの導入
担 当 部 署 （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

運用の検討、
基準作成

工
程
見
直
し

ＬＩＮＥ公
式アカウン
トの導入

工
程
見
直
し

効果検証・利
活用の検討

⇒ ⇒

Ｒ元年度に運
用開始、利活
用の検討

機能拡大・
利活用の検
討

利活用の検
討・登録者増
への周知

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

Ｒ２年３月に新型コロナウイルスにおける市
の情報発信ツールとしてＬＩＮＥ公式アカウ
ントを導入、緊急情報・災害情報を配信

(新)Ｒ３年３月現在で11,000人を超える友だち登録
があり、即時性のある情報発信に効果を発揮してい
る。

Ｒ
５

④と同じ

③と同じ

③と同じ

Ｒ
３

機能拡大・利活用の検討 （新）機能拡大を実施し、リッチメニューより各情
報に簡単にアクセスしたり、受け取りたい情報を選
択できる機能の追加、妊娠・子育て支援情報や市防
災メールで配信している情報をＬＩＮＥで自動配信
した。
（新）広報とまこまい電子書籍版を配信
（新）市長記者会見（YouTubeチャンネル）の動画配
信を開始

登録者数を増やすための周知活動 （新）広報とまこまいでの周知
（新）市内店舗掲示用のポスター作成、配付

- -
【評価の理由】

工程どおり、リッチメニューなど機能拡大を行い、動画に
よる市政情報の配信など利活用を行った。

Ｒ
４

効果検証・利活用の検討

③と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

④と同じ

効 率 性 ３ ３ - -

連 携 度 ３ ３ - -

総合評価 Ａ Ａ

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ２ -

-

危機管理室と連携し、緊急・災害情報の発信を行った。ま
た、電子版広報紙、YouTubeとも連携した配信を行った。

機能拡大により利便性が向上し、20,000人以上の友だち登
録となっている。

-

機能拡大による利便性の向上や、友だちを増やすための周
知活動により、友だち登録は毎月増加し20,000人を超えて
いる。
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№4

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
8 苫小牧市ＬＩＮＥ公式アカウントの導入 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

苫小牧市公式ＬＩＮＥアカウントの友だち（登録
者）を増やすための周知

広報とまこまい、ホームページ等、様々な場面
での周知の実施

全庁的な利活用の検討、苫小牧市公式ＬＩＮＥア
カウントの友だち(登録者)を増やすための周知

妊娠・子育て支援情報や市防災メールと連携。
広報とまこまい等で周知を行い、20,000人を超
える友だち登録となっており、即時性のある情
報発信に効果を発揮している。

Ｒ３と同じ

苫小牧市公式ＬＩＮＥアカウントの登録者数が20,000人を超えている。市からの情報発信をＰＵＳ
Ｈ型で受け取れることもあり、市民の皆様の需要も高く、新型コロナウイルス関連の情報や緊急情
報等の即時性が必要な情報発信ツールとして大きな効果を得ている。

Ｒ３と同じ

Ｒ３と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

機能拡大による利便性の向上や、友だちを増やすための周知活動により、友だち登録は毎月増加し20,000
人を超えている。利便性の向上により需要も高まっており、登録者数の増加を図っていく。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

9 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№4 市政情報の効果的な発信

実 践 項 目 ごみ分別アプリの導入とリサイクルプラザの機能拡充
担 当 部 署 （環）ゼロごみ推進課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

ごみ分別アプ
リの導入、サ
テライト施設
の試験設置

工
程
見
直
し

サテライト
施設の試験
設置に関す
る検証

工
程
見
直
し

サテライト施
設の整備・開
始

ごみ分別アプ
リの導入、リ
サイクルプラ
ザの機能拡充
方法の再検討

リサイクル
プラザの機
能拡充方法
の再検討・
試験実施

リサイクルプ
ラザの機能拡
充・民間ノウ
ハウの活用等
を含めた在り
方の検討

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

ごみ分別アプリの導入 (新)Ｒ２年10月　ごみ分別アプリを導入
※Ｒ２年度ダウンロード数2,874件（18歳以上の人口
普及率２％）
分別方法検索やごみ収集カレンダー、ごみ収集日の
お知らせ機能等を備えている。

リサイクルプラザ苫小牧の市内中心部へのサ
テライト施設の試験設置

(新)新型コロナ感染拡大防止を考慮し、オンライン
形式の出前講座、リサイクル講習を録画したＤＶＤ
配布、リサイクル自転車抽選を公共施設から申込可
能とする等、様々な工夫に取り組んだ。

Ｒ
５

Ｒ
３

リサイクルプラザ苫小牧の機能拡充のため、
更なる施策の検討・試験実施

(継)リサイクル自転車抽選販売会を公共施設から申
込可能とした結果、申込数が増加した（３月末時
点、１回当たりの平均申込数714件（Ｒ２年度は366
件））。
(新)市職員が地域に出向き、町内会と協働したリ
ユース活動に取り組んだ（１件）。

- - 新たな情報発信として、アプリのほか自転車販売抽選申込
を各公共施設やホームページからも可能とした。

【評価の理由】

Ｒ
４

リサイクルプラザの機能拡充・民間ノウハウ
の活用等を含めた在り方の検討

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

-

効 率 性 ２ ２ - -

連 携 度 ３ ３ - -

アプリやＳＮＳを利用した新たな方法で情報発信を行っ
た。

総合評価 Ａ Ａ

創 造 性 ３ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３ -

- 申込書の設置依頼やポスターの掲示等を引き続き公共施設
に依頼する。回収については、部内で連携し効率化を図っ
た。

庁内連携は基より、町内会とも連携したリユース活動を実
施した。

アプリの普及率は目標としていた約５％を達成。リサイク
ルプラザの機能拡充は様々な取組を実施した結果、自転車
販売の申込数が増加した。
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№4

年度

Ｒ２

Ｒ３

【行政創革プラン進捗状況シート②】
9 ごみ分別アプリの導入とリサイクルプラザの機能拡充 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ごみ分別アプリの普及率がまだ低い。
プラザの機能拡充については、試験的にオンライ
ン講座を開催したが、情報発信するための機材等
の不足に加え、周知不足からか参加者が少ない。

広報紙やイベント等での周知、また市民ニーズ
に応じた講座の開催の検討

ごみ分別アプリは、目標とする普及率５％に達し
たが、更なる普及促進に努めるべきである。
プラザの機能拡充については、コロナの影響で当
初予定していた行事等を開催できなかった。

ごみ分別アプリを活用した新たな取組を展開し
ていくことで、アプリの魅力を向上させる。
プラザは、これまで市民へのゼロごみ情報発信
基地としてきたが、コロナ収束後のプラザの在
り方を検討する必要がある。

リサイクル自転車の抽選を各公共施設から申込可能とした結果、前年比２倍以上と申込が増えた。
また、市民への意識啓発の新たな取組として、市職員が地域に出向き町内会と連携したリユース活
動を実施した。
プラザについては、コロナの影響で行事等を実施できなかったことや、市民への情報発信基地とし
ての役割はゼロごみ推進課が担っている現状を考慮し、民間ノウハウの活用などを含めた今後の在
り方について再検討したいと考えている。

【上記のうち、特記すべき事項】

食品ロス対策として、ごみ分別アプリを活用して店舗の食材売れ残り情報の発信を新たに試行した。
リサイクルプラザの機能拡充について、これまでは市民が利用しやすいように市中心部にサテライト施設
設置を検討してきたが、設置場所や管理運営の問題がある。加えて、新型コロナウイルス感染症対策とし
て、Ｒ２年度以降は分別アプリによる市民周知やリモート形式の出前講座、リサイクル自転車の申込を
ホームページから行うことができるようにしたほか、各公共施設からも申込可能とする等、市民への意識
啓発に関わる新たな取組を試行した。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
新型コロナウイルス感染症や、国の新たな施策への対応も
あって取組に遅れが生じていることから、スケジュールの
修正が必要となっている。

概要案の作成にまで至っていないため、創造性や独自性な
どを取組みに反映されているのかを判断できる状況にな
い。

総合評価 Ｃ Ｃ

創 造 性 １ １ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ １ -

- 現段階ではコスト・業務量とも成果が得られていない。

他部門で実施するシステムとの連動・統合について情報連
携を図っている。-

効 率 性 １ １ - -
連 携 度 ２ ２ - -

Ｒ
４

主要部門との意見交換

子育て関連団体との意見交換

プラン調整

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

(新)他の事業・施策に時間を要し、概要案の作成に
まで至らず、意見交換の実施を見送った。

子育て関連団体との意見交換 (新)他の事業・施策に時間を要し、概要案の作成に
まで至らず、意見交換の実施を見送った。

プラン作成 (継)新型コロナウイルス感染症の対応、国の新たな
施策の対応に時間を要し、概要案作成にまで至らな
かった。

- - 概要案の作成にまで至っていない。

【評価の理由】

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

サイト運営事業者等の資料請求 (新)ポータルサイトを導入する自治体や運営する事
業者から、資料請求・聞き取りを行った。

プラン作成 (新)各開発事業者等がコロナ関連・対策のシステ
ム・サイト構築を優先していることもあり、作業が
進んでいない。

Ｒ
５

委託事業者選定

サイト構築

運用開始

Ｒ
３

主要部門との意見交換

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

プラン作成、
情報収集

工
程
ど
お
り

委託事業者
の選定、サ
イト構築

工
程
見
直
し

サイト運用開
始

プラン作成 プラン調整
事業者選定
運用開始

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№4 市政情報の効果的な発信

実 践 項 目 子ども・子育てポータルサイトの開設
担 当 部 署 （健）こども育成課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

10 【行政創革プラン進捗状況シート①】
確認時期 令和３年度末

21



№4

年度

Ｒ２

Ｒ３

コロナ禍における生活スタイルの変化もあるため、柔軟に対応できるシステム構築が必要とされ
る。

【上記のうち、特記すべき事項】

社会状況の変化によって、子育て世帯の関心ごとや知り得たい情報にも変化があり、コロナ終息後にこれ
までの生活スタイルに戻るのか、見通しが不透明なため、社会情勢や変化するニーズに柔軟な対応できる
システム・サイトの構築が必要とされる。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

・膨大な情報量の管理方法
・コロナ禍における子育て世帯が求める情報
　内容の変化

①公式ホームページの情報と使い分け
②ホームページサイトにこだわらず、アプリ形
式を導入することで利便性の向上を図る。

利用者が求める情報の把握 利用者・関係者との意見交換を実施

【行政創革プラン進捗状況シート②】
10 子ども・子育てポータルサイトの開設 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

11 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№5 多文化共生のまちづくりの推進

実 践 項 目 国際化の推進・国際化に向けた指針の策定
担 当 部 署 （政）国際リゾート戦略室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

各種施策の実
施、アンケー
トの実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

多文化共生指
針の検討

⇒ 多文化共生指針の策定

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

公共サービス民間提案制度により、各種施策
を民間委託により実施する。

(新)民間事業者に委託(１事業、国際化推進事業)
し、各種施策を実施した。

在住外国人へのアンケート調査を実施する。 (新)アンケート調査を実施し、日本語のレベルや日
常生活の状況等について意向把握に努めたが、回答
数が少なかった（発送数420人、回答数42人、回答率
10％）。

Ｒ
５

①と同じ

⑥と同じ

多文化共生指針を策定する。

Ｒ
３

①と同じ (継)公共サービス民間提案制度を利用した国際化推
進事業において、事業を実施した。
Ｒ３年度新規事業
・フェアトレードパネル展
・多国籍料理動画配信

外国人雇用に関する企業向けアンケート調査
を実施する。

(新)アンケート調査を実施し、企業が抱える外国人
雇用に関する課題等の現状把握に努めたが、回答数
が少なかった（Ｒ３年８月、発送数2,300社、回答数
25社、回答率１％、アンケートは商工会議所の会報
に同封）

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

①と同じ

多文化共生指針の策定に向けて検討を進める。

令和 年 月取組終了取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

-
効 率 性 ３ ３ - -
連 携 度 ２ ２ - -

過去に実績のない新たな視点での取組を行うことができ
た。

総合評価 B B

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 民間委託により、業務削減効果が得られた。

委託業者・他部署・商工会議所等と連携の上、事業に取り
組んだ。

アンケートの手法についての課題は残るが、新たな取組に
挑戦し実績を残すことができた。今後も指針策定に向けた
取組を推進する。
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№5

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
11 国際化の推進・国際化に向けた指針の策定 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

どのようにして在住外国人の意向を把握していく
か。

次年度以降は、個人へのアンケート調査ではな
く、企業向けのアンケートとする等、意向把握
方法を見直して実施する。

Ｒ２と同じ

企業向けアンケートを実施し、外国人雇用を
行っている企業の把握や各企業で抱えている課
題等の情報を収集した。今後は企業訪問や在住
外国人との交流の機会を多く設けることで具体
的なニーズを聴取し、意向に沿った事業を展開
する。

Ｒ２と同じ

企業アンケートの結果において日本語能力の高い人材育成を期待する声があがったことから、日本
語学習支援事業を多角的に展開していくことが今後のまちの国際化の推進及び効果的な多文化共生
指針の策定につながると考えられる。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

企業向けアンケートのほか、講座内容の充実や体験型プログラムの発展にも尽力したい。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

12 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№5 多文化共生のまちづくりの推進

実 践 項 目 窓口における外国人対応の検討
担 当 部 署 （民）窓口サービス課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

外国人対応の
検討・実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
見
直
し

⇒ ⇒ ⇒

対応実施
効果検証・
取組終了

Ｒ
３

国際リゾート戦略室及び多言語翻訳機との連
携を軸に、総務省が開設した「外国人住民に
係る住民基本台帳制度に関するコールセン
ター」の案内も含めた多角的なサポートを実
施

(継)国際リゾート戦略室と連携して外国人対応を
行った。
(継)多言語翻訳機を窓口業務受託者に貸し出した
が、使用頻度はなかった。なお、「外国人住民に係
る住民基本台帳制度に関するコールセンター」を案
内するまでに至る事例は発生しなかった。

窓口対応が困難な状況について検証 (新)国際リゾート戦略室や翻訳機を用意することで
対応困難な状況は発生しなかった。

（取組終了）

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

外国人への対応方法の検討 (新)国際リゾート戦略室との連携を軸に、対応者を
限定しない方法を検討した。

外国人への対応方法の決定・実施 (新)150種類以上の言語に対応可能な多言語翻訳機を
購入し、窓口業務受託者に貸し出した。

Ｒ
５

Ｒ
４

令和 4 年 3 月取組終了取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

- - 前年度同様、広範囲に対応可能な取組が完了している。

【評価の理由】

-
効 率 性 ３ ３ - -
連 携 度 ２ ２ - -

Wi-Fiで活用できる安価な機種であり、環境整備された場所
であれば、物品購入費のみで対応可能。

国際リゾート戦略室との連携及び多言語翻訳機を活用した
対応を決定し、実施している。

これまでの対応者が限定された外国人対応から別の手法が
確立されたものと考える。

総合評価 Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３ -

-

迅速に対応できており、安価な費用で実施できていること
は評価されるものと考える。
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№5

年度

Ｒ２

Ｒ３

【行政創革プラン進捗状況シート②】
12 窓口における外国人対応の検討 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

国際リゾート戦略室との連携、多言語翻訳機での
対応という２軸で対応しきれない場合にどうする
か。

総務省自治行政局開設の「外国人住民に係る住
民基本台帳制度に関するコールセンター」等を
活用し、解決を図る。

国際リゾート戦略室との連携、多言語翻訳機、
コールセンターでの対応で対応しきれない場合に
どうするか。

国際リゾート戦略室との連携で足り、多言語翻
訳機やコールセンターを活用する場がなかっ
た。

本取組実施後は、外国人の窓口対応について苦慮する事例やトラブルの発生がなかった。こうした
ことから、一定程度以上の効果があるものであったと考えられる。

【上記のうち、特記すべき事項】

今後必要に応じて、毎年実施している窓口アンケートを外国語に対応させる等、潜在的な意見を吸い上げ
る方法を検討していく。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
ＡＬＴを予定どおり増員できたことで、広く英語に触れる
環境を整備するなど、ＡＬＴの有効活用ができた。総合評価 B Ａ

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ ２ -

-

幼稚園、保育所、認定こども園等や、関係部署等と連携を
取って、取組を進めることができた。

効 率 性 ２ ３ - -
連 携 度 ３ ３ - -

- -
【評価の理由】

ほぼ行程どおり取組を行うことができたが、感染拡大によ
り全ての取組を計画どおりに実施できなかった。

ＡＬＴを予定どおり増員することができ、小・中学校だけ
でなく、ＡＬＴの活用を拡大することができた。

-

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

ＡＬＴを６人から14人に拡充する。 (新)新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、ＡＬＴ
の入国が遅れ、Ｒ３年３月時点でＡＬＴは１人増の７人体
制となった。Ｒ３年度に14人（前年度比＋７人）に拡充を
目指す。

イングリッシュカフェを開催する。 (新)感染症拡大防止のため、不特定多数の参加者を
集めることが困難となり、開催できなかった。

ＡＬＴを様々な関係機関へ派遣する。 (新)幼稚園等の施設（14回）や、ナナカマド教室（４
回）、放課後児童クラブ（１回）への派遣を行った。

Ｒ
５

Ｒ
４

⑤と同じ

⑥と同じ

幼稚園・保育
園・その他施
設や学校への
ＡＬＴ派遣の
更なる拡大

Ｒ
３

ＡＬＴを７人から14人に拡充する。 (継)11月に予定していたＡＬＴが全て来日し、14人
体制を実現することができた。

ＡＬＴの活用を拡充する。 (新)ナナカマド教室（４回予定で２回実施）、放課
後児童クラブ（２回予定。感染拡大で中止）、複数
のＡＬＴによる授業等、ＡＬＴの活用を拡充するこ
とができた。

ＡＬＴの幼稚園、保育所、認定こども園への
派遣を拡大する。

(継)ＡＬＴの幼稚園、保育所、認定こども園への派
遣は緊急事態宣言等に伴い11回は中止となったが、
12園44回の計画を立て派遣を前年度より拡大するこ
とができた。

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度
ＡＬＴの拡
充、イング
リッシュカ
フェの開催、
ＡＬＴ派遣の
モデル実施

工
程
見
直
し

幼稚園・保
育園へのＡ
ＬＴ派遣の
拡大 工

程
ど
お
りALTの入国ス

ケジュールの
遅れ

ALTの拡充、
幼稚園・保
育園、その
他施設や学
校への派遣
拡大

小・中学校以外にもＡＬＴを派遣することで、市民が広く
英語に触れる環境整備を推進することができた。

13 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№5 多文化共生のまちづくりの推進
実 践 項 目 外国語教育の充実
担 当 部 署 （教）指導室

ＩＣＴ 人材育成
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№5

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

緊急事態宣言や新型コロナウイルス感染症拡大により計画したものが中止となった派遣事業もあっ
たが、ナナカマド教室、幼稚園・保育所、認定こども園への派遣、複数のＡＬＴが参加する授業
等、ＡＬＴが増員されることにより、小・中学校だけでなく、市民が広く英語に触れる環境を整備
するなど、ＡＬＴ活用の更なる充実が期待できる。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

ＡＬＴが14人揃ったことで、全ての中学校区に１人ずつ配置することができるようになったが、小・中学
校の外国語教育に学校間で差が生じない、学級数に応じた配置を行う必要がある。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ＡＬＴの増員が困難な状況になった際の対応につ
いて、学校現場が混乱しないような配置の工夫等
が必要。

Ｒ２年度の後半にＡＬＴの配置日数が少なかっ
た学校等を優先してＲ３年度配置計画を作成。

Ｒ２と同じ
学級数に応じて、学校間で差が大きくならない
よう配置計画を作成。

市民が広く英語に触れる環境整備に係るＡＬＴ活
用の更なる充実

【行政創革プラン進捗状況シート②】
13 外国語教育の充実 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
バスロケーションシステムの運用開始により、市内移動の
主たる公共交通機関である市内路線バスの利便性向上が図
られた。

上記により、利用者が手軽にバス運行情報を把握できるよ
うになった。

バスロケーションシステムの運用開始、周知に当たり、市
内路線バス事業者と連携して取り組んだ。

広域連携、事業者連携により、バスロケーションシステム
の運用開始、周知することができた。

総合評価 Ｂ B

創 造 性 ３ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ ２ -

-効 率 性 ３ ２ - -
連 携 度 ３ ３ - -

- - 計画を策定し、バスロケーションシステムを導入した。

【評価の理由】

-

Ｒ
４

④と同じ

⑤と同じ

バスロケーションシステムの運用
利用方法の周知

令和 年 月取組終了取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

段階的な路線再編とダイヤ調整

⑤と同じ

⑨と同じ

Ｒ
３

市内路線バス事業者と協議し、再編するバス
路線を検討・決定

(継)「苫小牧市地域公共交通計画」策定
(新)路線再編についてバス事業者と協議開始

乗り継ぎ利便性の向上 (新)Ｒ４年度ダイヤ改正に向けて、鉄道との乗継ぎ
を含めたバスの乗換え利便の向上を図り、利用者増
につなげるよう事業者と協議を行った。

バスロケーションシステムの運用開始
利用方法の周知

(新)Ｒ３年７月からの本格稼働に合わせて市広報や
ＨＰ、ＳＮＳを活用して周知を行ったほか、市内各
高校等にリーフレットを配布した。
(新)市内11か所に最寄停留所のバス運行情報を表示
するデジタルサイネージを設置した。
(新)「バスの乗り方教室」を開催し、その中で周
知、操作説明を行った。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

計画策定に向けて、「苫小牧市公共交通協議
会」及び「計画検討分科会」を開催

(新)【協議会開催回数】４回
【分科会】２回

「苫小牧市地域公共交通計画」の策定 (新)「苫小牧市地域公共交通計画(案)」策定
Ｒ３年６月「苫小牧市地域公共交通計画」完成予定

バスロケーションシステム導入に向けて、市
内路線バス事業者に対する支援を実施

(新)市内路線バス事業者運行区域の自治体４市が広
域連携して、バスロケーションシステムの導入支援
を実施した。

Ｒ
５

④と同じ

⑤と同じ

⑨と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

計画策定、路
線再編に向け
た検討

工
程
ど
お
り

路線再編、
効果検証

工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ 計画の見直しに向けた検討

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№6 公共交通の利便性向上に向けた取組

実 践 項 目 地域公共交通網形成計画の推進
担 当 部 署 （政）まちづくり推進課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

14 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№6

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

バスロケーションシステム及びデジタルサイネージの運用開始により、バスの運行情報が手軽に把
握できると市民に好評であることから、更なる周知を図る。
計画に位置付けた利用促進、利用講習、モビリティマネジメントの推進に当たって、事業者連携を
強化し、乗り方教室やデコレーションバスの運行を行った。

Ｒ３と同じ

・段階的なバス路線の再編
・バス停留所の改善
・乗継割引の導入

【上記のうち、特記すべき事項】
バス路線の再編を行う場合、乗継回数や待ち時間の増加が想定されるため、利用者負担を考慮した乗継割
引の導入や、快適に待ち時間を過ごすことができるようバス停留所の改善を行う等、利用者への配慮が必
要となる。
しかし、コロナ禍の長期化の影響を受けた事業者経営難により、乗継割引の導入や額の調整に時間を要す
る懸念がある。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

将来にわたり持続可能な公共交通ネットワークの
形成に向けて、市内バス路線再編等による将来像
を示した上で、今後、実現に向けた協議が必要

バス路線再編の方向性が望ましいものであるか
シミュレーションした結果、バスの収支面では
改善が図られ、有効であることが確認できた。

・再編するバス路線の検討・決定
・バス停留所の改善
・乗継割引内容の検討・決定

・利便性と効率性のバランスの取れたバス路線
再編となるよう、事業者と協議を行っている。
・快適なバス待ち時間を過ごすことができるよ
うに必要な停留所の改善を図るため、事業者と
連携して修繕計画を進めている。
・利用者負担を考慮した新たな乗継割引の導入
についての検討は、新型コロナウイルス感染症
の影響を受けた事業者経営難により、協議、検
討が遅れている。

Ｒ３と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
14 地域公共交通網形成計画の推進 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
情報通信技術の活用による市民及び観光客の利便性向上
や、新たな交通サービスの導入を目指し、事業者や他部署
との連携強化を図った。

総合評価 B Ｃ

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ １ -

-

ＭａａＳ関連事業者や他部署と連携して協議・検討を行っ
た。

効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ２ - -

- -
【評価の理由】

実証実験の開始には至っていないものの、調査、研究によ
り次年度以降の基盤づくりを進めている。

出前講座やＳＮＳでの周知など、コストをかけない利用促
進について検討、実施している。

-

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

②と同じ

⑤と同じ

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

ＭａａＳに係る補助金・助成金に関する情報
の収集

(新)ＭａａＳについて情報収集・課題整理を行うと
ともに、市内におけるＭａａＳ等のＩＣＴ活用につ
いて、その有効性・可能性を調査研究し、Ｒ３年度
以降の実証試験実施に向けた検討を行った。

Ｒ
５

②と同じ

⑤と同じ

Ｒ
４

ＭａａＳの調査研究や実証試験の実施

実証試験の結果を踏まえた苫小牧版ＭａａＳ
構想の策定

Ｒ
３

ＭａａＳの調査研究や実証試験の内容検討 (新)先進事例の室蘭市を視察し、担当者から取組内
容の聞き取りを実施した。
(新)出光カーシェアに係る協議・検討、安平町行政
ＭａａＳの視察を行った。
(新)デジタル田園都市国家構想推進交付金の活用に
向け、事業者と連携し検討を行った。

バスロケーションシステムの運用開始 (新)市内路線バスにおいてバスロケーションシステ
ムの運用を開始した。また、市内11か所にバスの運
行情報を表示するデジタルサイネージを設置した。

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

ＩＣＴ導入の
検討・適宜実
施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

苫小牧版MaaS
実証事業の検
討

実証実験の開始には至っていないものの、新たな取組とし
ての調査、研究を行っている。

15 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№6 公共交通の利便性向上に向けた取組

実 践 項 目 ＩＣＴを活用した新たなモビリティサービスの検討
担 当 部 署 （政）まちづくり推進課

ＩＣＴ 人材育成
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№6

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

Ｒ３年６月に策定した「苫小牧市地域公共交通計画」の中に位置付けている「新たなモビリティ
サービスの導入に関する調査研究」の実施に当たり、事業者や関係部署との連携強化を図った。
Ｒ３年７月に苫小牧・室蘭・登別・伊達の４市連携によるイニシャルコストの補助により道南バス
㈱が導入したバスロケーションシステムでは、リアルタイムでのバス運行情報がスマートフォン等
で把握でき、バスの遅延に関する問合せが減っているほか、市内11か所にバスの運行情報を表示す
るデジタルサイネージを設置したことにより、利用者利便向上、待合環境の改善に寄与しているも
のと考える。

特 記 事 項

Ｒ３と同じ

Ｒ３と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

実証試験を行うに当たり、地域の課題を把握し解決に導くことが重要であるため、事業実施後の利用者ア
ンケート調査を実施する必要がある。事業の効果を見極め、効率的な事業展開と本格実施を検討する。
また、既存の公共交通と競合しないよう検討していく必要があるため、事業者との連携強化、協議を継続
する。

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ＭａａＳに関する情報収集を行っているが、地域
の現状や課題に合った実証試験の内容を検討する
必要がある。

公共交通事業者や利用者の意見等を踏まえた協
議を丁寧に行っていく。

実証試験の内容及び対象エリア等の検討
実証試験について、利用者の声、現在の市内路
線バスの運行状況を踏まえ、路線再編の支線に
あたる地域での実施を検討した。

Ｒ３と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
15 ＩＣＴを活用した新たなモビリティサービスの検討 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

16 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№7 窓口の利便性向上に向けた取組

実 践 項 目 住民異動等におけるタブレット端末の活用
担 当 部 署 （民）窓口サービス課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度
先進自治体の
調査、活用検
討

工
程
ど
お
り

検討結果に
よる

工
程
見
直
し

⇒ ⇒ ⇒

本市におけ
る活用可能
性の調査

Ｒ
３

先進自治体への視察 (継)コロナ禍により先進自治体への視察は中止

自治体デジタル・トランスフォーメーション
（ＤＸ）推進計画による影響調査

(新)国の新計画における本市の対応の確認
(新)現段階でのシステムの仕様の確認等

本市における活用方法検討 (継)改めて導入規模や活用用途、環境設定手法につ
いて検討し、本市における効率的な運用を費用対効
果も含めて検討していくことを決定した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体の活用状況調査 (新)住基連動運用を行っているケースや、タブレッ
トのみ独自運用し、住基システムへの入力は別途
行っているもの等、様々な運用があることがわかっ

本市における活用方法検討 (新)システムベンダーに確認を行ったところ、今後
運用を検討している自治体があることがわかった。
機能確認を含めてデモを開催した。

先進自治体への視察 (新)コロナ禍により先進自治体への視察は中止

Ｒ
５

検討結果による

Ｒ
４

先進自治体への視察

自治体デジタル・トランスフォーメーション
（ＤＸ）推進計画による影響調査

本市における活用方法検討

令和 年 月取組終了取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑩と同じ

- - タブレットから住基システムにデータ連携を行う手法を確
認した。

【評価の理由】

-

効 率 性 ２ ２ - -

連 携 度 ２ ２ - -
業務効率化を視野に入れた導入可能性の検討中。データに
よる入出力が可能になれば、業務効率化される可能性が高
い。ただし、システム改修が必要となる。

国の新計画で、電子データを住基システムに取り込む運用
が想定されていることを仕様書で確認した。

導入手法によりペーパーレス化、ＲＰＡの活用等、様々な
取組と連動させることで、効率的な運用が見込める。

総合評価 B B
創 造 性 ３ ３ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ １ -

-

昨年同様、二重投資とならないよう留意し、市民の利便性
や業務効率の向上となるように取り組んでいく。
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№7

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
16 住民異動等におけるタブレット端末の活用 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

導入手法次第では、データ入力業務の増加等、窓
口業務の負荷が増加することが判明した。メリッ
トデメリットのバランス調整が必要であり、既存
住基システムとの連動や住基受付窓口数の増設等
を含めた導入手法検討が必要になる。

バランスの取れた運用が実現できるように、先
進自治体への視察や調査・情報収集等を継続す
る。

・Ｒ２と同じ
・早期導入が望ましいところであるが、Ｒ７年度
中にデジタル・ガバメント実行計画によって住基
システムの仕様が変更される見込みとなった。

・住基システムの仕様決定を注視しつつ、導入
方法及び運用手法を検討していく。

検討結果による

国で進めているデジタル・ガバメント実行計画の影響により、少なくともＲ７年度中に住基システ
ムの変更が確実に行われることが判明。導入にあたっては、二重投資とならないように留意しなが
ら、引き続き導入手法等について検討していく必要がある。

【上記のうち、特記すべき事項】

住基システムへのデータ連携方法がタブレット等の機器選定、導入後の運用方法を決定する大きな要素と
なることから、住基システムの変更に係る仕様を注視する必要がある。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

番号発券機との連動にこだわらず、迅速に他の手法を検討
実施できたと考える。

17 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№7 窓口の利便性向上に向けた取組

実 践 項 目 窓口の混雑状況に関する市民周知
担 当 部 署 （民）窓口サービス課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

周知方法の検
討・実施

工
程
ど
お
り

工
程
見
直
し⇒

Ｒ
３

混雑状況の周知方法の検討・実施 (継)カレンダーの表示を１か月のみの記載だったも
のを２か月の記載にするなど利便性の向上を図っ
た。
(新)混雑状況のオンライン配信について番号発券機
メーカーと協議し、導入コストが多大である点や待
ち人数等の表示形式が不明瞭で市民に誤解を招く恐
れがあることから配信については実施しないことと
した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

混雑状況の周知方法の検討・実施 (新)番号発券機システムとの連動方式とは別の手法
を検討し、混雑予想カレンダーをホームページに掲
載した。Ｒ２年３月分から試行的に開始し、課内協
議による改善を加えて同４月から本格稼働した。一
定程度は窓口の混雑状況解消に寄与している。

Ｒ
５

検討結果による

Ｒ
４

②と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

-
【評価の理由】

混雑予想カレンダーをホームページ掲載の外、公式LINEア
プリで配信した。

既存資源で対応しており、市民サービス向上に寄与してい
ると考える。

-
２ - -

連 携 度 ２ ２ - -
-

総合評価 Ａ B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ２ -

-
当課における混雑予想のみを掲載している。

効 率 性 ３

迅速に対応できており、人件費のみで実施できていること
は評価されるものと考える。

35



№7

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
17 窓口の混雑状況に関する市民周知 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

今後、オンライン手続が推進された場合、窓口の
混雑状況とは関係なく入力等のバックヤード処理
の混雑が想定され、窓口でのバックヤード処理に
影響する可能性がある。

バックヤードでのシステム処理の煩雑さが極力
発生しないようにシステム構築する必要があ
り、オンライン手続に係る国やシステムベン
ダーの動向を注視していく。

現行の各種導入システムにおいて、リアルタイム
での窓口混雑状況の把握が難しいことが判明。他
に可能な周知方法を費用対効果も含めて検証して
いく必要がある。

番号発券機メーカーや住基システム事業者から
情報収集を行い、他の手法についても検討して
いく。

Ｒ３と同じ

窓口の混雑緩和策として、ＬＩＮＥ公式アプリを活用した周知を行うなど、実施可能なものについ
ては、順次実施し、市民の利便性向上を図っている。Ｒ７年度に予定している住基システムの更新
も見据えながら、混雑緩和のための実施手法を検討する必要がある。

Ｒ３と同じ

Ｒ３と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

オンライン手続の取扱いについては、混雑状況の市民周知とは切り離して別途対応を検討していくことと
した。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

庁内外との連携について成果が得られた。

18 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№7 窓口の利便性向上に向けた取組

実 践 項 目 ふくし総合相談窓口機能の充実
担 当 部 署 （福）総合福祉課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、相談窓
口の検討

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

総合相談窓口
の設置

総合相談窓口
の充実

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

高齢者・障がい者、生活困窮者等の属性を超
えた複合的な課題に包括的・一元的に対応す
る窓口機能を検討する。

(新)福祉部で生活困窮を基軸に障がい者、権利擁護
の相談機能を統合する検討を行った。新型コロナウ
イルス感染症の影響により先進自治体の視察は中止
した。

北海道医療大学先端研究推進センターが実施
したＲ２年度厚生労働省社会福祉推進事業に
関連する調査研究事業で、本市での窓口間の
効果的連携方策や体制整備のあり方について
研究し、ふくしのワンストップ総合相談窓口
の形態を検討する。

(新)おおむね工程どおり実施した。包括的支援体制
整備を目指すことへの理解を深め、関係機関と認識
を共有することができた。

Ｒ
５

Ｒ
３

適切な支援機関へのつなぎ等の支援調整、窓
口の体制及び業務範囲等を検討する。

(新)本年度から庁内関係部署連携会議の参集範囲を
拡大し、会議の構造を充実させることで、庁内の連
携強化を図る体制づくりを進めることができた。
※　連携会議（代表者会議）の開催、実務者会議
（２回）、個別ケース連絡会（11回）

各相談支援機関間の情報共有、学び合いの仕
組みづくり等を検討する。

(新)Ｒ３年度厚生労働省社会福祉事業「重層的支援
体制整備事業の促進に向けた自治体内の体制整備の
ためのコンサルティング事業」の研究対象として取
組を継続中
(新)各自治体との意見交換と相談員等研修を開催し
た（９月～Ｒ４年３月）。

- -
【評価の理由】

もとより設置されていた「ふくし総合相談窓口」を充実し
た取組とすることを周知することができた。

Ｒ
４

ふくし総合相談窓口の機能強化を図る。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ３ ３ - -

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-

庁内関係部署のつなぎ先一覧の作成や、包括的支援体制の
研修会を実施できた。

厚生労働省のコンサルティング事業による成果が得られ
た。

-

総合窓口体制の充実に着手できた。
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№7

年度

Ｒ２

Ｒ３

【行政創革プラン進捗状況シート②】
18 ふくし総合相談窓口機能の充実 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

総合相談窓口と支援関係機関間の役割分担。
相談員の人員の確保。

庁内関係部署、各種支援機関と情報共有・学び
合いの場となる研修会を開催。
相談員募集を継続。

総合相談窓口の周知不足により、庁内外から支援
につながるのに時間を要する場合がある。相談に
つながった場合でも、相談員の人員が確保できて
いないため、十分な支援体制が取れていない。

・庁内関係部署の連携会議を活用して情報共有
やケース検討、研修会等を開催し、必要に応じ
て庁外の支援機関にも参加を求め、総合相談窓
口と各支援機関との連携を充実させる。
・相談内容ごとのつなぎ先一覧を作成し、庁内
外に周知し活用を促す。

Ｒ３年度厚生労働省社会福祉事業「重層的支援体制整備事業の促進に向けた自治体内の体制整備の
ためのコンサルティング事業」の研究対象と、Ｒ４年度の体制づくりに向けた取組の足がかりとし
て、まずは庁内での現状認識と課題の共有を図ることができた。

【上記のうち、特記すべき事項】

ふくしの総合相談窓口を受ける担当職員と、直営の生活困窮者自立相談機関の相談支援員が同一の人員体
制となっており、相談支援に対応する職員の人員不足が一番の課題である。また、窓口の設置に当たり、
プライバシーに配慮した相談室が少なく、多様なニーズのある相談者が安心して相談に来る環境づくりが
必要となる。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

納税方法の選択肢が増えたことで督促状等の発布件数の減
少につながっていると推測される。また、当初見込んでい
た利用率を上回っており、クレジット納付が有効活用され
ている。

総合評価 B B

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-

決済データの確認から入金処理までスムーズに処理するこ
とができている。

督促状等の発布件数が減少しておりコスト削減につながっ
ている。

-

令和 4 年 3 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ３ - -

Ｒ
３

利用率の向上に向け継続的な市民周知活動を
実施する。

(継)市民周知活動として公共施設や大型施設にクレ
ジットカード納付のＰＲ用ポスターを掲示（Ｒ３年
３月）
(継)外勤用の公用車にＰＲ用マグネットシートを貼
付（４月）
(継)市役所への来庁者向け周知として１階広告モニ
ターから市民周知を実施した。

口座振替希望者に対してクレジットカード納
付も利用可能である旨説明する。

(継)クレジットカード納付に関する説明を行った結
果、約80人が、口座振替からクレジットカード納付
に変更した。

（取組終了）

- -
【評価の理由】

当初の予定どおり導入することができた。

Ｒ
４

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

クレジットカード納付の導入に向けシステム
提供事業者及び関係部署と調整を行う。

(新)導入に向けシステム提供事業者及び関係部署と
調整を行った。

クレジットカード納付の導入に向けシステム
提供事業者と業務委託契約を交わす。

(新)システム提供事業者と業務委託契約を交わし
た。

クレジットカード納付の導入について、市民
周知を行う。

(新)ちらし・ポスター・看板・広報・ＨＰ等を活用
し、市民周知を行った。また、関係職員に対して使
用方法や概要説明等を行った。

Ｒ
５

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

クレジット
カード納付の
導入準備

工
程
ど
お
り

クレジット
カード納付
の導入

工
程
ど
お
り

取組終了

当初の利用率を上回っていることから、クレジット納付が
有効活用されている。

19 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№8 支払方法の多様化

実 践 項 目 市税のキャッシュレス化
担 当 部 署 （財）納税課

ＩＣＴ 人材育成
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№8

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

クレジットカード納付の導入により、督促状等の送付件数やコンビニ手数料が減少しており経費削
減につながっている。導入後は、初めて行う手続や操作方法に対する問い合わせがあったが、カー
ド会社からのポイント付与が好評である等、おおむね肯定的な意見があったことから、納税意欲の
促進につながっているものと実感している。

【上記のうち、特記すべき事項】

・市税等のクレジット納付に関する手数料は、ほとんどの自治体で納税者負担となっている。納税者から
問い合わせがあった際には、納税額のほか、手数料分もポイントとして付与されることを丁寧に説明する
必要があると考えている。
・クレジットカード納付導入後、都度払ではなく継続払に関する要望があったことから、Ｒ４年度におい
ても同様の問合せが予想される。問い合わせがあった際には、バーコードを読取らなければクレジット決
済できない仕様である旨を説明する必要がある。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

クレジット決済時の手数料負担（納税者）に関す
る問い合わせが予想される。

手数料分もポイント付与される旨を説明し、理
解を得る必要がある。

・Ｒ２と同じ
・クレジット納付に対する手続について、初めて
行う操作等に抵抗や不安があるとの問い合わせが
あった。
・都度払ではなく継続払を希望する要望があっ
た。

・Ｒ２と同じ
・操作方法自体は非常に簡単なため、問い合わ
せに対して説明を行うと滞りなく手続ができた
ほか、次回以降の納付が楽しみであるとの声が
あった。
・クレジットカード納付は、バーコードを読取
り決済を行うため、継続払いには対応不可であ
る旨説明し、理解を求めた。

・操作方法に関する問い合わせの他に都度払では
なく継続払への対応要望が予想される。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
19 市税のキャッシュレス化 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

20 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№8 支払方法の多様化

実 践 項 目 証明発行手数料等のキャッシュレス化
担 当 部 署 （民）窓口サービス課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、実施検
討

工
程
見
直
し

⇒ 工
程
見
直
し

キャッシュレ
ス化の実施

導入手法の決
定

事業実施

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体の調査 (新)先進自治体の視察を想定していたが、コロナ禍
である状況を勘案して各自治体のホームページ等の
確認のみとし、道内実施自治体を把握した。

実施方法の決定 (新)既設置レジスターとの連動性を確認できたこと
から、キャッシュレス決済導入後の作業を考慮し、
既存のものを活用して導入することとした。

Ｒ
５

検討結果による

Ｒ
３

先進自治体の利用状況調査を実施し、キャッ
シュレス決済事業者を選定

(継)道内自治体（釧路・芦別）に調査を実施
(新)キャッシュレス決済事業者を６社選定し、委託
契約を締結

窓口業務受託事業者への説明及び業務フロー
構築

(新)業務及び調定のフローの作成及び提供

Ｒ３年10月頃、事業実施予定 (新)Ｒ３年10月11日からキャッシュレス決済を開始
（Ｒ３年10月～Ｒ４年２月まで計2,408件の利用）
(新)Ｒ４年度以降、利用者アンケートを実施予定

- - 当初工程より前倒しで事業開始

【評価の理由】

Ｒ
４

事業開始後の利用状況確認

証明取扱所への拡充検討

公金取扱部署への情報提供

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑨と同じ

-
効 率 性 ２ ３ - -
連 携 度 ２ ２ - -

近隣市町村での導入実績はなく、胆振管内では先行して取
り組んでいる。

総合評価 B Ａ
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３ -

- 予定どおり１年前倒ししての事業開始のため、検討時間の
削減が図られた。

当課レジスターのみ対応

事業開始により証明発行手数料の支払手法が多様化され、
市民の利便性が向上したものと考える。
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№8

年度

Ｒ２

Ｒ３

【行政創革プラン進捗状況シート②】
20 証明発行手数料等のキャッシュレス化 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

・カード式の電子マネーの場合、本庁舎では
チャージ方法がない。
・出張所や証明取扱所、その他公金取扱部署への
拡充が求められる可能性がある。
・既設置レジスターとの連動性を重視した導入手
法を採用しているので、レジスター入替時には、
改めてキャッシュレス決済手法についても検討す
る必要がある。

情報収集を行い対応を検討していく。
公金取扱部署への情報共有を実施していく。
レジスター入替時の懸案として引き継いでい
く。

・普及率等を調査し、新たな決済事業者の追加を
検討していく必要がある。

・普及率等についての情報収集の実施
・キャッシュレス決済とりまとめ事業者との情
報共有を適宜行う。
・利用者を対象とした利用状況調査の実施

Ｒ３年10月からサービスを開始した。今後は、利用者アンケート等を活用してキャッシュレス決済
事業者の追加等の検討を実施し、市民サービスの向上を図っていく。

【上記のうち、特記すべき事項】

キャッシュレス決済の拡充については、本庁での利用状況調査を実施して検討していく必要がある。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
取組予定どおり進行し、クレジットカード納付を導入し
た。総合評価 B B

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-
今年度は他課との連携が必要な取組はなかった。

効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ３ ２ - -

- -
【評価の理由】

システム改修、契約締結等を工程どおり進行し、クレジッ
トカード支払の導入を実現した。

システム改修等の進行管理を徹底し、可能な限り早い時期
に本番運用を開始した。

-

令和 4 年 3 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

決済代行事業者・収納代行事業者の選定及び
決定

(新)決済代行事業者・収納代行事業者を決定した
（契約はＲ３年度）。

決済代行事業者・システムベンダーと業務内
容を協議、収納代行事業者と手数料等を交渉

(新)業務仕様書を作成した。手数料率については目
標の料率の範囲内で内定した。

「上下水道料金のクレジットカード支払の導
入事業」ほか関連費用をＲ３年度予算に計上

(新)「上下水道料金のクレジットカード支払の導入
事業」は情報化推進委員会で承認された。

Ｒ
５

Ｒ
４

Ｒ
３

上下水道料金システム改修 (新)システム改修作業を完了した。

決済代行事業者・収納代行事業者と契約締結 (新)決済代行事業者及び収納代行事業者と契約を締
結した。

クレジットカード納付の導入

（取組終了）

(新)広報とまこまい、ＨＰ、ＬＩＮＥ等で周知する
とともに、利用申請ＷＥＢサイトを開設した。
(新)Ｒ３年12月からクレジットカード会社に請求を
開始した。

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

クレジット
カード納付の
導入準備

工
程
ど
お
り

クレジット
カード納付
の導入

工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

取組終了

ＨＰのＱ＆Ａや検針票のＱＲコード等、利用者にわかりや
すいよう工夫した。また通知はがきの共通化を図った。

21 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№8 支払方法の多様化

実 践 項 目 水道料金のキャッシュレス化
担 当 部 署 （水）営業課

ＩＣＴ 人材育成
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№8

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ３年12月に導入したクレジットカード納付は、セキュリティ及び個人情報保護の観点から、本市
水道事業がカード情報を保持する必要がない仕組みとしている。希望者が決済代行事業者の運営す
るＷＥＢサイトで直接利用申請する仕組みとしており、パソコン・スマートフォン等で24時間申込
が可能である。
※　利用申請件数　2,688件（Ｒ３年10月１日～Ｒ４年３月31日）

【上記のうち、特記すべき事項】

関係事業者と連携を密にし進行管理を徹底した。利用申請ＷＥＢサイトの開設、本番環境の運用開始等導
入スケジュールどおりに取組を進め、クレジットカード納付の導入を実現した。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

Ｒ３年度に実施するシステム改修を計画どおり遅
滞なく完了させる必要がある。

関係事業者（特にシステムベンダー）と連絡を
密にし進捗状況の確認や進行管理を徹底してい
る。

システム改修を計画どおり完了し、Ｒ３年度中の
クレジットカード納付の導入を実現する。

システム改修等の進行管理を徹底し、フィール
ドテストを経て（Ｒ３年10月～12月/３回実
施）クレジットカード納付を導入した。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
21 水道料金のキャッシュレス化 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
今後、更に平時利用や戸別受信機の配布を進め、効果的な
情報発信を行う必要がある。

平時利用についてはまだ一部の部署・町内会しか活用して
おらず、更に取組を進める必要がある。

関係部局や町内会の協力を得て、平時利用に取り組んだ。

市民にとって利便性の高い情報を発信できるよう、関係部
局と調整し、本市独自の発信基準を策定した。

総合評価 Ａ Ａ
創 造 性 ３ ３ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ３ ３ - -

- - 関係部局と調整し、当初の工程どおり実施した。

【評価の理由】

-

Ｒ
４

屋外スピーカーの平時利用を含めた運用

④と同じ

戸別受信機による放送内容を拡大する。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑥と同じ

④と同じ

Ｒ
３

・屋外スピーカーの平時利用を含めた運用
・屋外スピーカーの音質改善

(新)平時運用を開始し、町内会に個別説明を実施し
た。
(新)試験放送やアンケート調査を基に、チャイム音
や音量などの改善を行った。

戸別受信機配付の継続 (継)申請を随時受付し、配布を継続した(約200台)

戸別受信機による放送内容の拡大検討 (新)情報発信の強化と利便性向上のため、戸別受信
機による放送内容の拡大を検討し、Ｒ４年４月から
気象警報、警報予告、行政放送を新たに放送する。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

市内全域へ屋外スピーカーを拡充整備 (新)市内に158基の屋外スピーカー等を設置したこと
により、全市民への避難情報伝達が可能となった。
特に携帯電話を持たない市民には効果大である。

戸別受信機配布 (新)Ｒ２年度に申請のあった約2,800台について予定
どおり配布した。

Ｒ
５

⑥と同じ

④と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度
屋外スピー
カーの整備、
戸別受信機配
布

工
程
ど
お
り

新たな防災
行政無線の
運用

工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№9 市民の安全安心に関する取組

実 践 項 目 危機管理に関する情報発信の強化
担 当 部 署 （民）危機管理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

22 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№9

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

平時利用や屋外スピーカーの音質改善、戸別受信機による放送内容の拡大等に取り組み、防災行政
無線に関する情報をまとめた周知文書を全戸に配布し、改めて周知を図った。
防災行政無線に対して、市民が期待・信用を寄せていることを取組を通じて再認識できたため、今
後も確実に情報を伝えることができるよう、情報発信の強化に努める。

Ｒ３と同じ

Ｒ３と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

災害時に逃げ遅れの可能性のある避難行動要支援者に対し、戸別受信機を無償で貸与している。要支援者
にとって戸別受信機は重要な情報取得ツールとなり得ることから、改めて対象者に周知するとともに、戸
別受信機による発信内容の検討を重ね、情報発信の強化を図る。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

平時利用の拡大
全庁的に機能の周知を図り、利用拡大を模索す
る場を設ける。

平時利用の拡大、戸別受信機の貸与促進
関係部局や町内会と調整を図り、利用拡大を図
る。また、避難行動要支援者に個別に周知する
など、戸別受信機の貸与を促進する。

Ｒ３と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
22 危機管理に関する情報発信の強化 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

23 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№9 市民の安全安心に関する取組

実 践 項 目 救急車適正利用の推進
担 当 部 署 （消）総務課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

市民周知の検
討・実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

市民周知の検討・実施 (新)普通、一般救命講習の実施（年10回）
(新)応急手当普及員養成講座の開催（年１回）
(新)出場件数・動向の分析を行った。

Ｒ
５

①と同じ

③と同じ

③と同じ

Ｒ
３

①と同じ (継)普通、一般救命講習の実施（年37回）
(継)応急手当普及員再講習の開催（年１回）
(継)出場件数・動向の分析を行った。
(継)予防救急の重要性に関するリーフレット配布及
びポスター掲示等の市民周知を行った。

＃7119の調査・研究 (新)札幌市のデータでは＃7119導入後、軽症者の割
合が減少していることを確認した。
(新)＃7119の導入については、総務省検討会から都
道府県単位が中心となることができるとの答申を確
認した。今後は、苫小牧市として北海道の動向を注
視し、導入した場合の費用対効果についても引き続
き調査・研究を行う。

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

①と同じ

③と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

-
効 率 性 ３ ２ - -
連 携 度 ２ ２ - -

コロナ禍における講習会・講座の在り方が定着してきてお
り、普通救命講習会のe-ラーニングの受講者は前年比で倍
増している。

総合評価 B B

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 軽症の割合が増加に転じ、Ｒ元年と同程度の数値となっ
た。

取組に関する周知、調査等について、消防団への協力依頼
や道担当課に進捗状況の確認を行った。

コロナ禍前の出場件数に戻ってきているため、視点を変え
た取り組みが必要となる。
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№9

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
23 救急車適正利用の推進 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

コロナ禍で出場内容の分析や見極めが難しい。
新型コロナウィルス感染症が終息することで出
場内容の分析が可能になるが、現状の感染症の
状況を踏まえた分析方法についても研究が必要

・Ｒ２と同じ
・適正利用の広報に工夫が必要
・＃7119の課題の精査

・出場内容の分析を継続して行っている。
・応急手当普及員、救急協力者に対する消防長
表彰を行い、新聞記事で広報を実施した。
・♯7119については、国及び北海道からの情報
収集を継続している。

・Ｒ３と同じ
・普通救命講習会の需要が大きい為、感染対策を
行い予定どおりの実施が必要

救急件数がＲ元年比で335件減（△４％）となっているが、Ｒ２年比では590件増（7.8％）との結
果が出た。市内の新型コロナウイルス感染者数は昨年と比較して増加しているものの、保健所との
連携ができていることもあり、新型コロナウイルス感染者の救急搬送は特筆すべきほど件数は多く
なかったが、外出する機会が増えたことも救急件数が増加した理由とも考えられる。
Ｒ３年６月に市民の適切な応急手当により心肺停止傷病者の社会復帰例があり、救命講習の重要性
が認識できた。より多くの市民に救命講習の重要性を理解してもらえるよう、応急手当に携わった
方々と応急手当普及員に対し消防長表彰を行った。
＃7119を含む相談窓口の存在が適正利用につながり、救急件数が減少することになるか見極めるた
め、スマートフォンアプリ「Ｑ助」の更なる周知を進め、検証を行う。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

４月から翌年２月までの11か月間の救急件数について、Ｈ31年度からＲ３年度までの３か年を比較した結
果、Ｒ２年度には減少傾向がみられたが、Ｒ３年度には新型コロナウイルス感染症の拡大前と同程度の件
数になった。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
外国人や障がい者からの119番通報や救急現場において迅
速に対応できるように準備はできている。

総務省消防庁の導入推進のもと取り組んでいるところであ
り、円滑な対応につながると考える。

市ホームページ、Facebookに掲載した。

総務省消防庁からの指導に対応できている。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ２ - -

- - 継続して運用中

【評価の理由】

-

Ｒ
４

④と同じ

庁内の関係部署や関係団体と協力したＮＥＴ
119の周知及び効果の検証

⑥と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

④と同じ

⑧と同じ

⑥と同じ

Ｒ
３

多言語サービスについての効果の検証 (継)継続して運用中（Ｒ３年度利用実績なし）

庁内の関係部署や関係団体と協力したＮＥＴ
119の周知

(継)新規登録２件：合計登録数７件（３月１５日現
在で利用実績なし）

ボイストラについて効果の検証 (継)１回使用した（ベトナム語）。保健所からの指
示を本人に正確に伝達できた。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

多言語通訳サービスを導入し運用を開始す
る。

(新)予定どおり運用を開始した。

ＮＥＴ119を導入し、運用を開始する。 (新)予定どおり運用を開始した。

各救急隊に導入したスマートフォンに無料通
訳アプリ「ボイストラ」を導入し運用を開始
する。

(新)予定どおり運用を開始した。

Ｒ
５

④と同じ

⑧と同じ

⑥と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

多言語対応
サービス等の
導入、障がい
者対応システ
ムの導入

工
程
ど
お
り

サービス等
の運用、効
果検証

工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№9 市民の安全安心に関する取組

実 践 項 目 外国人及び聴覚・言語機能障がい者への対応力向上
担 当 部 署 （消）総務課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

24 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№9

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

ＮＥＴ119及びボイストラ導入により、聴覚・言語機能障がい者や外国人傷病者への対応及び多言
語通訳サービス導入（24時間365日、21か国語対応）により外国人からの通報に対してスムーズな
対応ができ、迅速に医療機関への搬送等を実施できる。

登録情報（メールアドレス等）の正確性確保

次期高機能指令システムに対する運用方法の検討

【上記のうち、特記すべき事項】

障がい者へのＮＥＴ119については、消防署指令課では障がい者や関係団体と連携が難しいため、庁内の
関係部署と協力して進めていきたい。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

外国人からの通報等の実績が少なく、具体的な活
用までには至っていない。

想定訓練等の実施

新たな障がい者の方へのＮＥＴ119の周知
関係部署と協力し、ホームページの紹介や紙媒
体を配布した。

新たな広報手段の検討

【行政創革プラン進捗状況シート②】
24 外国人及び聴覚・言語機能障がい者への対応力向上 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

25 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№10 町内会の活性化に向けた取組

実 践 項 目 -
担 当 部 署 （民）市民生活課

ＩＣＴ 人材育成

○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

町内会加入啓
発、町内会合
同事業促進補
助金などの検
討・実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒
補助金などの効
果検証、見直し
の検討

町内会合同事業促進補助金
などの見直し

Ｒ
３

新型コロナウイルス感染症の状況を注視し、
適切な時期にガイドブックの周知を実施、企
業及び不動産関係団体への協力依頼

(継)共同住宅の新築の際に、建築施工主に対して入
居者への町内会加入案内等を依頼し、町内会に対し
て施工者の建設概要等の情報提供を行った。

新型コロナウイルス感染症の状況を注視し、
適宜、町内会に町内会合同事業促進補助金の
周知・活用を促す。

(継)新型コロナウイルス感染症の影響により、各町
内会の活動が大幅に縮小されており、当該補助金の
活用実績はなかった。各町内会に対しては、定期総
会や役員会等の開催手法に関する助言を行った。ま
た、町内会活動再開への参考となるよう、他町内会
の活動を紹介する町内会向け広報紙を配付し、情報
提供を行った。

ＩＣＴを活用したオンライン化の取組支援 (新)町内会連合会がインターネット・ＳＮＳの活用
に関するアンケートを実施し、ＳＮＳを活用した研
修会や相談会の開催を希望する回答が多数あったこ
とから、町内会連合会とともに研修会等の次年度開
催に向けた準備を行った。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

町内会加入促進ガイドブックの改訂及び企業
及び不動産関係団体への協力依頼

(新)町内会加入促進ガイドブックの改訂は行った
が、新型コロナウイルス感染症の影響で、各町内会
の活動が大幅に縮小されたため、企業及び不動産関
係団体への協力依頼と合わせ、周知は見合わせた。

町内会合同事業促進補助金を活用した近隣町
内会との合同事業実施による町内会活性化

(新)新型コロナウイルス感染症の影響で、各町内会
の活動が大幅に縮小されており、当該補助金の活用
実績はなかった。

②と同じ (新)コロナ禍における定期総会、役員会等の開催手
法や事業内容についてアドバイスを行ったほか、各
種補助金についても、関係部署と連携し使用範囲を
拡大する等、柔軟に対応した。また、町内会活動再
開に向けた対策や事例紹介等の情報提供を行った。

Ｒ
４

④と同じ

⑤と同じ

⑥と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

- - 町内会活動が制限された中で、活動を行うための情報提供
や、ＳＮＳを活用した研修会の開催準備を行った。

【評価の理由】

-

効 率 性 ２ ２ - -

連 携 度 ３ ３ - -
加入促進や町内会との連携は継続的に取り組んでおり、コ
ロナ禍においても、町内会活動は一定程度継続されてい
る。

町内会連合会と連携し、可能な取組を実施した。

コロナ禍における町内会活動として、ＩＣＴを活用したオ
ンライン化の取組支援を開始する準備を行った。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-

町内会活動が制限される中で、一部当初工程どおりに事業
を実施できなかった。
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№10

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
25 - 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法
町内会活動が正常に行われていることを前提とし
ていることから、新型コロナウイルス感染症の収
束が見通せない状況での事業実施は困難であっ
た。

活動が制限された中での、再開に向けた確認事
項や新しい町内会の活動スタイルについて情報
提供を行った。

前年度に引き続き、新型コロナウイルスの収束が
見通せない状況であり、事業実施は困難であっ
た。また、新しい活動スタイルの構築に向け、町
内会での取組速度が異なることが想定される。

町内会活動が制限された中で、活動再開への参
考となることを目的として、各町内会の活動等
を紹介する町内会向け広報紙の配付を開始し
た。

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化し
ている中、各種取組を効果的に町内会活動の活性
化につなげていくための検討が必要となる。

新型コロナウイルス感染症の影響により、各町内会では感染症対策を行った上での活動について、
実施の判断を含めて対応に苦慮している現状にある。
町内会活動が制限される中で、他町内会の活動等について情報がほしいとの声が寄せられていたた
め、当初の予定にはなかった町内会向け広報紙を隔月で配付し、好評を得ている。
さらに、新たな町内会活動として、ＩＣＴを活用したオンライン化の取組支援の一つとなるＳＮＳ
に関する研修会を次年度に開催し、今後の更なる情報発信や町内会活動の活性化を促していく。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

町内会の規模・加入率・事業内容がそれぞれ異なっており、新しい活動スタイルをどのように確立してい
くかが、今後の課題である。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
公共施設等総合管理計画の見直しを行う等、工程表どおり
の取組を行うことができた。

個別施設計画を踏まえて、公共施設等総合管理計画の見直
しを行ったため。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 中長期的な計画であり、単年でコストや業務量に見合った
成果になる業務ではないため。

各施設所管課と適宜連携を行い、取り組むことができた。-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ３ ３ - -

Ｒ
４

①と同じ

公共施設カルテの更新

公共施設独自点検の実施

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

(新)計画を見直し、【改訂版】を策定した。

①と同じ (継)各年度末におけるＲ８年度の縮減率（見込）
【目標】Ｒ８年度において３％縮減
≪Ｒ３≫1.9％（用途廃止施設含む：4.0％）

②と同じ (継)公共施設マネジメントシステムの運用を開始し
て、決算や点検等のデータを入力・管理している。

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

Ｒ８年度における公共施設（建築系施設）の
延床面積の縮減率の見込を把握する。

(新)各年度末におけるＲ８年度の縮減率（見込）
【目標】Ｒ８年度において２％縮減
《Ｒ元》1.7％（用途廃止施設含む:4.3%）
《Ｒ２》1.9％（用途廃止施設含む:4.4%）

公共施設情報のデータの一元化 (新)公共施設カルテや点検記録等の一元管理を目指
して、Ｒ３年度中にシステムによる管理を開始す
る。

個別施設計画の策定 (新)公共施設等総合管理計画の対象である施設の個
別施設計画が、Ｒ２年度末までに策定される見込で
ある。

Ｒ
５

①と同じ

⑧と同じ

⑨と同じ

⑧と同じ

⑨と同じ

Ｒ
３

公共施設等総合管理計画の見直し

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

総合管理計画
の推進、個別
施設計画策定

工
程
ど
お
り

総合管理計
画の推進・
改訂

工
程
ど
お
り

総合管理計画
の推進

⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 公共施設等総合管理計画の推進
担 当 部 署 （財）管財課、各担当部署

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

26 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

個別施設計画等を踏まえて、公共施設等総合管理計画を見直した。
見直し内容も踏まえて計画を推進することで、公共施設の更新・統廃合・長寿命化等を計画的に行
い、延床面積の縮減及び維持管理更新経費等の抑制を目指している。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

・公共施設等総合管理計画及び個別施設計画の推進を通じて、施設の維持管理の考え方を事後保全から予
防保全へ転換し、費用を抑制しつつ、安全性と利便性を確保すること。
・公共施設等総合管理計画の推進を通じて、Ｒ８年度までに延床面積を３％縮減すること。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

全ての施設に個別施設計画を策定する。
・進捗状況の確認
・施設所管課と策定に向けた意見交換の実施

個別施設計画を踏まえて、公共施設等総合管理計
画を見直す。

・施設所管課と見直しに向けた意見交換の実施
・計画見直しの実施

どのようにして公共施設等総合管理計画を推進し
ていくか。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
26 公共施設等総合管理計画の推進 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
分譲地を含む未利用地の売却促進や貸付条件の検討を行う
ことで財源確保や資産の有効活用につなげることができ
た。

個々に応じた条件等の検討をすることで売却及び貸付につ
なげることができた。

総合評価 Ａ Ａ

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 売却及び貸付について、ともに当初予算額を上回ることが
できた。特に売却については当初予算額1.9億円に対し、３
億円を超える収入となった。

分譲地を含む未利用地の利用を検討する中で、各関係部署
と協議を行った。-

効 率 性 ３ ３ - -

連 携 度 ３ ３ - -

Ｒ
４

①と同じ

②と同じ

③と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

(継)分譲地に限らず、未利用地に関しても積極的に
要望や条件等を各関係部署と整理しながら売却を促
進することができた（365,947千円）。

②と同じ (継)個々の案件に応じた条件等を検討しながら、貸
付を行った（46,724千円）。

③と同じ (継)ＨＰ、分譲パンフレットのデザイン更新、分譲
価格改定時に民間不動産事業者に分譲パンフレット
を送付した。
(継)ＨＰ上での未利用地公開を継続した。

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

分譲地を含む未利用地の売却促進 (新)要望や条件等について、各関係部署と協議を行
いながら検討し、売却を促進することができた
(324,102千円)。

貸付に係る条件の見直し (新)個々の案件に応じた条件等を検討しながら、貸
付けを行った(45,935千円)。

ＰＲ方法等、情報発信についての検討 (新)ＨＰ・分譲パンフレットのデザイン更新に着手
(新)ＨＰ上での未利用地公開を継続した。
(新)分譲価格改定に合わせた民間不動産事業者への
分譲パンフレットの送付を検討（Ｒ３改定時送
付）。

Ｒ
５

①と同じ

②と同じ

③と同じ

②と同じ

③と同じ

Ｒ
３

①と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

未利用地の売
却、有効活用
の検討・実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 公有財産の売却促進及び有効活用
担 当 部 署 （財）管財課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

27 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

前年度同様ＨＰ上で未分譲地の公開を行ってきたことに加えて、分譲価格改定時に民間不動産事業
者へ分譲パンフレットを送付したことにより、分譲地の問い合わせが増えた。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

　

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

比較的立地条件の良い土地は売却が進んでいるた
め、安定した財源確保のために、引き続き分譲地
を含む未利用地の売却促進に向けた取組や貸付条
件の見直しが必要。

要望に対しての検討や個々の案件に応じた条件
等の検討を行うことで、売却や貸付につなげる
ことができた。

Ｒ２と同じ

ＨＰの更新や民間不動産事業者に分譲パンフ
レットを送付する等、売却や貸付の要望に対応
できる環境を整え、個々の案件に応じた条件等
の検討を行った上で、売却や貸付につなげるこ
とができた。

Ｒ２と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
27 公有財産の売却促進及び有効活用 確 認 時 期 令和３年度末

56



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
廃止に向けた考え方を整理したが、引き続き、詳細につい
て課題の整理が必要。

検討段階であるため、コスト削減には至っていない。

関係部局と綿密な連携を図るまでには至らなかった。

検討段階であるため、創造性の創出には至っていない。

総合評価 Ｃ B
創 造 性 １ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ３ -

-効 率 性 １ １ - -
連 携 度 １ ２ - -

- - 廃止に向けた考え方を整理した。

【評価の理由】

-

Ｒ
４

これまでの検討を踏まえた施設の廃止

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ｒ
３

在り方や方向性を明確にし、廃止に向けた準
備を進める。

(継)市内の民間動物火葬場への聞き取りを実施する
とともに、動物愛護団体の意見も参考に、廃止に向
けて市民サービスの在り方を検討した。

先進自治体の事例研究の推進 (継)道内他市への調査を行い、各市の動物火葬場の
設置、廃止状況等を確認した。
・収集した事例を検証した上で、本市動物火葬場に
ついて、廃止の方向で検討した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

在り方の検討 (新)民間委託等の導入及び火葬料金の徴収等も検討
したが、施設の老朽化も進んでおり、廃止に向けた
検討を進めることとした。個別施設計画の策定。

先進自治体の事例研究 (新)既存の動物火葬場を廃止する方向にシフトした
ことから、先進自治体の事例研究を進めることがで
きなかった。

Ｒ
５

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、在り方
の検討

工
程
ど
お
り

在り方の検
討

工
程
見
直
し

方向性の明示

方向性の明
示

施設の廃止

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 動物火葬場の在り方の検討
担 当 部 署 （環）環境生活課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

28 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

民間火葬場や道内他市、動物愛護団体からの意見を参考に、市民サービスを担保しつつ、動物火葬
場の廃止に向けた具体的な工程等の検討作業を進めていくこととした。

【上記のうち、特記すべき事項】

Ｒ３年度の取組により、動物火葬場の在り方について廃止の方向で検討を進めることとした。
今後、工程の検討、関係者への報告や市民への周知方法などの課題に加え、市民サービスを低下させない
仕組みの構築が必要である。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

廃止も含めたあり方を検討する中で、市民サービ
スを低下させない仕組みをどのように構築するの
か。

先進事例等を参考にしながら課題を整理する。

廃止に向けた具体的な作業内容、工程の検討、関
係者への報告、市民周知をどのように進めるか。

動物火葬場廃止に向けた考え方を整理し、Ｒ４
年度に議会関係者への報告、市民周知等を図
る。

当該施設廃止に伴い市民サービスを低下させない
仕組みの実行

【行政創革プラン進捗状況シート②】
28 動物火葬場の在り方の検討 確 認 時 期 令和３年度末

58



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

29 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 市立保育園の効率的な運営に向けた取組
担 当 部 署 （健）こども育成課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

みその・しみ
ず新園舎建設
など

工
程
ど
お
り

みその・し
みず統合、
ひまわり民
間移譲

工
程
ど
お
り

いとい北新園
舎設計

いとい北新園舎
建設

いとい北新園舎開園

新保育所整備
計画の見直し

Ｒ
３

みその保育園新園舎開園 (新)Ｒ３年４月に新園舎を開園した。

ひまわり保育園移譲完了
ひまわり保育園園舎解体

(新)Ｒ３年４月に民間移譲を行い、Ｒ４年２月に解
体工事を完了した。

いとい北保育園の改修の基本プランの検討 (新)Ｒ４年３月まで内部で基本プランについて検討
したが、プラン策定までには至っていない。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

みその保育園新園舎建設 (新)Ｒ２年10月に工事完了

ひまわり保育園の移譲先園舎改修 (新)Ｒ３年３月に工事完了

ひまわり保育園園舎解体設計 (新)Ｒ２年11月に設計業務完了

Ｒ
５

いとい北保育園の新園舎建設

いとい北保育園の保護者説明会開催

Ｒ
４

いとい北保育園の改修の基本プランの検討

新保育所整備計画の見直し

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

いとい北保育園新園舎開園

- - おおむねスケジュールどおり進行しているが、次の改修プ
ランの策定に遅れが生じている。

【評価の理由】

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ３ ２ - -

２園統合及び民間移譲によって、コスト削減の効果が得ら
れた。

工事担当や学校関係部門や関係機関、地域住民との日程調
整等がスムーズに行われた。

保育園２園統合と民間移譲の完了により、施設管理数の削
減を図ることができた。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-

引き続き、保育施設の適正配置と効率的な運営に取り組
む。
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

【行政創革プラン進捗状況シート②】
29 市立保育園の効率的な運営に向けた取組 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

いとい北保育園改修にあたっての施設規模
保育需要や待機児童の状況を踏まえ、適正規模
を見定めてプランを作成する。

いとい北保育園改修にあたっての施設規模
保育需要の増加と、待機児童の解消が進んでい
ない状況を踏まえ、適正規模の見定めについて
慎重に判断しなければならない。

保育園統合・民間移譲を終えたため、今後はニーズや社会情勢の変化にも対応できるよう、施設の
長寿命化に取り組んでいく。

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

30 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 公園の維持管理手法の在り方の検討
担 当 部 署 （都）緑地公園課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、在り方
の検討

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

方向性の明示

Ｒ
３

②と同じ (新)現状の公園維持管理の手法と、試案した公園維
持管理手法との比較検討を行ったが、現状と比較し
て維持管理費用や実現性等の課題があった。取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体へのアンケート調査の実施 (新)先進自治体にアンケート調査を実施した結果、
公園の管理について８都市中５都市が全公園に、２
都市は一部に指定管理制度を導入しており、１都市
については指定管理制度が未導入だった。

アンケート調査を基に公園維持管理手法の検
討

(新)アンケート調査を基に公園維持管理手法につい
て試案した。

Ｒ
５

Ｒ
４

公園維持管理手法の方向性を明示する。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ２ - -

現状の維持管理の手法と、試案した維持管理の手法の比較
検討を行った。

他部署との連携は想定していない。

維持管理の手法と試案の比較検討を行った。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-

現状の維持管理の手法と、試案した維持管理の手法の比較
検討を行った。
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
30 公園の維持管理手法の在り方の検討 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

民間活力の活用も含めた具体的な手法の検討及び
効果額の算出

試案に対して、具体的な維持管理費用の算出

試案を踏まえて、今後の維持管理手法の検討が必
要

維持管理費用や実現性等の課題について、引き
続き検討を行う。

Ｒ３と同じ

費用や実現性等の課題について、本市の現状に即した具体的な維持管理手法を検討する。

【上記のうち、特記すべき事項】

苫小牧市の現状に即した具体的な維持管理手法・費用の検討

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
住宅整備については、当初計画のとおり事業を実施した
が、借上型住宅制度については引き続き検討する。

借上型住宅制度の検討する中で、財政効果を見出す。

建築部門との連携して事業を実施した。

整備計画に基づいた内容で実施した。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ２ - -

- - 当初計画のとおり事業を実施した。
借上型住宅制度については引き続き検討する。

【評価の理由】

-

Ｒ
４

①と同じ

②と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

Ｒ
３

①と同じ (継)新築２棟（うち１棟はＲ４年度完成予定）、改
修１棟、解体６棟を実施

②と同じ (継)対象地区で借上げが必要となる住宅戸数等を精
査する中で、制度の必要性を検討した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

苫小牧市営住宅整備計画に基づく、住宅の建
設、改修、解体工事の実施

(新)苫小牧市営住宅整備計画に基づく、新築住宅の
建設、改修、解体の設計を行った。
（新築完成１棟、新築着工１棟、大規模改修工事４
棟、解体設計６棟）
苫小牧市営住宅整備計画を実施計画と位置付けてい
る「苫小牧市営住宅等長寿命化計画」を策定した。

借上型住宅制度の検討 (新)民間住宅の借上げによる住宅供給制度を検討し
たが、対象地区の事業実施の計画がＲ３年度からＲ
５年度に変更となったことから、引き続き検討を進
める。

Ｒ
５

①と同じ

借上型住宅制度の導入

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

整備計画の推
進、借上型住
宅制度の設計

工
程
ど
お
り

整備計画の
推進、借上
型住宅事業
者募集

工
程
見
直
し

⇒
整備計画の推
進、借上型住宅
制度の導入

整備計画の推進

整備計画の
推進、借上
型住宅制度
の設計

⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 市営住宅整備計画の推進と借上型市営住宅制度の導入
担 当 部 署 （都）住宅課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

31 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

市営住宅整備計画の推進については、おおむね計画どおりの実施状況にあり、管理戸数は現状の
7,069戸から6,913戸へと、Ｒ３年度内に156戸を削減した。

【上記のうち、特記すべき事項】

　

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

実施予定時期が変更となったことにより、借上予
定戸数が年々減少しているため、制度の必要性に
ついては慎重な判断が必要となる。

借上型市営住宅制度については、対象地区住宅
の入居状況を適宜把握し、制度実施に伴う経費
等のシミュレーションを行う。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
31 市営住宅整備計画の推進と借上型市営住宅制度の導入 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

32 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 小中学校規模適正化の取組
担 当 部 署 （教）総務企画課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

地域プランの
推進、基本方
針改訂等の検
討

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

規模適正化地域プラン（Ｈ26年策定）の実施 (新)計画どおり事業を実施し、規模適正化を推進し
た（明徳・錦岡小の統合、苫小牧東小学校の移転改
築）。

苫小牧東小学校・若草小学校の校区見直しの
検討

(新)東小・若草小に対して校区についてのアンケー
ト調査を実施し、保護者の意向を確認した上で、末
広町校区変更についての素案をＲ３年３月の教育委
員会で示した。

明徳小学校・錦岡小学校の統合を検証 (新)アンケート調査を実施した結果、コロナ感染症
の影響もあり統廃合の十分な効果を実感できていな
い等、課題が浮き彫りになったため、引き続き学校
への支援を行うとともに、規模適正化の検討の参考
とした。

Ｒ
５

⑧と同じ

⑨と同じ

⑨と同じ

Ｒ
３

苫小牧東小学校・若草小学校の校区見直し実
施

(継)末広町地区の校区をＲ４年度から苫小牧東小学
校に変更した。また、転校を希望しない児童に対し
ては、若草小学校に残ることができるよう措置し
た。

現状分析と課題の洗い出し (新)学校規模適正化「現状と課題」をＲ３年12月に
作成し、今後の方向性を示した。

検討スケジュール作成 (新)同上

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

植苗小中学校の義務教育学校化(地域プラン)

次期プランの策定の検討

地域・保護者意見の収集（勇払）

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑧と同じ

-
効 率 性 ３ ３ - -
連 携 度 ３ ３ - -

苫東小校区の見直しにあたり。在校生の希望を反映できる
制度設計にした。

総合評価 Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 関係機関との連携を密にし、効率的かつ計画的に取り組ん
だ。

学校やＰＴＡ役員、町内会と連携し進めた。

校区の見直しを行ったほか、今後の学校規模適正化の方向
性を示すことができた。
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
32 小中学校規模適正化の取組 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

新しい生活様式への適応、少人数学級の制度改正
等、統廃合への課題整理が必要となる。

アンケート等で地域や保護者の意見を収集し、
課題解決に向けた方向性を確認した。

Ｒ２と同じ
・適正な学校規模の維持と規模に応じた学校のあ
り方の検討が必要

末広町地区の校区変更を決定した。
また学校規模適正化「現状と課題」を作成し方
向性を検討した。

Ｒ３と同じ

Ｒ４年４月から末広町地区の校区を変更することとした。
学校規模適正化「現状と課題」を基に各地域の課題解決に向けて、学校や地域住民と協議を行う。

Ｒ３と同じ

Ｒ３と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

規模適正化の推進に当たっては、地域や保護者の意見を踏まえながら、児童生徒の安全で適正な学びの場
について検討する必要がある。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
包括的な民間委託により高い水準を維持したサービス提供
とコスト削減を行うことができる。

総合窓口との包括委託とすることにより、単独委託に比べ
て高い市民サービスの提供が期待できる。

総合評価 B Ａ
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ３ -

- 民間委託により行政運営の効率化を図ることができる。

委託への移行がスムーズに行えるよう、ＰＴ会議での協議
のほか、システム関係部局等とも綿密に協議を行った。-

効 率 性 ２ ３ - -

連 携 度 ３ ３ - -

Ｒ
４

委託事業者への引継ぎの実施

偽装請負への対策

委託開始

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

(新)プロポーザルを実施した。
より質の高い市民サービス及びコストメリットを創
出するため総合窓口との包括委託とした。

委託に向けたマニュアルや引継資料を作成す
る。

(新)スムーズな引継ぎ及び市民サービスの低下を招
かないよう、これまで蓄積された知識やノウハウを
取り入れた精度の高いマニュアル及びＦＡＱを作成
し、委託事業者に引き渡した。

契約の締結 (新)契約を締結した。

- - 当初の工程より前倒しで行うことができた。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体や道内他都市の視察及びアンケー
ト調査を実施し、事例研究を行う。

(新)道外２自治体・道内20都市の実態調査を実施
し、道外の自治体では、総合窓口・電話交換・総合
案内の包括委託により、質の高い市民サービスの提
供とスケールメリットを創出していた。道内の民間
委託の状況も把握でき、その効果やコスト検証に当
たり有効な参考事例となった。

関係部署との協議を経て、委託内容及び包括
範囲の方向性を決定する。

(新)総合窓口フロア民間委託ＰＴ（５回開催）で協
議を行い、方向性を決定した。

財政効果の算出を行う。 (新)２社から見積もりを徴収し、コストシミュレー
ションを実施した。

Ｒ
５

Ｒ
３

プロポーザルを実施し、事業者選定を行う。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲の検討

工
程
ど
お
り

業務範囲の
検討、仕様
書等作成

工
程
見
直
し

事業者選定、
民間委託準備

民間委託の開始

事業者選
定、民間委
託準備、契
約の締結

民間委託の開
始

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№12 行政事務の民間委託

実 践 項 目 本庁舎における電話交換業務の民間委託
担 当 部 署 （総）総務課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

33 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

67



№12

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

民間委託により市民サービスの進化とコスト削減につながるが、総合窓口フロアとの包括委託によ
る相互連携により、両面においてさらに高い効果を創出できる。
また電話交換手による1次応答率の向上やコールセンターの設置などに関して、委託事業者のＦＡ
Ｑ蓄積や他市での実績に基づくノウハウを活用することで、その実現可能性が高くなる。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

コールセンター開設に向けた要望がある中、１次応答（簡易な問い合わせに対してオペレーターが返答す
ること）の範囲を広げていくこと、もしくは簡易コールセンターを電話交換室内に設置することで市民
サービスの進化を図ることができる。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

非常時やレアケースへの対応等において、市民
サービスを後退させないような仕組みが必要

想定マニュアルの作成や丁寧な引継を実施

・市民サービスを後退させず、困難ケースなどに
も即座に対応できるよう、精度の高い詳細なマ
ニュアルが必要。
・偽装請負とならないよう、職員の知識習得と周
知が必要

・通常時の対応に加え、臨時・レア・問題ケー
ス等の対応例も交え、実効性のあるマニュアル
とした
・委託事業者主催による偽装請負対策研修に関
係職員が参加した。研修に参加できなかった職
員へは参加した職員が講師になり勉強会を実施
した。

委託開始後は更なるサービス向上を目指してコー
ルセンターの導入について検討する。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
33 本庁舎における電話交換業務の民間委託 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
民間委託により高い水準を維持したサービス提供を行うこ
とができる。

民間委託により行政運営の効率化を図ることができる。

委託への移行がスムーズに行えるよう、ＰＴ会議での協議
の他、システム関係部局等とも綿密に協議を行った。

総合窓口との包括委託とすることにより、単独委託に比べ
て高い市民サービスの提供が期待できる。

総合評価 B Ａ
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ３ -

-効 率 性 ２ ３ - -
連 携 度 ３ ３ - -

- - 当初の工程より前倒しで行うことができた。

【評価の理由】

-

Ｒ
４

委託事業者への引継ぎの実施

偽装請負への対策

委託開始

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ｒ
３

プロポーザルを実施し、事業者選定を行う。 (新)プロポーザルを実施した。
より質の高い市民サービス及びコストメリットを創
出するため総合窓口との包括委託とした。

委託に向けたマニュアルや引継資料を作成す
る。

(新)スムーズな引継ぎ及び市民サービスの低下を招
かないよう、これまで蓄積された知識やノウハウを
取り入れた精度の高いマニュアル及びＦＡＱを作成
し、委託事業者に引き渡した。

契約の締結 (新)契約を締結した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体や道内他都市の視察及びアンケー
ト調査を実施し、事例研究を行う。

(新)道外２自治体・道内20都市の実態調査を実施
し、道外の自治体では、総合窓口・電話交換・総合
案内の包括委託により、質の高い市民サービスの提
供とスケールメリットを創出していた。道内の民間
委託の状況も把握でき、その効果やコスト検証に当
たり有効な参考事例となった。

関係部署との協議を経て、委託内容及び包括
範囲の方向性を決定する。

(新)総合窓口フロア民間委託ＰＴ（５回開催）で協
議を行い方向性を決定した。

財政効果の算出を行う。 (新)２社から見積もりを徴収し、コストシミュレー
ションを実施した。

Ｒ
５

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲の検討

工
程
ど
お
り

業務範囲の
検討、仕様
書等作成

工
程
見
直
し

事業者選定、
民間委託準備

民間委託の開始

事業者選
定、民間委
託準備、契
約の締結

民間委託の開
始

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№12 行政事務の民間委託

実 践 項 目 本庁舎における総合案内業務の民間委託
担 当 部 署 （総）総務課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

34 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№12

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

民間委託により市民サービスの進化とコスト削減につながるが、総合窓口フロアとの包括委託によ
る相互連携により、両面においてさらに高い効果を創出できる。
また、総合案内とフロアマネージャーの融合が図られるため、市民の利便性並びにサービス向上に
つながる体制となる。

Ｒ３と同じ

Ｒ３と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

総合窓口のフロアマネージャーとの連携において、市民目線でのサービス展開が必要である。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

非常時やレアケースへの対応等において、市民
サービスを後退させないような仕組みが必要

想定マニュアルの作成や丁寧な引継を実施

・市民サービスを後退させず、困難ケースなどに
も即座に対応できるよう、精度の高い詳細なマ
ニュアルが必要。
・偽装請負とならないよう、職員の知識習得と周
知が必要

・通常時の対応に加え、臨時・レア・問題ケー
ス等の対応例も交え、実効性のあるマニュアル
とした
・委託事業者主催による偽装請負対策研修に関
係職員が参加した。研修に参加できなかった職
員へは参加した職員が講師になり勉強会を実施
した。

Ｒ３と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
34 本庁舎における総合案内業務の民間委託 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

35 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№12 行政事務の民間委託

実 践 項 目 窓口サービス課と保険年金課の窓口業務委託による総合運用
担 当 部 署 （民）窓口サービス課、（民）保険年金課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、効果検
証

工
程
ど
お
り

効果検証、
仕様書等作
成

工
程
見
直
し

事業者選定、
民間委託の開
始・更新

事業者選定
民間委託の開
始・更新

Ｒ
３

仕様書等作成 (新)仕様書の作成を完了した。

事業者選定・契約 (新)プロポーザルを実施し、受託事業者を決定した
ほか、契約を締結した。

受託事業者への引継開始 (新)業務の引継ぎを開始した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体の視察 (新)神奈川県海老名市、平塚市、大阪府東大阪市、
八尾市、東京都葛飾区、練馬区の計６自治体への視
察を実施

委託範囲の検討 (新)業務の洗い出しを行い、総合案内業務等を含め
て包括した委託範囲の方向性を決定することができ
た。

Ｒ
５

Ｒ
４

民間委託の開始・更新

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

- - おおむね工程どおりに進捗している。

【評価の理由】

-
効 率 性 ３ ３ - -
連 携 度 ３ ３ - -

通常業務と並行して、限られた時間の中で効率的に取組を
進めている。

関係部署と連携し、一体的に委託実施に向けた準備作業を
行っている。

委託後の業務フローについて、業務手順の見直しや簡略化
を含め、検討を進めている。

総合評価 Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-

Ｒ４年10月の委託開始に向け、おおむね計画に沿って準備
作業を進めている。
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№12

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
35 窓口サービス課と保険年金課の窓口業務委託による総合運用 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

新型コロナウイルス感染症の流行により、打ち合
わせや他自治体への視察等、行動が制限された。

感染防止対策を徹底した上で、参加する人数を
最小限に絞る、オンラインミーティングで行う
等の対応をとった。

・現行業務と並行して事業者選定等準備作業を行
うため繁忙が予想される。
・委託費用の負担が複数の会計にわたるため、負
担割合や支払方法を検討する必要がある。

・現行業務の繁忙と重なり、職員の業務負担が
大きくなる時期もあったが、業務の効率化や事
務分掌の調整等により、大きな問題はなく経過
している。
・委託費用の支払方法については、各特別会計
から一般会計に対し負担金を支払う形とするこ
とに決定した。

現行業務と並行して受託業者への業務引継を行う
ため、繁忙が予想される。円滑に進める体制を構
築する必要がある。

委託実施に当たっては、関係部署の職員で構成したプロジェクトチームを設置し、組織横断的に検
討を進めている。
また、委託開始までの受託事業者への業務の引継ぎについては、労働者派遣契約の手法で実施する
ことにより、関係法令を遵守しつつ、短期間で業務習熟度を高めることが期待できる。

委託実施による市職員の業務スキル低下を防ぐた
めの対策が必要。

Ｒ５と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

窓口業務の委託後も最終的な審査・決定行為は市側に残るため、市職員のノウハウが失われることはない
が、窓口業務を行う機会を確保する等、スキル低下を防ぐための対策を検討する必要がある。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

36 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№12 行政事務の民間委託

実 践 項 目 畜犬登録・狂犬病予防注射済票の交付事務の民間委託
担 当 部 署 （環）環境生活課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲の検討

工
程
ど
お
り

仕様書等作
成 工

程
ど
お
り

事業者選定、
民間委託の開
始

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

畜犬登録等に伴う鑑札交付事務や狂犬病予防
注射の交付事務等、民間委託を進める。

(新)民間委託に向けた課題を整理し、関係部局と協
議を重ねた。

畜犬登録等に係るシステム構築に向けた検討
を関係部局と協議しながら進める。

(新)システム構築に向けた協議を実施し、実現に向
けての条件整理を開始した。引き続き、今後も条件
の整理を行う。

Ｒ
５

Ｒ
３

畜犬登録システム構築事業の予算化、仕様書
の作成等

(新)畜犬登録等に関して協議を進めた結果、一定の
条件を満たすことで総合窓口で対応が可能である旨
の回答を得た。
・引き続き委託に向けた仕様書、システム構築業務
の予算化に向けた作業を進め、予算を確保した。

- - 問題点を整理した。

【評価の理由】

Ｒ
４

民間委託決定・開始

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

-
効 率 性 １ ３ - -
連 携 度 ２ ２ - -

予算を確保したことにより、システム構築に対する創造性
が見られた。

総合評価 Ｃ B
創 造 性 １ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 予算を確保したことにより、コスト削減への道筋が立っ
た。

関係部局と連携し、課題整理を図った。

一定の課題を整理し、関係部局と連携し。引き続き、取組
を推進する。
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№12

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

【行政創革プラン進捗状況シート②】
36 畜犬登録・狂犬病予防注射済票の交付事務の民間委託 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

畜犬登録に伴う鑑札交付及び狂犬病予防注射票の
交付事務は動物病院か環境生活課でしか行えず、
当該業務を窓口サービス課に一本化することで効
率化が図られる。

窓口サービス課に当該業務を集約し、ワンス
トップ化によるサービスの向上のほか、民間活
力による業務効率化と行政費用の抑制を図る。

市民サービス確保の観点から、市内動物病院にお
ける登録等の継続、年度末等の総合窓口繁忙期
に、畜犬登録のみを目的に来庁した市民や、一度
の複数に登録を行う事業者を長時間待たせること
がないよう対応の検討が必要

総合窓口の繁忙期等に、畜犬登録のみを目的に
来庁する市民の待ち時間短縮を図る仕組みを構
築する。

Ｒ２と同じ

畜犬システム導入のための予算化が図られたことから、民間委託等の実現に向けて関係部署と協議
を進めていく。

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

総合窓口の繁忙期には、畜犬登録のみを目的に来庁した市民や複数の犬の登録をまとめて行う事業者の待
ち時間が、従前よりも大幅に増加する可能性があり、市民サービスを低下させないためにも、総合窓口へ
の業務委託を進めつつ、これまでどおり環境生活課の窓口における対応や、市内の各動物病院における対
応も可能とする等の仕組みが必要である。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
業務委託により一定の効果が得られた。Ｒ５年度からの窓
口業務等の委託に向けた準備を進めた。

封入封緘業務等の業務委託を拡大するとともに、ケアプラ
ン点検業務の委託化を行った。

総合評価 Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３ -

- 業務委託の実施により、職員の業務の効率化が図られたた
め。

窓口業務等の委託化に向け、関係部署との情報共有及び協
議を進めた。-

効 率 性 ３ ３ - -
連 携 度 ２ ３ - -

Ｒ
４

検討結果による

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑦と同じ

(新)事業者との協議及び業務分析を進め、委託化す
る業務範囲等を決定した。
(新)委託化の参考として先進自治体の視察を実施し
た。

直ちに委託化可能な業務については、順次委
託化を実施する。

(新)高額介護サービス決定通知の封入封緘業務を民
間委託した。
(新)ケアプラン点検業務を民間委託した。

介護保険の窓口業務等の委託化に向け、プロ
ポーザル実施の準備を進める。

(新)委託化に関する方針及び工程を決定した。
・プロポーザルの実施に向け仕様書等の作成に着手
した。

- - 介護保険に係る一部業務について、すぐに委託可能なもの
について、前倒しで委託化を実施したため。

【評価の理由】

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

窓口業務を含む介護保険業務の民間委託に向
け、先進自治体の調査を行うとともに、受託
実績のある事業者から情報収集を行う。

(新)おおむね工程どおり実施した。新型コロナウイ
ルス感染症の影響により先進自治体の視察が実施で
きなかったが、可能な範囲での情報収集に努めた。

業務委託が可能な業務を抽出の上、効果的な
委託方法について検討し、委託化する業務範
囲を定める。

(新)おおむね工程どおり実施した。検討の結果、直
ちに委託可能な業務については、Ｒ２年度に委託化
した。

業務委託が可能な介護保険業務について、順
次委託化を実施する。

(新)Ｒ２年度においては、介護給付費通知の封入封
緘業務及び介護給付費適正化事業に係る縦覧点検確
認処理・医療突合確認処理を先行して委託化し、職
員の業務効率化を図った。

Ｒ
５

⑦と同じ

Ｒ
３

先進自治体の視察や事業者との協議を進め、
委託化する業務範囲等を検討し、決定する。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲等の検討 工

程
見
直
し

業務範囲等
の検討、方
向性の明示 工

程
見
直
し

検討結果によ
る

⇒ ⇒

先進自治体の
調査、業務範
囲等の検討、
一部業務の民
間委託

事業者との
協議、業務
範囲等の検
討、一部業
務の民間委
託

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№12 行政事務の民間委託

実 践 項 目 介護保険業務の民間委託の検討
担 当 部 署 （福）介護福祉課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

37 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№12

年度

Ｒ２

Ｒ３

業務の特性に応じて、すぐに委託化できる業務については順次民間委託を進め、効果的かつ効率的
な業務体制の構築を進めることができた。また、先進自治体の視察等により介護保険の窓口業務等
を委託化する上での特性や留意事項が明らかとなったため、これを参考とし、Ｒ５年度からの窓口
業務等の民間委託に向けて取組を進める。

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

窓口業務を含む介護保険業務の民間委託に当たっ
ては、その効果を最大化するため、委託する業務
範囲と業務の切分けについて十分検討する必要が
ある。また、これに並行して事業者との協議を進
める必要がある。

介護保険業務の手順等を分析・可視化した上
で、他の自治体で受託実績のある事業者と協議
しながら、業務範囲及び業務の切分けの検討を
進める。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
37 介護保険業務の民間委託の検討 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

38 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№12 行政事務の民間委託

実 践 項 目 児童手当及び医療助成等業務の民間委託の検討
担 当 部 署 （健）こども支援課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲等の検討

工
程
ど
お
り

業務範囲等
の検討、方
向性の明示

工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

⇒ ⇒

Ｒ
３

児童手当現況届及び決定通知発送のため、印
刷及び封入封緘業務の民間委託を実施する。

(継)現況届11,641件、決定通知11,076件の印刷及び
封入封緘業務で約665時間（11,641件×120秒、
11,076件×90秒）の作業時間削減につながった。

ＲＰＡ等を活用して、効率的に児童手当にお
ける年金情報照会を実施する。

(継)年金情報照会については、ＲＰＡではなく総合
行政システム内の機能で代用し、約370時間（11,076
件×120秒）の作業時間削減につながった。
・ＲＰＡについては効率化の手法として、制度改正
等の動向も注視しつつ都度検証する。

その他の業務を含め将来にわたって効率的か
つ安定的に運営できるよう、民間委託につい
ての方向性を明示する。

(新)児童手当現況届について大幅な制度改正が行わ
れることから、委託実績のある事業者と協議しなが
ら、委託可能業務の精査を進めている。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

児童手当現況届及び決定通知発送業務の民間
委託に向け、関係機関と協議した。Ｒ３年度
から業務委託開始予定。

(新)現況届約12,000件、決定通知約12,000件の印刷
及び封入封緘業務で約700時間（12,000件×120秒、
12,000件×90秒）の作業時間削減が見込まれる。

民間委託とあわせてＲＰＡ導入可能業務を洗
い出し、児童手当における年金情報照会結果
印刷業務への導入に向け、準備を進めた。

(新)年金情報照会はＲ３年度から本格実施するため
経年比較はできないが、約400時間（照会件数12,000
件×120秒）程度の作業時間削減が見込まれる。

Ｒ３年１月からこども支援課窓口に総合行政
システム端末を２台導入し、業務効率化を
図った。

(新)窓口１件当たり３～５分程度の時間削減効果
（３か月で約40時間）が現れた。職員の作業時間は
市民の待ち時間に直結するため、市民サービス向上
にも寄与したものと考える。

Ｒ
５

Ｒ
４

検討結果による

令和 年 月取組終了取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ３ ３ - -

封入封緘業務委託を実施し、業務の効率化につなげた。

封入封緘業務委託等について、ＩＣＴ推進室と連携を図っ
た。

窓口端末の導入継続により、窓口対応時間の削減効果が現
れた。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-

制度改正等を踏まえた業務体制の見直しが求められてい
る。Ｒ４年度も引き続き検討していく。
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№12

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
38 児童手当及び医療助成等業務の民間委託の検討 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

児童手当及び乳幼児等医療の入力時間は５分/件、
件数は両業務とも10件/日で所要時間は約100分と
なり、単独での業務委託効果は薄い。入力時にマ
イナンバー情報連携が必要な場合があり、職員が
担う業務が残る。

児童手当及び乳幼児等医療の受付の一部を総合
窓口で担っていることを鑑み、総合窓口業務委
託更新時に入力業務を含めて委託することが望
ましいと考える。

制度改正に伴い、Ｒ４年６月以降児童手当の現況
届の提出が一部を除き不要となり、これまで想定
していた入力作業等の業務委託の総量の減少が見
込まれ、委託効果が更に小さくなる懸念がある。

総合窓口の業務委託に当課の入力業務を追加す
る等により、委託の効果を最大化すべく、業務
の効率化につながる方法を引き続き検討する。

Ｒ３と同じ

児童手当については、その提出日によっては決定通知の発送に日数を要することがあったが、業務
の効率化により、給付金などの突発的な業務にも対応する時間ができた。
今後は、制度改正等を踏まえた業務体制の見直しを含め、業務の効率化につながる方法を引き続き
検討していく。

【上記のうち、特記すべき事項】

異動や再発行等の単純な手続だけでなく、個別の事情に応じて相談支援へつなげるなど、福祉的な窓口の
役割も担っていることから、業務の効率化を進めつつも支援体制をいかに確保していくかがポイントであ
る。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

39 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№13 公共施設等への民間活力の活用

実 践 項 目 庁舎管理業務の民間委託
担 当 部 署 （総）総務課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲の検討

工
程
ど
お
り

業務範囲の
検討、仕様
書等作成

工
程
ど
お
り

事業者選定、
民間委託準備

民間委託の開始

Ｒ
３

コストシミュレーションを実施 (新)想定した委託範囲によるコストシミュレーショ
ンを実施し、委託範囲を一部とした場合でも、コス
ト削減の効果が認められることがわかった。

委託する範囲及び業務内容を決定 (新)宿日直、警備、郵便、修繕業務ごとに関係部署
と委託の可否を協議した。市民サービスの低下を招
かないよう、直営を基本としながら庁舎の部分修繕
など委託可能な業務を一部委託し、業務の効率化を
図る体制とした。

仕様書の作成等、委託に向けた準備を実施 (新)委託する業務内容及び作業量を明記した仕様書
を作成した。
・今後は、Ｒ５年４月からの委託に向けてより詳細
なマニュアルを作成する予定

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

道内他都市の視察及びアンケート調査を実施
し、事例研究を行う。

(新)道内20都市の実態調査を実施し、宿日直は８
市、夜間警備は13市、郵便業務は１市が民間委託を
導入していた。夜間警備は、民間委託に移行する自
治体が多いが、宿日直や郵便業務は、職員不在時の
対応等に課題があり、直営の自治体が多かった。

コスト以外の委託効果を検証する。 (新)委託範囲のパターン別に効果検証を行った。警
備、修繕は業務効率化等民間委託による効果を期待
できるが、宿日直や郵便業務は、業務内容や業務量
から委託になじまない部分もあり、慎重な判断が必
要になる。

Ｒ
５

民間委託の開始

Ｒ
４

事業者選定

引継マニュアル等の作成

事業者への引継

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ３ - -

庁舎小破修繕業務を委託し、中央監視の委託業務に融合さ
せることにより、一体的な庁舎管理体制とする。

関係部署との協議を経て、総合的に委託範囲を判断した。

柔軟な対応が必要な宿日直は直営で残すなど、業務ごとに
検証し、委託範囲を決定した。

総合評価 Ｃ B
創 造 性 １ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-

市民サービス及びコスト面からより効果が見込める委託範
囲及び運営体制とした。
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№13

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
39 庁舎管理業務の民間委託 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

・委託を想定している庁舎管理員業務について
は、警備、宿日直、修繕、郵便等の複数業務が含
まれているため、業務別に委託の可否を検証する
必要がある。
・庁舎管理業務に含まれる宿日直については市職
員不在時のため、「市の適切な管理」下とするた
めの体制を整備する必要がある。

・業務ごとの必要コストや行政運営上の効果を
算出し、委託範囲を決定する。
・想定マニュアルの作成及び緊急時の連絡体制
の整備、金銭取扱いの手法を検討する。

・業務内容が多岐に渡り、業務によっては市民
サービスへの影響が懸念される。
・郵便業務は毎日データへの入力者が変わるた
め、誤り易く、修正の際も修正点が見つけにくい
等、作業効率が悪い。

・セキュリティ及び市民サービス向上の観点か
らも宿日直の業務を手厚くする必要があること
から、その部分は直営として重点を置いた配置
を検討する。
・１人を日勤で配置し、郵便業務のデータ入
力、集計作業は同一人物が担うようにする。

Ｒ３と同じ

直営部分を残しつつ一部を民間委託することにより、これまで培ってきたノウハウを生かすことが
できることから、市民サービスの低下を招かず、かつ、コスト削減にも寄与することができる。

【上記のうち、特記すべき事項】

庁舎管理員業務の宿日直で対応している業務のうち、火葬許可証の発行及びそれに付随する業務は委託が
できないほか、霊葬場使用料の収受や閉庁時への電話対応など、市民サービスの観点から委託になじまな
い業務がある。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

40 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№13 公共施設等への民間活力の活用

実 践 項 目 放課後児童クラブ業務の民間委託
担 当 部 署 （健）青少年課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲の検討

工
程
ど
お
り

業務範囲等
の検討、方
向性の明示

工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

⇒ ⇒

事業者選定
民間委託準備

民間委託開始

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体である旭川市に調査を行う。 (新)旭川市に調査を行い、委託へ向けてのスケ
ジュール、委託範囲及び関係部署等との連携等を確
認することができ、今後検討を進めるにあたって大
変参考になった。

業務委託の範囲を検討する。 (新)旭川市を参考に、放課後児童クラブの業務を洗
い出し、委託できる業務と市が継続して行う業務の
選別を行った。

Ｒ
５

Ｒ５年４月１日民間委託開始

Ｒ
３

更に業務委託範囲の検討を重ねる。 （継）業務委託を範囲を決定し、業務委託仕様書
（案）を作成した。

学校、支援員、利用者に対し、説明と意見聴
取を行う。

（継）関係者からおおむね理解を得られた。
・10月小学校長会で概要説明及び意見聴取の実施
・10～11月支援員に概要説明、アンケートの実施
・11月支援員との個別面談の実施
・12月利用者アンケートの実施

委託の方向性を明示する。 （継）民間委託導入可能と判断した。

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

利用者説明会を実施

プロポーザルによる事業者選定

民間委託準備

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ３ - -

先進都市の取組を参考に、本市の実情と照らし合わせ、よ
り効果的な取り組みとなるよう検討した。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 年間約600万円の経費削減効果を見込むことができた。

小学校長会等の関係部署と十分に連携が図れた。

当初の予定どおり取組むことができた。
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№13

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
40 放課後児童クラブ業務の民間委託 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

今後の想定される課題
・学校、支援員、利用者の理解を得る。

丁寧な説明と聞き取りを行う。

Ｒ２と同じ

・10月～11月にかけ、学校と支援員に概要説明
及び意見聴取を行った結果、おおむね理解を得
られた。
・12月に利用者アンケートを実施し、様々な意
見があったため、Ｒ４年度に説明会を開催し、
丁寧な説明を行う。

・利用者の理解を得る。
・プロポーザルの条件設定を整理する。
・事業者への引継ぎを円滑に行う。

当初は想定される財政効果を人件費のみの削減として年間1,800万円程度と見込んでいたが、仕様
書（案）作成時に詳細な算出を行い、民間事業者からの参考見積と比較した結果、初年度は600万
円程度、２年目以降は930万円程度の財政効果が見込まれる。

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
水産物部、青果部に指定管理者制度導入することができ
た。花き部の民間移譲の具体的方針を示すことができた。

卸売業者が指定管理者となったので、取引業者から生の声
を直接聞いて、迅速な補修や改善などの効率化が図られ
た。

市場関係者との意見交換や行政監理室、財政課等各部署と
連携しながら、指定管理者制度を導入した。

新型コロナの影響で全国的にイベントが中止となったが、
その中で、人数制限をしながら水産部の市場感謝祭が実施
され市民から好評を得た。

総合評価 Ａ Ａ

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-効 率 性 ３ ３ - -

連 携 度 ３ ３ - -
- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

-

Ｒ
４

花卉部民間移譲先の選定

花卉部の民間移譲

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ｒ
３

指定管理者の指定及び債務負担行為議案提出 (新)６月定例市議会で議決を得た。

指定管理者による管理運営の開始 (新)水産物部、青果部に指定管理者による管理運営
を開始した。

花卉部民間移譲の具体的方針決定 (新)先進市場視察・関係者との意見交換を行い、市
議会文教経済委員会で具体的方針の説明を行った。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

指定管理業務（水産物部・青果部）の方針決
定

(新)市場関係者との意見交換、パブリックコメント
等を実施し、Ｒ３年10月、市場関係者が各々の部門
を管理する方針を決定した。

指定管理者制度導入に係る条例改正 (新)Ｒ２年12月定例市議会で議決を得た。

指定管理者制度非公募理由の公表 (新)Ｒ３年１月に非公募理由の公表を行った。

Ｒ
５

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

指定管理者の
選定、民間移
譲の検討

工
程
ど
お
り

指定管理者
制度の導
入、民間移
譲の準備

工
程
ど
お
り

花卉部の民間
移譲

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№13 公共施設等への民間活力の活用

実 践 項 目 公設地方卸売市場への民間活力の活用
担 当 部 署 （産）農業水産振興課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

41 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№13

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ３年10月に水産物部と青果部の指定管理者制度導入し、今後、専門的な知識やノウハウを活用し
た積極的で効率的な管理運営を期待している。
また、花き部については、北海道の地方卸売市場の認定を受けること、建物は譲渡するが土地は貸
付とすること、Ｒ５年１月の移譲を目指すことなど、具体的な方針を示すことができた。

【上記のうち、特記すべき事項】

Ｒ５年１月に花卉部の民間移譲を実施する予定である。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

Ｒ３年３月31日までに、指定管理者候補者より申
請書の提出が必要となる。

既に指名要項と仕様書を示しているので、具体
的な作成の仕方について候補者から問い合わせ
があった場合は担当部署と協議しながら回答す
る。

指定管理者制度への移行・引継
花卉部の民間移譲への具体的な方針の決定

・指定管理者制度については、年度末まで職員
が現地に常駐し、円滑な引継ぎを行うことがで
きた。
・花き部の民間移譲については、先進市場視察
や関係者の意見交換を参考に、具体的な方針を
決定した。

花卉部の民間移譲の実施

【行政創革プラン進捗状況シート②】
41 公設地方卸売市場への民間活力の活用 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
当初の工程のとおり、民間委託を開始し、年間約750万円の
経費削減効果と事業者の自主事業による入居者サービスの
向上が期待できる内容となった。

プロポーザル実施により事業者の提案事業を採用すること
ができた。

総合評価 B Ａ

創 造 性 ２ ３ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- プロポーザル実施により年間約750万円の削減効果を見込む
ことができた。

関係部署等との協議については、総務部局と連携して取組
むことができた。-

効 率 性 ２ ３ - -
連 携 度 ３ ３ - -

Ｒ
４

令和 3 年 10 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

(新)受託候補者の決定し、契約を締結した。

民間委託開始（Ｒ３年10月） (新)委託開始に向けた業務引継を行い、10月に民間
委託を開始した。

（取組終了）

- - 当初の工程とおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

民間委託等の準備 (新)業務委託により民間活力の導入を図ることと
し、Ｒ３年10月実施に向けた準備を進めた。

委託方針の決定 同上

関係部署等との協議 (新)Ｒ２年12月に市議会で委託に向けた方針を示し
た。

Ｒ
５

Ｒ
３

プロポーザルによる事業者選定

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

民間委託等の
準備

工
程
ど
お
り

民間委託等
の実施

工
程
ど
お
り

民間委託開
始・取組終
了

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№13 公共施設等への民間活力の活用

実 践 項 目 市営住宅管理業務への民間活力の活用
担 当 部 署 （都）住宅課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

42 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№13

年度

Ｒ２

Ｒ３

民間委託を実施したことで、最終的に年間約750万円の経費削減効果が見込まれことに加え、受託
者の提案による自主事業がなされることから、入居者サービスの向上も期待できる。

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

特になし

Ｒ２と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
42 市営住宅管理業務への民間活力の活用 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

43 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№14 上下水道事業への民間活力の活用

実 践 項 目 営業課業務の民間委託
担 当 部 署 （水）水道窓口課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

委託範囲の検
討、民間委託
計画の策定

工
程
ど
お
り

計画に基づ
く取組の実
施

工
程
見
直
し

⇒ ⇒ ⇒

課名及びフ
ロアレイア
ウトの変更

計画に基づく
取組の実施

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

参考見積用の仕様書を作成し、参考見積を徴
取

(新)参考見積用の仕様書を作成し、委託拡大に係る
参考見積を徴取した。

Ｒ元年度決算をベースとした委託想定額を積
算し、効果額を算出

(新)Ｒ元年度決算をベースとした委託想定額を積算
の上、参考見積額と比較し、効果額を算出した。

民間委託拡大計画(案)を作成 (新)民間委託拡大計画(案)を作成した。

Ｒ
５

⑧と同じ

Ｒ
３

関係部署等への説明・協議 (新)水道管理課給水係との統合等に向けた、部の組
織改編に係る協議を継続的に実施した。

上下水道部フロアのレイアウト変更 (新)組織改編及び委託拡大を見込み、上下水道部フ
ロアのレイアウトを変更した。

営業課の名称を「水道窓口課」に変更 (新)組織改編及び委託拡大を見込み、業務内容がよ
り包括的にイメージできる課名に変更した。

- - 関係部署と組織改編に係る協議を継続的に実施している。

【評価の理由】

Ｒ
４

④と同じ

計画に基づく取組の実施

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑧と同じ

-
効 率 性 ３ ３ - -
連 携 度 ２ ２ - -

課名変更により、業務内容をイメージしやすくなった。

総合評価 B B

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ １ -

- フロアレイアウトの変更で市民の利便性が向上し、視認性
も良くなった。

組織統合を見込んだレイアウト変更により、部署間の連携
が図りやすくなった。

課名変更で業務がより包括的に感じられるとともに、レイ
アウト変更により利便性、視認性及び連携度が向上した。
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№14

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
43 営業課業務の民間委託 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

多岐に渡る業務から、委託可能な業務を選別する
必要がある。また、委託後の直営業務に要する人
工を精査する必要がある。

各係レベルの事務分掌をベースに委託可否及び
各業務に必要な人工を積算した。

水道管理課給水係との統合等に向けた組織改編に
ついて、関係部署等と協議を重ねているが、具体
的な委託拡大の協議には至っていない。

組織改編に先行し、上下水道部フロアのレイア
ウト変更とともに、課名を包括的な業務内容が
イメージできるものに変更した。

関係部署等との協議の過程で、委託拡大に対する
懸念等が示される可能性がある。

組織改編を見込んだフロアレイアウトの変更により、市民の利便性や視認性が向上したとともに、
水道管理課給水係との連携が図りやすくなった。また、課名を「水道窓口課」に変更したことで、
業務内容をイメージしやすく、より包括的に感じられるものとした。
委託の拡大に当たっては、民間委託拡大計画(案)の見直しも含めて、関係部署等と継続して協議を
行っていく。

関係部署等との協議を踏まえた取組が求められ
る。

Ｒ５と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

民間委託への円滑な移行を行うためには、関係部署等の理解を得るための具体的な協議が必要となる。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

46 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№14 上下水道事業への民間活力の活用

実 践 項 目 浄水場管理運転業務の民間委託の検討
担 当 部 署 （水）高丘浄水場、（水）錦多峰浄水場

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

(継)市の設計金額と民間見積価格では一部差異が見
られるが、算出根拠は同じであり、現状ではコスト
面での効果は見い出せなかった。

Ｒ
４

これまでの検討結果を踏まえ、一定の方向性
を明示する。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

民間委託の検
討

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

方向性の明示

- - アンケート調査により、民間委託に対する市民の思いが一
定程度把握できた。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

民間事業者とヒアリング及び概算見積の徴収
を行い、委託に係る課題を検討

(新)・市の設計金額より、民間見積価格の方が金額
が高くなった。
・市の直営より、委託に係る民間見積価格の方が金
額が高くなった。

Ｒ
３

市民意向調査（アンケート）を実施し、市民
に望まれる運営等について整理

(新)委託について市民が抱く不安等を想定し、アン
ケート調査を行った結果、市の管理を望む回答が約
67％となった。

市の設計金額と民間見積価格の比較等、委託
に係る課題検討。

Ｒ
５
Ｒ
６

-
効 率 性 １ １ - -
連 携 度 ３ ３ - -

市民にとって望ましい効果が、現段階で具体的には見られ
ない。

総合評価 Ｃ Ｃ
創 造 性 １ １ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 委託により、コスト削減が図られる確実性は無い。

両浄水場協力して検討を行った。

コスト面での効果は見られず、アンケート結果では市の管
理を望む回答が約67％となっている。
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№14

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
46 浄水場管理運転業務の民間委託の検討 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

委託によるコスト縮減が見られず、技術移転方法
も課題となっている。
また、新型コロナ感染症等によるクラスターの発
生等、浄水場勤務の全員が出勤停止となった事態
を想定し、委託後においても非常時等に直営職員
で対応できる体制を構築しなければならない。

来年度実施予定の市民意向調査等を通し、市民
にとって望ましい浄水場運営の方向性を検討す
る。

市民意向調査に係るアンケート項目の検討
委託について市民が抱く不安等を想定し、アン
ケートを実施した。

公務員の定年延長制度や新型コロナウイルス感染
症の影響を注視する等、慎重な検討が必要

市民アンケートの結果では、今後も市の管理を望む回答が約67％となっており、コスト面だけでは
なく、安全・安心な水道水の安定的な提供を望んでいることが確認された。

【上記のうち、特記すべき事項】

市民アンケートの結果では、今後も市の管理を望む回答が約67％となっており、民間委託に対する市民の
思いを一定程度把握することができた。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

47 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№15 ＲＰＡの導入

実 践 項 目 人事業務への導入
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

導入範囲の検
討

工
程
ど
お
り

効果検証、
運用見直し

工
程
ど
お
り

Ｒ
３

ＲＰＡ導入による効果検証 (継)前年度からＲＰＡ化した業務のほかに新たに住
民基本台帳人口のチェック業務を追加し、計６業務
にＲＰＡを導入し、約390時間の業務時間の削減につ
ながった。

全庁的なＲＰＡ導入 (新)政策推進課でチェック用ロボットを作成し、運
用を開始した。また、全庁的なアンケートでは、10
の部署でＲＰＡ導入により、効率化可能な業務があ
ることを把握した。

適宜運用見直し (新)運用について、現時点で問題となる事案が発生
していないことから、現在の運用を継続する。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

人事評価結果、自己申告書、会計年度任用職
員の任用書の集約業務についてＲＰＡを導入

(新)左記の３業務に加え、ロアンナログインＩＤ追
加業務及び通勤距離算定業務の計５業務にＲＰＡを
導入し、約260時間の業務時間の削減につながった。

全庁的なＲＰＡ導入に向けマニュアルを策定 (新)予定どおり策定した。

Ｒ
５

③と同じ

④と同じ

⑤と同じ

Ｒ
４

③と同じ

④と同じ

⑤と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

③と同じ

④と同じ

⑤と同じ

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

-
効 率 性 ３ ２ - -
連 携 度 ２ ２ - -

ＲＰＡの導入により約390時間の業務時間の削減効果が得ら
れた。

導入部署と情報交換を行うなど、ＲＰＡの利用促進に向け
た作業を行った。

これまでにない新たな手法により業務時間の削減を実現し
た。

総合評価 Ａ B
創 造 性 ３ ３ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-

導入部署は着実に増えており、今後はアンケート結果等か
ら新たな部署への展開に向けた取組を行う。
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№15

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
47 人事業務への導入 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法
どのようにしてＲＰＡを全庁的に展開していく
か。

運用ルールの作成や、ＲＰＡ操作研修の実施

Ｒ２と同じ 活用事例の庁内周知や研修の実施

Ｒ２と同じ

ＲＰＡの導入により、業務時間を大幅に短縮することが可能となり、限られた人的資源を有効的に
活用することができた。また、職員の時間外縮減など、働き方改革につながるものと期待してい
る。今後も導入部署の拡大に向け、全庁的な周知を進める。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

ＲＰＡを全庁的に浸透させていくためには、各課での開発スキルやノウハウの蓄積をいかにして確立する
かが、今後の課題である。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

48 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№15 ＲＰＡの導入

実 践 項 目 税務業務への導入
担 当 部 署 （財）市民税課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

導入範囲の検
証、導入

工
程
ど
お
り

効果検証、
ＡＩ－ＯＣ
Ｒ活用の検
討

工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

⇒ ⇒

ＲＰＡの推進

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

導入範囲の検討 (新)納税通知書の印刷・給与支払報告書のシステム
取込等、市税業務にＲＰＡ導入を検討した。

市税業務へのＲＰＡ導入 (新)納税通知書の印刷・給与支払報告書のシステム
取込等、市税３業務にＲＰＡを導入した。

導入成果の関係課説明/ＲＰＡ運用ルール策
定の協力

(新)介護福祉課、資産税課でもＲＰＡの導入開始／
複数課によりＲＰＡの運用が始まったことにより、
導入に当たってのルールが策定された。

Ｒ
５

⑥と同じ

Ｒ
３

ＲＰＡ導入効果の検証 (新)新たに導入可能な業務の選定を行い、２業務を
追加した。
・ＲＰＡ導入による業務削減時間について検証を実
施し、単年度当たり130.7時間の削減効果が見られ
た。

ＡＩ－ＯＣＲ活用の検討 (新)ＡＩ－ＯＣＲ取扱事業者主催のウェブセミナー
に参加し、導入例も含めた調査・研究を行った。
・ＡＩ－ＯＣＲのトライアル版を導入し、試行実施
を行った結果、識字率が想定よりも低い結果とな
り、業務手順を検討しても、現状での実用化は困難
であることがわかった。

- - 当初の予定どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

ＲＰＡの推進

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑥と同じ

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ３ ３ - -

ＡＩ－ＯＣＲ活用検討に当たり、既存の業務の手順や方法
を改善することにつながった。

総合評価 Ａ Ａ
創 造 性 ３ ３ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- ＲＰＡ業務の追加により、作業時間の短縮、業務の効率化
が図られた。

ＡＩ－ＯＣＲ活用の検討に当たり、他部署と情報共有を行
いながら進めることができた。

予定どおりＲＰＡ導入効果の確認及びＡＩ－ＯＣＲ活用の
検討をすることができた。
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№15

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
48 税務業務への導入 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

●費用対効果の面から全庁的にＲＰＡを活用する
必要がある。
●ＲＰＡ稼働時、システム環境に大きな負荷がか
かることが判明し、全庁的に活用するためには運
用ルール策定の必要がある。

●ＲＰＡ導入の成果を関連部署に披露し、操作
方法の説明を行った。
●関連部署と連携し、運用ルールの策定に協力
し、全庁的なルールに基づいた運用が開始され
た。

ＡＩ-ＯＣＲの識字率の低さから、ＲＰＡと組み合
わせた業務への実用化が難しいことが判明。ＡＩ-
ＯＣＲ導入に係る費用対効果も考慮し、総合的に
検討を進める必要がある。

先行導入市の運用例を調査・研究し、本市の運
用手順の見直しも含め、活用検討を行った。

業務の効率化が図れるような新たなＲＰＡシナリ
オ構築の検討をする必要がある。

既存の業務にＲＰＡを導入することで作業に要する時間を削減することができていることから、引
き続き、新たなＲＰＡシナリオの構築を検討し、更なる業務の効率化を図っていく。
ＡＩ－ＯＣＲの活用については、試行実施を行った結果、現状での実用化は困難であることがわ
かったが、検討する中で業務手順の検討も行うことができたため、業務の効率化につながった。ま
た、ＡＩ－ＯＣＲについては,今後も他市の動向も含め情報収集をしていく。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

ＲＰＡをより活用してくためには、各担当部署において日頃から業務フローを整理しておく必要がある。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
当課におけるＲＰＡ導入は、タブレット端末導入を含め、
他部署での活用事例等を参考に検討する。

現状の業務フローにおける当課でのＲＰＡ活用は、難しい
ことが判明した。

単独部署で取り組んだ。

タブレット端末活用と併せて実施手法を検討していく。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ２ - -

- - 工程どおり取り組んだ。

【評価の理由】

-

Ｒ
４

検討結果による

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

④と同じ

Ｒ
３

ＲＰＡ導入業務の検討（タブレット端末導入
検討と併せて実施）

(継)自治体事例研究のほか、システムベンダー等へ
の情報収集を随時行った。
(新)ＲＰＡと相性の良いデジタル化されたデータを
大量処理する業務検討を実施した。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

手書き申請書等のＲＰＡ導入事例の調査 (新)他部署での活用事例を参考にしながら、タブ
レット端末の活用等とあわせて検討を行った。

ＲＰＡ導入業務の検討 (新)手書きの申請書等をＯＣＲで読込むには、識字
率が著しく低く、実用化しづらいことがわかった。

Ｒ
５

④と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、導入範
囲の検証

工
程
ど
お
り

導入の検討 工
程
見
直
し

検討結果によ
る

⇒ ⇒

先進自治体
の導入手法
の情報収集

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№15 ＲＰＡの導入

実 践 項 目 窓口業務への導入
担 当 部 署 （民）窓口サービス課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

49 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№15

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

現状では届出書の識字率の低さから、実用化が難しいことが判明したことから、今後は、タブレッ
ト端末の導入等、他の取組とあわせてＲＰＡの活用について検討していく。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

作業内容によっては、ＲＰＡの活用が難しいこと
が判明。導入業務や手法を改めて検討する必要が
ある。

先進自治体からの情報収集等を行う。

識字率の改善は、手書きの届出書等では難しいこ
とが判明。また、当課におけるＲＰＡ導入は、タ
ブレット端末導入検討の導入手法次第で必要にな
る可能性があるが、通常業務においては必要性を
検証する必要がある。

先進自治体や識字率の高いシステムの情報収集
を実施、場合によっては導入を見送ることも視
野に検討を進めていく。

検討結果による

【行政創革プラン進捗状況シート②】
49 窓口業務への導入 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

50 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№15 ＲＰＡの導入

実 践 項 目 予防接種等業務への導入
担 当 部 署 （健）健康支援課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、導入範
囲の検証

工
程
ど
お
り

導入の検討 工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

⇒ ⇒

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

予防接種、各種がん検診等の集計及び入力業
務におけるＲＰＡの導入について、先進自治
体を調査

(新)先進自治体（新潟県長岡市、大阪府、沖縄県那
覇市）に調査を行った結果、がん検診や予防接種の
結果取込のみならず、他の業務においても活用して
いることがわかった。

比較的容易である、がん検診結果ＣＳＶ取込
処理についてＲＰＡプログラムをテスト作成

(新)テスト作成の結果、更なる導入範囲の拡大を見
込むことができた。

Ｒ
５

Ｒ
３

先進自治体の取組事例を基に導入範囲の検証
を行い、導入の可否を検討

(新)がん検診や予防接種業務への導入について検証
を行ったところ、結果取り込みをＯＣＲで行った際
の識字率が著しく低かった。
・マークシート形式に変更することを検討したが、
様式が複雑化し従来よりチェック項目が増えてしま
い、ＲＰＡによる業務の簡略化が見込めないため、
ＨＡＲＰで回答を募った（受動喫煙・新型コロナワ
クチン関連）アンケートなど他の業務での導入を検
討した。

- - 当初の行程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

予防接種、各種がん検診業務以外におけるＲ
ＰＡの導入を検討

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ３ ２ - -

他の業務での導入を検討する。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ３ -

- 来年度の方向性についておおむね定めることができた。

様式変更や他業務での運用検討を課内で行った。

他の業務での導入を検討する。
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№15

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
50 予防接種等業務への導入 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ＲＰＡの他業務への活用方法について
更なる導入範囲の検証や先進自治体の調査が必
要である。

Ｒ２と同じ 導入範囲の検証が必要である。

Ｒ２と同じ

がん検診や予防接種業務結果の取込みをＯＣＲで行った際の識字率が著しく低かった。また、マー
クシート形式に変更することを検討したが、様式が複雑化し従来よりチェック項目が増えてしまう
ことから、ＲＰＡによる業務の簡略化が見込めないことがわかった。
今後は、他の業務でＲＰＡの導入による業務の効率化・負担軽減を図ることができるか検討を行
う。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

ＲＰＡを他業務に活用していくためには、課全体で行っている業務の把握、現在の負担となっている点を
精査し、ＲＰＡの活用につなげていくことが重要である。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

51 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№16 ＡＩの活用

実 践 項 目 庁内向けＡＩヘルプデスクの導入
担 当 部 署 （総）行政監理室、（総）ＩＣＴ推進室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

実証実験、導
入範囲の検討

工
程
見
直
し

効果検証、
本格導入の
検討

工
程
見
直
し

検討結果によ
る

⇒ ⇒

実証実験、導
入範囲の検
討、効果検証

本格導入、
導入範囲拡
大の検討

導入範囲拡大
の検討

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

庁内向けＡＩヘルプデスクの実証実験 (新)システム部門・人事部門でＡＩヘルプデスクの
実証実験を開始した。

導入範囲拡大の検討 (新)更なる利便性の向上を目指し、給与厚生部門・
契約部門について導入範囲を拡大した。。

効果検証 (新)庁内向けＡＩヘルプデスクの導入により、約
2,600件の質問に対して自動回答がなされ、職員の業
務軽減につながった。

Ｒ
５

③と同じ

⑤と同じ

⑤と同じ

Ｒ
３

庁内向けＡＩヘルプデスクの本格導入 (新)実証実験を行った自動応答システムを本格導入
した。

導入範囲拡大の検討 (新)本格導入にあわせて、財務会計システムに関す
るカテゴリを追加した。

- - 実証実験の結果、本格導入を前倒すとともに、本格導入に
あわせて導入範囲の拡大を実施した。

【評価の理由】

Ｒ
４

③と同じ

⑤と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

③と同じ

-

効 率 性 ２ ２ - -

連 携 度 ３ ３ - -

これまでにない新たな手法で業務時間の削減を実現した。

総合評価 Ａ Ａ

創 造 性 ３ ３ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３ -

- 庁内向けＡＩヘルプデスクの導入により、約2,400件の質問
に対して自動回答がなされ、職員の業務軽減につながっ
た。

ＩＣＴ推進室、契約課、会計課等の各問い合わせ部門担当
課と連携し、業務を遂行した。

新たなカテゴリの追加を行い、業務時間削減を実現した。
更なる業務効率化を目指し、導入範囲拡大の検討を行う。
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№16

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
51 庁内向けＡＩヘルプデスクの導入 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ヘルプデスクの利用促進の取組 定期的に庁内周知を実施し、利用促進を図る。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

実証実験の結果をもとに自動応答システムを本格稼働した。
実証実験中に蓄積したデータを利活用することで、導入後すぐに業務時間の削減を実現している。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３ 調査段階であり、今後導入するかどうか検討していく。

ＡＩの回答について利用者の満足度・解決度を上げるに
は、有人型との併用も検討する。

総合評価 Ｃ B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 市公式ＬＩＮＥアカウントは友だち登録が20,000人を超
え、チャットシステムによる利便性の向上が図られる。

市公式ＬＩＮＥアカウントと連携しチャットシステムを導
入した。-

効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 １ ２ - -

Ｒ
４

検討結果による

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑤と同じ

(継)ＡＩ事業者とのシステム概要説明等の打合わせ
を行ったところ、ＡＩの回答について利用者の満足
度・解決度については検討が必要であることがわ
かった。

ＡＩ導入の検討 (新)市公式ＬＩＮＥアカウントにチャットシステム
を導入した。

- - おおむね当初の工程どおりの取組を行うことができた。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

システム概要の調査、先進自治体の調査 (新)ＷＥＢによりＡＩ事業者とシステムの概要説明
等の打合わせを行った。

現行の市公式ホームページへの導入が可能か
どうかの調査

(新)市公式ホームページ（ＣＭＳ）構築事業者に、
現状の仕組みの中で導入可能かどうか確認し、技術
的には導入可能であることがわかった。

Ｒ
５

⑤と同じ

Ｒ
３

システム概要の調査、先進自治体の調査

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、導入の
検討

工
程
ど
お
り

導入の検討 工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№16 ＡＩの活用

実 践 項 目 ＡＩによる自動応答システム導入の検討
担 当 部 署 （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

52 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

101



№16

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

自動応答システムの導入によって利用者が業務時間にとらわれることなく問い合わせが可能となる
が、ＡＩの回答について利用者の満足度・解決度に不安があり、回答の精度を向上するための検討
や、導入後もＦＡＱの作成更新の組織体制の検討が必要である。
ＡＩの活用範囲等について、市民からの問い合わせの多い分野に導入する等の検討も必要である。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

ＡＩ導入の先進自治体も増えてきているが、ＡＩの回答について利用者の満足度・解決度に不安があり回
答精度を得られるための検討や、導入後もＦＡＱの作成更新は行わなけれなならず、作成更新の体制組織
の検討が必要である。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ＡＩの導入（活用）範囲の検討 システム概要の調査、先進自治体の調査

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
52 ＡＩによる自動応答システム導入の検討 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
導入当初にシステムの動作遅延があったが改善し、安定的
に稼働している。既に無くてはならない仕組みとなってい
る。

テレワークやＷｅｂ会議システムの環境を整えた。

総合評価 Ａ Ａ

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３ -

- 紙資料に係る経費節減のほか、配布や差替えに要する人件
費の削減等、業務効率化に繋がった。

議会事務局と連携し、ペーパーレス会議システムを運用し
た。-

効 率 性 ２ ３ - -
連 携 度 ３ ３ - -

Ｒ
４

令和 3 年 12 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

(新)５月の庁内会議から活用を開始し、６月及び９
月定例会と決算委員会を紙との併用とした。
(新)12月定例会から原則ペーパーレスとした。

端末の利用範囲について、単にペーパーレス
会議システムを利用するに留まらず、更なる
活用を検討する。

(新)端末の設定を根本から見直し、部長会議に「Ｚ
ｏｏｍ」を活用したオンライン開催を検討し、試行
した。
・今後、他の会議においてオンライン開催の希望が
ある場合に活用を広げる。
・庁内会議ペーパーレス化の流れから、記者会見の
記者配布資料についてもペーパーレス化を進めた。

（取組終了）

- - 本稼働をＲ３年度に前倒した。

【評価の理由】

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

運用方法及びシステム構成、導入機器等の検
討

(新)苫小牧市情報化推進委員会で計画が承認され
た。

他市導入実績調査の実施 (新)先進市への稼働状況調査実施した（道内外８
市）。

契約方法の検討 (新)システム事業者の選定（プロポーザル）
専用端末のリース契約（指名競争入札）

Ｒ
５

Ｒ
３

６月・９月定例会を紙との併用とし、１２月
定例会から原則ペーパーレスとする。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

運用方法等の
検討

工
程
見
直
し

事業者選
定、試行導
入

工
程
見
直
し

本格導入

運用方法等の
検討
事業者選定

試行導入、
本格導入、
活用の拡大
検討

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№17 庁内文書の電子化の推進

実 践 項 目 庁内会議へのタブレット端末の導入
担 当 部 署 （政）政策推進課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

53 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№17

年度

Ｒ２

Ｒ３

テレワークの仕組みを併せ持つことにより在宅勤務の取得が大幅に増えたほか、新型コロナウイル
スの影響により多数の職員が自宅待機となった際にも、業務の停滞を最低限に留めることができ
た。
さらにＷｅｂ会議システム「Ｚｏｏｍ」を導入し、新型コロナウイルス感染症の拡大時や災害発生
時等においてもオンライン会議の開催を可能とし、端末の機能を最大限活用する仕組みに見直すな
ど、働き方改革の面で大きな効果があったものと考えている。
なお、ペーパーレス会議システムによる紙の削減効果として、議会側と合わせて約110万枚の実績
があった。

【上記のうち、特記すべき事項】

議会事務局とも連携し、ペーパーレス会議システム用端末の有効利用を通じて業務の効率化を進めてい
く。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

導入目的を明確にし、導入効果の高い仕組みづく
りが必要。

コスト削減のほか、会議資料の準備等に要する
時間の削減やＷｅｂ会議への活用等「働き方改
革」を主な導入目的とした。さらに、議会事務
局と連携し、同じシステムを導入することで、
その効果を高める。

Ｒ２と同じ

・システムの操作性等を考慮して端末の設定方
法を見直す等、12月の本稼働に向けて使いやす
い仕組みに改善を行った。
・テレワーク用の仕組みも導入し、新しい働き
方の取組のひとつとして一定の効果があった。
・オンライン会議活用を進めるための課題の洗
い出しとして、部長会議メンバー全員による
「Ｚｏｏｍ」の試行を行った。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
53 庁内会議へのタブレット端末の導入 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

国のガイドラインが策定されたこと、また、試行及び課題
の検証を経て方針転換を決めたこともあり、それに合わせ
た進捗となっている。
文書管理システムの導入は、費用対効果が大きく、テレ
ワークの推進など働き方改革にも資することから、方針転
換を前向きに捉えている。

例規改正を行い、新年度からの事務の効率化を図ることが
できた。

総合評価 Ｃ B

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ ２ -

- 公文書の電子的管理の本格実施により費用対効果が得られ
るまでには、なお時間を要すると思われる。

検証結果を踏まえ、ＩＣＴ推進室と協議を行った。また、
文書管理システムの導入に向けた課題を整理するためＩＣ
Ｔ推進室、会計課等との協議を重ねた。

-

効 率 性 １ １ - -

連 携 度 １ ３ - -

Ｒ
４

文書管理システムの調達準備

文書管理マニュアルの作成・検討

文書管理システムの予算要求

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

公文書の電子的管理の本格実施

(新)Ｒ４年２月に国が「行政文書の管理に関するガ
イドライン」を策定したことに伴い、作成中のマ
ニュアルを修正する必要性が生じた。次年度は、文
書管理システムの導入を見据えたマニュアル作成に
切り替え、継続して取り組んでいく。

公文書原本の電子的管理を試行実施し、課題
及び対策を検証

(新)公文書原本の電子的管理を試行実施したとこ
ろ、改ざん防止措置等の課題が解決できないという
結論に至った。
・ＩＣＴ推進室とも協議し、文書管理システムの調
達に方針転換した。

③と同じ (継)電子決裁を経た公文書については、システム内
保存を認めるように例規整備を行った。

- - 共有ドライブ内での公文書の電子的管理を試行実施し、容
量やセキュリティ等の課題について検証した。

【評価の理由】

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

電子データの原本化の検討 (新)国の動向の情報収集等により公文書原本の電子
的管理運営実施上の課題の抽出

共有フォルダ等における体系的管理の実施の
検討

(新)共有フォルダ等における管理方法についての検
討を実施

関連例規の整備 (新)公文書を電子管理するに当たり改正を要する例
規の調査、確認

Ｒ
５

文書管理システムの構築

文書管理マニュアルの作成

関連例規の整備

Ｒ
３

公文書管理委員会等、国の関連施策情報の収
集及び対応

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

データ整備・
管理の実施、
関係例規整備 工

程
見
直
し

可能な取組
から適宜実
施 工

程
見
直
し

⇒ ⇒ ⇒

公文書の電子
的管理に係る
課題の整理・
検討

公文書の電
子的管理の
試行実施・
関係例規整
備

文書管理シス
テムの調達準
備・予算要求

文書管理システ
ムの構築・関係
例規整備

文書管理システム稼働によ
る公文書の電子的管理の完
全実施

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№17 庁内文書の電子化の推進

実 践 項 目 公文書の電子的管理に関するルールづくり
担 当 部 署 （総）法務文書課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

54 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№17

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

庁内文書の電子化を推進するにあたり、課題等について検討した結果、改ざん防止等のセキュリ
ティを確保するために文書管理システムの導入を進めるという結論に至った。また、当該システム
の導入に際しては、電子決裁の導入も併せて検討し、「文書の作成から廃棄まで」のペーパーレス
化を目指すこととした。
導入によって得られる効果は、これまで挙げていた「書庫の狭隘化の解消」のほか、「テレワーク
の推進」、「ペーパーレスの推進からなるＣＯ 排出量の削減」、「文書管理に係る大幅な作業時
間の削減」が見込まれる。

【上記のうち、特記すべき事項】

今後は、文書管理システムを導入し、公文書の作成から廃棄までのサイクルを電子化する方向性で計画を
進めていくが、予算措置の可否によっては計画の進捗にも大きな影響があると考えられる。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

公文書の電子的管理の対象となる文書の範囲をど
うするか

国において方針を再検討中であり、その動静を
注視しつつ、早期に方針を決定する。

・Ｒ２と同じ
・電子的管理の対象となる公文書のセキュリティ
をどのように確保するか

・国の「行政文書の管理に関するガイドライ
ン」がＲ４年２月に全面改訂されたことから、
これを踏まえた見直しを行う。
・セキュリティを確保するためには、文書管理
システムの導入が必要との結論に達した。

・Ｒ２と同じ
・文書管理システム導入に係る予算措置が可能か

【行政創革プラン進捗状況シート②】
54 公文書の電子的管理に関するルールづくり 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

55 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№17 庁内文書の電子化の推進

実 践 項 目 無線ネットワーク環境の整備
担 当 部 署 （総）ＩＣＴ推進室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

無線化の検討 工
程
ど
お
り

情報化推進
委員会へ諮
問、実施範
囲決定

工
程
見
直
し

段階的な無線
化の実施

⇒ ⇒

情報収集 ⇒

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

アクセスポイント等の機器の検証・選定 (新)電波を発するアクセスポイント機器の当市環境
により良い機種を選定する。どの機器も快適に使用
でき、変化がわからないほどであったので、遠くま
で電波が届く機種を選定した。

実運用を想定した課題等の洗い出しの実施 (新)情報推進課内で試験的に無線環境を構築して実
際に使用した。起動時の遅さ等の声が上がったが、
運用に支障はなく、有線とほぼ変わらず使用できる
ことを確認した。

セキュリティ要件の調査の実施 (新)総務省からＬＧＷＡＮ環境の無線化に必須であ
る要件として、「IEEE802.1X認証」という無線ＬＡ
Ｎセキュリティ対策が挙げられたが、現在の業務端
末対応のものは流通していないことが判明した。現
機器構成ではＬＧＷＡＮ環境での無線ＬＡＮは実現
できないことがわかった。

Ｒ
５

④と同じ

⑤と同じ

⑤と同じ

Ｒ
３

IEEE802.1X認証対応の無線ＬＡＮ受信機の情
報収集

(継)既存業務端末において、現段階では総務省が示
したセキュリティ要件を満たし、正常に起動する
IEEE802.1X認証対応の機器が見つけられていない。

システム・ネットワーク環境等の更新時に無
線環境への入れ替えに合わせた情報収集

(継)Ｒ５年度のネットワーク環境更新時期に合わ
せ、改めて無線化の可能性について、情報収集及び
調査研究を継続したが、現状では本市の端末環境で
無線ネットワークを実現するための機器が存在せ
ず、Ｒ５年度での実施は難しいという結論に至っ
た。

- - 情報収集の結果を踏まえ、Ｒ５年度のネットワーク環境更
新時での実施は困難との決定を行った。

【評価の理由】

Ｒ
４

④と同じ

⑤と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

④と同じ

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ２ - -

担当者だけではなく組織を巻き込んで情報収集した。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ２ -

- 現状を踏まえた上で、情報収集すべきことを把握すること
ができた。

当室内のみでの取組であった。

実情としては、環境が制限されているため調査することが
限られる。
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№17

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
55 無線ネットワーク環境の整備 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

無線子機の起動が遅いため、ログオフログインの
際の起動に時間がかかる。
IEEE802.1Xの対応する無線受信機がない。

起動速度を上げるためには、無線子機の給電を
端末以外から行う必要がある。
対応可能な受信機があるか情報収集を行う。

情報収集

・Ｒ５年度予定のネットワーク環境更新に合わ
せ、引き続き総務省の基準を満たす機器の調達
について情報収集を行う。
・可能性のある機器の情報を入手したら、試験
を行い、実施の可能性を検討する。

Ｒ３と同じ

国から示された自治体デジタル・トランスフォーメーション推進計画でもテレワーク推進や働き方
改革など、無線技術等を活用する取組があるため、地域ＢＷＡを活用した手法も含め検討する等、
引き続き調査・研究を継続する。

Ｒ３と同じ

Ｒ３と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

無線ネットワーク環境の整備による財政的・業務的な効果を得るためには、
①総務省セキュリティ要件を満たす無線ＬＡＮ受信機の発売
②ネットワーク環境更新時での有線ネットワーク機器から無線ネットワーク機器への切替
のいずれかが達成されなければならない。
Ｒ５年度のネットワーク環境更新時に難しい場合には、その次の更新時を見据えて取組を継続する。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
順調に進んでおり、オンライン会議実現に向けて準備を進
めていく。

ペーパレスにより業務の効率が良くなった。

政策推進課と連携し、ペーパーレス会議システムを運用し
た。

オンライン会議の実現に向け検討した。

総合評価 Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３ -

-効 率 性 ２ ３ - -
連 携 度 ３ ３ - -

- - オンライン会議の実現に向け検討した。

【評価の理由】

-

Ｒ
４

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ｒ
３

６月・９月定例会及び決算委員会を紙との併
用とし、12月定例会から原則ペーパーレスと
する。

(新)６月・９月定例会及び決算委員会を紙との併用
とし、12月定例会からの原則ペーパーレスとした。

オンライン会議の開催に向けて検討する。 (新)オンライン会議の開催ができるよう、方法等を
検討し、予算要求を行った。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

運用方法及びシステム構成、導入機器につい
て

(新)予定どおり議会改革検討会及び実務者会議で決
定した。

利用規約等のルールについて (新)予定どおり「苫小牧市議会タブレット使用ガイ
ドライン」を議会改革検討会及び実務者会議で決定
した。

事業者選定について (新)ペーパーレス会議システムの公募型プロポーザ
ルを実施し、タブレット端末の長期継続契約を締結
した。

Ｒ
５

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

運用方法等の
検討

工
程
見
直
し

事業者選
定、試行実
施

工
程
見
直
し

本格導入

運用方法等の
検討・事業者
選定

試行実施、
オンライン
会議の検討

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№17 庁内文書の電子化の推進

実 践 項 目 市議会へのタブレット端末の導入
担 当 部 署 議会事務局

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

56 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№17

年度

Ｒ２

Ｒ３

12月定例会からペーパーレスで運用しており、ＩＣＴ化を進めることで議会機能の強化につながっ
ている。
また、議会基本条例に定める議会活動に関する情報の積極的な公開や発信等、広報広聴の充実を図
ることで、より一層市民に開かれた議会を目指す。
タブレット端末費用のうち、４分の１は政務活動費、４分の１は議員負担とすることで、議会活動
以外の議員活動等でも積極的に活用し、市民への広報広聴の充実につなげる。
さらに、今後のタブレット端末の有効活用のため、オンライン会議の検討を進めている。

【上記のうち、特記すべき事項】

政策推進課とも連携し、ペーパーレス会議システムの有効利用を通じて業務の効率化を進めていく。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

導入に向けては、議員の理解が重要であるととも
に、議会と市側の連携が必要

議会改革検討会や実務者会議で協議・決定し、
政策推進課とも協議を続けた。さらに、市側と
連携し、同じシステムを導入することで、その
効果を高める。

Ｒ２と同じ

運用中の問題点等を実務者会議で協議・決定
し、政策推進課とも協議を続けた。さらに、市
側と連携して同じシステムを導入したことで、
その効果が高まった。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
56 市議会へのタブレット端末の導入 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
新システムによる会計事務を安定させ、会計事務電子化に
伴う新たな仕組みづくりができた。

新たな視点から、より効率的な仕組みづくりができた。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- １年間の運用を通じ、新システムによる会計事務を普及さ
せ、新システムの恩恵を確実なものとした。

関係部署と連携して取り組んだ。-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ２ - -

Ｒ
４

方向性の明示

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

(新)新システムによる新たな会計事務（電子決裁・
電子審査）が実運用となり、各課からの問合せ等に
より改善点を抽出し、それに対応することで安定的
な運用につなげた。
・同時に内部検証を進め、抽出された課題への対応
として支出事務チェックシートを更新し、庁内周知
を行った。

技術進歩や事務手続の変革を踏まえた会計事
務改善点を抽出

(新)会計事務における各種押印の見直しを課題と捉
え、指針に基づいて検討した結果、請求書の押印省
略及び資金前渡請求方法の改善を行い、Ｒ４年度か
ら運用を開始する。あわせて請求書の電子保存を認
め、運用する。

- - 当初の工程どおり行うことができた。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

財務会計システムの更新 (新)予定どおりシステムを更新した。

新システムによる会計事務の運用方法を検討 (新)運用方法に関するＱ＆Ａを作成し、庁内周知を
行った。

Ｒ
５

Ｒ
３

新システム下での会計事務改善点を抽出

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

財務会計シス
テムの更新作
業

工
程
ど
お
り

財務会計シ
ステム稼
働、在り方
の検討

工
程
ど
お
り

方向性の明示

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組

実 践 項 目 会計事務の在り方の検討
担 当 部 署 会計課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

57 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№18

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

新システムが全面稼働する中で、各課からの問合せ等により新たな改善点を抽出し、それに対応し
て改善を行うことで、安定稼働につなげることができた。翌年度から開始する請求書の押印省略と
資金前渡請求方法の改善、請求書の電子保存という新しい仕組み作りにも取り組み、会計事務の電
子化と省力化を進めた。

【上記のうち、特記すべき事項】

法や規則の下、何を押さえ、何を省き、何を変更することで、庁内の会計事務を効率化できるのか検討す
る。
事務処理環境の変化や国の行政改革の動向を踏まえつつ、時代遅れや独自発展したルール・事務となって
いないかを確認し、見直しを行う。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

新たに導入する電子決裁をどのように運用すれば
事務効率化が図れるのか。

資料添付に係る労力を抑えるために、資料を電
子添付、現物提出の振り分けを行った。

会計事務効率化のポイントを探す。

・４月から新システムが全面稼働し、各課から
の問合せに応答する中で、実際に即した形で運
用方法を見直した。
・関係部署と連携し、妥当な仕組みづくりを
行った。

関連システムとの連携を考慮し、さらなる改善点
や方向性を探る。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
57 会計事務の在り方の検討 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

58 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組

実 践 項 目 給与支給事務の集約化及び民間委託
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

支給事務の集
約、民間委託
の検討

工
程
ど
お
り

民間委託の
検討

工
程
ど
お
り

民間委託の実
施

Ｒ
３

会計年度任用職員の給与支給事務の委託につ
いて検討

(新)現行の委託業務に加えて会計年度任用職員の給
与支給事務の委託を実施することとした。

現行の給与計算等委託業務について、委託内
容の検証

(継)現行の給与計算等委託業務についての検証を行
い、必要となるものを新たに次期委託業務の仕様に
加えた。

委託拡大に向けた業務仕様書の作成及び予算
の確保

(新)委託拡大を盛り込んだ業務仕様書の確定し、公
募型プロポーザル方式による事業者の募集を行っ
た。
・予算を確定した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

会計年度任用職員の給与支給事務を行政監理
室に一元化

(新)事務の一元化により、毎月初に行われていた各
部署の給与支給に係る事務量が減少し、全庁的な事
務の効率化が図られた。

Ｒ２年３月委託開始の会計年度任用職員以外
の職員に係る給与支給事務（給与計算等委託
業務）の効果検証

(新)業務委託により、常態化していた会計年度任用
職員２人分の任用が不要となったほか、職員の時間
外勤務が前年度比で約50％の縮減につながった。

Ｒ
５

Ｒ
４

現行の給与計算等委託業務の期間満了に合わ
せ、次期事業者の特定及び委託契約の締結

Ｒ４年９月から新たな委託業務を施行

新たな委託業務の効果検証

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

-
効 率 性 ２ ３ - -
連 携 度 ３ ３ - -

受託者の業務理解が進み、人員及び時間外勤務の削減と
なった。

受託者と進捗状況等の確認を行いながら、十分に連携して
取組むことができた。

会計年度任用職員の給与計算を新たに加えて委託を行う仕
様としており、更なる業務改善を行っている。

総合評価 Ａ Ａ
創 造 性 ３ ３ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-

昨年度の効果に加えて、受託者の業務理解が進んだことか
ら、効率化の寄与度も高まった。
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№18

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
58 給与支給事務の集約化及び民間委託 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

受託者における人事給与システムの習熟度をどの
ようにして上げていくか

マニュアルの作成、研修環境の設定等により対
応

Ｒ４の委託拡大に向けて、業務の追加を含めた委
託内容の見直し

委託内容の精査及び関係部署等との協議による
業務仕様書のブラッシュアップ

会計年度任用職員システムの利用も含めたスムー
ズな移行

現在、現行の内容に加えて会計年度任用職員の給与計算も含めた新たな仕様での事業者選定を行っ
ている最中であり、Ｒ４年４月中に事業者の特定、５月中に事業者との契約が行われる予定であ
る。新たな契約では、更なる効率化が図られる見込であり、職員のワーク・ライフ・バランスの実
現と効率化の両立の実現が期待できるものである。

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
本市の出張件数の現状や委託による費用対効果が確認で
き、旅費事務の今後の運用を決定することができた。

単なる民間委託のみならず、出張システムの導入などを含
め、検討を進めることができた。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 旅行会社とオンラインで打合せを行うことで、出張経費や
移動時間の削減につながった。

旅行会社と連携し、民間委託の検討を行うことができた。-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ２ - -

Ｒ
４

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

(新)庁内の出張件数を調査した結果、オンライン会
議等の普及により、Ｒ２年度はそれ以前の５年間に
比べて件数が半減していた。
・Ｈ27～Ｒ元年度 平均出張件数：2,972件(1,542件)
・Ｒ２年度 出張件数：1,376件（439件）
※( )内の件数は、公用車での出張を除いたもの

旅費事務の民間委託について検討を行う。 (新)自治体の旅費事務を受託した実績を有する旅行
会社（２者）と委託内容等について協議し、見積書
を徴取。委託料は年間1,000万円以上となることが確
認できた。

関係部署と協議し、旅費マニュアルの見直し
について検討を行う。

旅費事務の運用ルールを明確化するため、関係部署
と協議した。

- - 当初のスケジュールどおり検討を進めることができた。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

道内８市に対して、旅費事務の委託状況につ
いて調査を行う。

(新)予定どおり調査したところ、８市とも委託実績
は無く、うち４市が委託を検討した結果、見送って
いたことがわかった。

Ｒ
５

Ｒ
３

庁内の出張件数について調査を行う。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

他自治体の調
査、支給基準
の見直し

工
程
ど
お
り

集約化・民
間委託の検
討

工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組

実 践 項 目 旅費事務の集約化及び民間委託の検討
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

59 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№18

年度

Ｒ２

Ｒ３

本市の基準に沿った運用での委託は可能であったが、委託料が年間1,000万円以上となり、非常に
高額であった。また、出張システムの導入についても検討したが、委託と同程度の経費を要するこ
とが確認できた。
オンライン会議の普及に伴い、以前の出張件数に戻る可能性は低いため、今後は「旅費マニュア
ル」の改正等により、旅費事務の運用ルールを明確化し、旅費事務に伴う職員の事務負担軽減に努
める。

【上記のうち、特記すべき事項】

旅費の積算業務において、本市の基準に沿った運用での委託が可能かどうか、運用の見直しが必要かどう
かが今後の課題である。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

道内自治体の委託状況はどうなっているのか。
道内主要市の担当者会議を利用し、道内８市の
委託状況を調査した。

どこまでの内容を委託できるか。
委託により費用対効果が得られるか。
オンライン会議等の普及により、出張件数に変化
はあったか。

民間委託する場合の仕様書を作成し、仕様書を
基に旅行会社と協議を行い、見積書を徴取し
た。
庁内の出張件数（Ｈ27年度～Ｒ２年度）を調査
した。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
59 旅費事務の集約化及び民間委託の検討 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

61 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№19 システム化による業務の効率化

実 践 項 目 住居表示システムの導入
担 当 部 署 （民）窓口サービス課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

システム導入
調査・検討 工

程
ど
お
り

導入工程の
作成、機能
追加

工
程
見
直
し

台帳の整理・
データ化

システム稼働

導入方法協
議・予算計
上

導入工程の作
成・機能追
加・台帳の整
理・データ化

システム稼働

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

導入手法の検討 (新)他部署導入済GISｼｽﾃﾑへの相乗りを検討し、複数
課で利用しているシステムに相乗りする手法で決定
した。

Ｒ
５

システム稼働

現行事務の運用変更

Ｒ
３

導入方法協議 (継)全ＧＩＳシステム導入課、ＩＣＴ推進室及びシ
ステムベンダーと導入方法等について協議を行い、
今後の導入に係るスケジュール等について定めたほ
か、導入に係る課題を確認・共有した。

地籍調査システム導入による影響調査
（開発管理課に新規導入したＧＩＳ）

(新)地籍調査に特化したシステムであり、当課での
業務内容には対応できないことが判明。本市で導入
済のGISシステムに機能を追加することとした。

予算計上 (新)Ｒ４年度予算に計上した。

- - Ｒ２年度に見直した工程どおり、実施検討を行い、システ
ム導入方法の協議及び予算計上を行った。

【評価の理由】

Ｒ
４

導入工程の作成及び機能追加

台帳の整備及びデータ化

現行事務の運用変更準備

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ３ - -

ＧＩＳへの接続方法について、当初想定していた方法以外
の効率的な手法について協議した。

総合評価 B B

創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 協議については、事前に資料を配布する等により、必要最
低限の回数、人員で行い、効率化を図った。

全ＧＩＳ導入課、ＩＣＴ推進室及びシステムベンダーとて
導入方法について協議を実施した。

システム導入にかかるリスクや手法等について、関係課等
と様々な議論をしたことにより、Ｒ４年度の導入環境の整
理ができた。
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№19

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
61 住居表示システムの導入 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

膨大な量の紙台帳のデータ化に伴い、実際の建築
物と管理台帳との整合性を図る必要がある。ま
た、ＧＩＳシステムの特性上、紙台帳との位置の
相違等を個別修正していく必要がある。

既存システムの導入課とのデータ整合性確認や
現地調査を実施し、正確な情報管理を目指す。

・Ｒ２と同じ
・導入方法に係る協議の結果、ＧＩＳへの接続方
法、アカウント数、サーバーのメモリについて検
討が必要。特にメモリ不足の可能性がある。

・Ｒ２と同じ
・Ｒ４年度当初にテストを行い、その結果をも
とに一番良い接続方法、アカウント数を決定す
ることとした。必要に応じてメモリの増設も検
討する。

Ｒ３と同じ

地籍調査システムの導入情報があったことから、機能追加の可否を確認し、導入済のＧＩＳシステ
ムに機能を追加する方向で調整していくこととした。
なお、システム導入により住居表示台帳のオープンデータ化等、今後様々な場面での活用が期待で
きる。

システム更新について

Ｒ５と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

利用課が複数あるため、システム更新の進め方について、統合型ＧＩＳの導入等も視野に入れながら早い
段階で検討する必要がある。

特 記 事 項

118



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

62 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№19 システム化による業務の効率化

実 践 項 目 公園施設管理支援システムの導入
担 当 部 署 （都）緑地公園課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

システム導入
調査・検討

工
程
ど
お
り

システム導
入準備

工
程
ど
お
り

⇒
システム運用開
始

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

システム導入に伴う費用縮減について関係団
体と協議

(新)北海道との協議により、交付金（公園施設長寿
命化計画策定事業）を活用することが可能であるこ
とを確認した。

公園施設管理支援システムの検討及び選定 (新)庁内ネットワークの中で導入可能なシステムを
精査し、ＬＧＷＡＮ回線を利用したシステムの課内
デモを実施した結果、システムの操作性は問題な
かったが内容については今後の検討が必要である。

Ｒ
５

公園施設管理支援システム稼働

Ｒ
３

システム導入費及び運用費の縮減の検討 (新)公園施設管理支援システム導入時の項目を総合
的に判断し選定することで、導入費と運用費の縮減
につながった。

市ＩＣＴ推進委員会においてシステムの導入
計画の審議

(新)市ＩＣＴ推進委員会において、ＩＣＴ導入計画
審議の結果「承認」され、Ｒ４年度の導入に向けた
予算計上を行った。

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

公園施設管理支援システム導入

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ３ ２ - -

日常業務だけではなく、長寿命化計画の更新を見据えて導
入項目を選定した。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 導入項目を総合的に判断し選定することで、導入・運用費
用の縮減につながった。

付帯する機能の活用について関係部署等との協議を行っ
た。

Ｒ４年度のシステム導入に向けて予算を計上した。
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№19

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
62 公園施設管理支援システムの導入 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

システム導入に向け費用縮減が必要である。
交付金（公園施設長寿命化計画策定事業）を活
用することが可能であることを確認した。

システム導入時の機能の選定
システム導入時の項目を総合的に判断し選定し
た。

システム導入に向けプロポーザルの実施

システムの導入に向けて、導入費用及び運用費用の縮減を図るためだけではなく、長寿命化計画の
更新を見据えた管理項目の選定を行った。

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

64 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№20 職員人材育成と「働き方改革」の推進

実 践 項 目 職員人材育成の推進
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

研修の充実、
取組の検討・
実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
見
直
し

⇒ ⇒ ⇒

新たな階層
別研修の体
系を構築

新たな階層別
研修の実施

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

専門職の採用 (新)予定どおり福祉職を採用した（１人）。

職員改革改善提案制度の見直し (新)ガバメント・クラウドファンディングを利用し
た提案制度に内容を見直した。

職員研修カリキュラムの見直し (新)階層別研修に新たな科目を追加する等、一部カ
リキュラムを見直した。

Ｒ
５

①と同じ

⑤と同じ

新階層別研修の対象者を拡大

⑤と同じ

人材育成基本方針の改定

Ｒ
３

①と同じ (継)福祉職を１人採用した。

セルフ・キャリアドックの実施 (新)新採用職員及び一般職課程Ⅰ受講職員に対し
て、キャリア研修（年２回）及びキャリア面談（年
２回）を実施した。

研修体系の見直し・構築 (新)新たな階層別研修の体系を構築した。

- - 新たな階層別研修の体系を構築することができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

①と同じ

⑤と同じ

新たな階層別研修の実施

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ３ ３ - -

動画研修を取り入れた新たな研修体系を構築することがで
きた。

総合評価 Ａ Ａ
創 造 性 ３ ３ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ３ -

- 事業内容に沿った適正な人数を採用した。

福祉部と協議し、福祉職を採用した。

特別研修として、長期での人材育成研修を若手職員に実施
し、受講後に行動や意識の変容が見られた。
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№20

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
64 職員人材育成の推進 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

改革改善提案制度の形骸化
ガバメント・クラウドファンディングという新
たな手法による提案制度とした。

・コロナの影響により、提案制度の実施時期が定
まらない。
・階層別研修の抜本的な見直し

・コロナの感染状況を注視している。
・研修の見直しのため、地方自治研究機構の共
同研究事業（Ｒ４年度実施）に申請し、採択さ
れた。

研修制度の見直しによる、新たな委託先の検討

新採用職員の職場定着や若手職員の意欲向上を図るため、キャリア研修とキャリア面談を実施し
た。
また、階層別研修のカリキュラムを抜本的に見直すため、次年度実施の地方自治研究機構が行う共
同研究事業に申請し、採択されたことにより、新たな階層別研修の体系を構築することができた。

新たな研修実施による効果測定

人材育成基本方針の改定

【上記のうち、特記すべき事項】

働き方改革を推進する中で、人材育成の強化を図っていくことが、今後の課題である。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

65 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№20 職員人材育成と「働き方改革」の推進

実 践 項 目 出退勤管理手法の検討
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、手法の
検討

工
程
ど
お
り

検討結果に
よる

工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

指紋認証機器による出退管理の試行実施 (新)新型コロナウイルス感染拡大防止のため、期間
と対象者を限定して実施

Ｒ
５

②と同じ

Ｒ
３

新たな手法による出退勤管理について検討す
る。

(新)閉庁時間の前倒し（午後10時から９時30分に
変更）を実施した。
(新)他市における出退管理システム導入後の効果・
課題を参考に、出退管理システムの導入に向けた準
備を進めた。

- - 庶務事務システムの機能追加とＩＣレコーダーの設置によ
る出退勤管理手法を検討している。

【評価の理由】

Ｒ
４

②と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

②と同じ

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ３ - -

多様な働き方の実現に向けて、時差出勤、テレワーク中に
おける出退管理も含め検討している。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

- 出退管理システムの導入検討と並行して、閉庁時間の前倒
し等による時間外勤務の削減に努めている。

システムの導入に関して関係部署等との連携により検討し
ているほか、全庁的に時間外勤務削減に努めている。

出退管理手法の検討にあたり、働き方改革を並行して推進
することで、長時間労働の是正につながっている。
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№20

年度

Ｒ２

Ｒ３

【行政創革プラン進捗状況シート②】
65 出退勤管理手法の検討 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

指紋認証機器は、多数の職員が共用することによ
り感染リスクが高まることから、全庁的な展開は
困難である。

時間外勤務の実態把握に努め、長時間労働を是
正する。

出退勤管理システム導入自治体においても、ＰＣ
ログ、タイムカードでは正確な労働時間の把握が
困難であることや、時間外勤務時間と退庁時間の
乖離（サービス残業等）の解消が課題として残っ
ている。

出退勤管理の本来の目的は、労働時間を適正に
把握することで、長時間労働やサービス残業を
是正し、職員の心身の健康を確保することにあ
るため、システム導入の検討に併せて、時間外
勤務の上限設定や閉庁時間を段階的に前倒しす
る等の取組を実施している。

職員一人一人が心身ともに健康で個性や能力を最大限に発揮できる職場環境を整備するため、「働
き方改革」と「健康経営」を一体的に推進している。閉庁時間の前倒しは「働き方改革強化月間
（７～９月）」の取組（業務改善、時間外勤務縮減、時差出勤・テレワーク推進、オフィス改革）
にあわせて実施しており、時間外勤務の縮減に一定の効果が得られている。

【上記のうち、特記すべき事項】

時間外勤務の上限は、原則月45時間かつ年360時間までとしている。閉庁時間は午後10時から９時30分に
変更しており、状況を見ながら段階的に前倒していく。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
感染対策や感染拡大時の業務継続という観点でも成果が得
られたほか、時間外勤務の削減にもつながった。

テレワーク用の貸出ＰＣを導入したほか、４半期ごとに効
果検証・改善を行い、テレワーク環境を整備した。

全庁的な実施のほか、働き方改革強化月間の取組として実
施したことで組織力の向上につながった。

感染対策のほか、育児・介護・治療と仕事の両立という観
点で推進し、多様な働き方の実現につながった。

総合評価 B Ａ
創 造 性 ２ ３ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ３ - -

- - 時差出勤や国のテレワーク実証実験を活用し、働き方改革
の一環として通年で実施している。

【評価の理由】

-

Ｒ
４

検討結果による

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑥と同じ

Ｒ
３

①と同じ (継)通年実施のほか、働き方改革強化月間(７～９
月)の取組として実施した。

②と同じ (継)通年実施のほか、働き方改革強化月間(７～９
月)の取組として実施した。
・テレワーク用の貸出ＰＣを導入した（40台）。

導入の検討 (新)時差出勤及び在宅勤務の実施状況やその効果等
について検証し、改善を行った。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

時差出勤の実施 (新)コロナ対策も含め、時差出勤を実施した。

在宅勤務の実施 (新)コロナ対策や、テレワークの実証実験に採択さ
れたことにより、在宅勤務を実施した。

Ｒ
５

⑥と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、導入の
検討

工
程
ど
お
り

試行実施、
効果検証

工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№20 職員人材育成と「働き方改革」の推進

実 践 項 目 フレックスタイム制導入の検討
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

66 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№20

年度

Ｒ２

Ｒ３

感染対策のほか、妊娠中の職員や育児、介護、治療と仕事の両立という観点で、多様な働き方の実
現のため、時差出勤やテレワークを推進した。
働き方改革強化月間（７～９月）の取組として実施したことで、組織力の向上や時間外勤務の削減
につながった。

【上記のうち、特記すべき事項】

新型コロナウイルス感染症の拡大時における業務継続を視野に入れ、テレワークを推進した。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

在宅勤務を実施するにあたり、テレワークの環境
が整っていない。

国が実施するテレワークの実証実験に応募し、
採択されたことで、無償でテレワークシステム
を50台分利用できることとなった。

自宅のＰＣを使用したテレワークとなることか
ら、実施者が限定される。

自宅にＰＣがない職員向けに40台分のノートＰ
Ｃの貸出を行い、更なる推進を図った。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
66 フレックスタイム制導入の検討 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３ 業務実態や職種等に応じた職員数の配置を行った。

時代に合わせ、組織機構の改正に伴う適正な職員数の配置
を行った。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ １ -

- おおむね適正な職員配置を行った。

各部署への聞き取りを行い、業務実態や職種等、各部署の
実情に応じた次年度の定数を定めた。-

効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ３ ３ - -

Ｒ
４

新たな職員配置適正化方針を策定する。

新たな方針の周知

②と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

②と同じ

(継)Ｒ５年度からの国の定年引上げに係る制度改正
の内容を確認し、制度改正の内容を踏まえた方針資
料を作成した。

②と同じ (継)Ｒ４年度の正規職員数について、1,039人（方針
基準と比較して△12人）と定めた。

- - Ｒ５年度からの方針改訂に係る情報収集等を行った。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

新たな職員配置適正化方針を策定する。 (新)国の定年延長に係る制度改正の動向を注視し、
方針改訂の準備を行った。

各課の実情に応じた配置定数を定め、次年度
の職員数の適正管理を行う。

(新)Ｒ３年度の正規職員数について、1,038人（方針
基準と比較して△13人）と定めた。

Ｒ
５

⑥と同じ

②と同じ

Ｒ
３

新たな職員配置適正化方針策定に向けた準備

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

職員数の適正
管理、方針の
改訂

工
程
見
直
し

職員数の適
正管理

工
程
見
直
し

⇒ ⇒ ⇒

職員数の適正
管理

方針改訂準
備・職員数
の適正管理

方針改訂実
施・職員数の
適正管理

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№21 簡素で効率的な組織づくり

実 践 項 目 職員数の適正化
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○

67 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№21

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

正規職員数（Ｒ４年４月１日現在）：1,039人（△12人）
※　正規職員数は、病院及び消防を除いた人数
新たな方針については、本市の定年引上げにあわせた改訂を行うための準備を行っている。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

定数は年度ごとの各部署の業務の状況等を勘案して定めるものであるが、各部署の既存の職員数と本来の
適正な職員配置について継続した見直しを行う必要がある。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

新たな行政課題による一時的な増減員が見込まれ
ることから、そのバランス及び優先順位について
は、引き続き検討が必要

民間委託のほか、業務の精査等を継続して行
い、適正な職員配置を行った。

Ｒ２と同じ
定年引上げに伴う自治体の配置定数の考え方につ
いて検証・整理が必要

市の行政課題に対応するため、民間委託や組織
改編に伴う増員と減員の調整を行った。

Ｒ３と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
67 職員数の適正化 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３
社会情勢の変化等に柔軟に対応できるよう組織体制の見直
しを行った

高度化・複雑化する行政課題に対して迅速、的確かつ柔軟
に対応する組織体制の調整を行った

関係部署と協議し、組織体制の調整を行った

時代にマッチした機能的な組織体制の調整を行った

総合評価 Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-効 率 性 ３ ３ - -
連 携 度 ３ ３ - -

- - 機能的な組織体制の構築に向け、予定どおり協議を実施

【評価の理由】

-

Ｒ
４

②と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

②と同じ

Ｒ
３

②と同じ (継)国際リゾート戦略室とまちづくり推進課まちな
か再生主幹の統合、農業水産振興課と公設地方卸売
市場の統合、上下水道部の組織改編（Ｒ４年４月）取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

新型コロナウイルス感染症に対応した組織の
検討・改正

(新)緊急経済対策給付金室の設置（Ｒ２年４月）
新型コロナウイルスワクチン接種対策室の設置
（Ｒ３年１月）

機能的な組織体制の構築に向けた検討・改正 (新)ＩＣＴ推進室、こども相談課の設置、道路河川
課と道路維持課の組織改編、働き方改革に関する担
当を配置（Ｒ３年４月）

Ｒ
５

②と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

組織体制の検
討・改正

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№21 簡素で効率的な組織づくり

実 践 項 目 組織機構の再調整
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○

68 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№21

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

新型コロナウイルス感染症の状況を含め、社会情勢の変化等に柔軟に対応できるよう組織体制の見
直しを適宜実施し、本年度も組織を統合するなど、組織機構の工夫により行政課題に対応した組織
体制とした。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

新たな行政課題に対応した組織体制の調整
組織機構の工夫により、職員数を増員すること
なく対応する。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
68 組織機構の再調整 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３ 全体として当初の工程どおり進行している。

投票事務の効率性向上のため当日投票システムの増設を
行った。

関係部署と協議を行った。

出前講座の内容をリニューアルし生徒の参加意欲の向上を
図った。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ -

-効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ２ - -

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

-

Ｒ
４

③と同じ

④と同じ

⑤と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

③と同じ

④と同じ

⑤と同じ

Ｒ
３

組織体制見直しに向けた検討及び関係部署と
の協議

(新)関係部署と協議を行った。

投票所開設時間の見直しに向け検討する。 (新)コロナ対策のため、第49回衆議員総選挙で期日
前投票所の開設期間を１日延長した。

③と同じ (継)第49回衆議員総選挙で当日投票システムを10投
票所（前回９投票所）で実施した。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

選挙管理委員会事務局組織体制の見直しを検
討する。

(新)道内33市の組織体制について確認し、専任及び
兼務の状況について調査を行ったところ、約８割の
市が兼任職員を配置していた。

投票所開設時間の見直しに関する調査を行
う。

(新)過去の選挙の時間別投票者数等、投票所開設時
間の見直しに関する調査を行ったところ、開設時間
の短縮には課題があることがわかった。

選挙執行に関する業務の効率化を推進する。 (新)投票事務電子化の推進について検討し、次回選
挙時に当日投票システムの導入を９投票所から10投
票所に増設する予定である。
(新)啓発事業として、高校で出前講座を実施した。

Ｒ
５

③と同じ

④と同じ

⑤と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

他自治体の調
査、在り方の
検討

工
程
ど
お
り

検討結果に
よる

工
程
ど
お
り

⇒ ⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№21 簡素で効率的な組織づくり

実 践 項 目 選挙事務の在り方の検討
担 当 部 署 選挙管理委員会事務局

ＩＣＴ 人材育成

○

69 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末
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№21

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

第49回衆議院議員選挙での当日投票システム導入数について検討を行い、増設を行った。
また、組織体制の見直しについては、今後も検討・協議を継続していく。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

選挙を取り巻く環境の変化や選挙事務の電子化の推進等、時代に応じた改善が必要である。
また、若年層の投票率が低いため、投票しやすい環境づくりや効果的な啓発事業を行い若者の選挙への関
心を高める取組が必要である。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

全庁的な職員数の削減による組織体制の検討が必
要。

事務局職員を他部署の兼任とする効率的な組織
体制の検討や、選挙事務の電子化の推進による
効率的な選挙事務の体制を検討した。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
69 選挙事務の在り方の検討 確 認 時 期 令和３年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ３

70 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和３年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№21 簡素で効率的な組織づくり

実 践 項 目 監査機能の強化と監査資源の有効活用
担 当 部 署 監査委員事務局

ＩＣＴ 人材育成

○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

事例分析、周
知方法の検討

工
程
ど
お
り

リスクアプ
ローチ監査
の実施

工
程
ど
お
り

効果検証、周
知方法の検討

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

過去の監査における事例分析、内部統制に準
じたマニュアル等の情報収集等により、リス
クアプローチ監査の実施に向けた検討を進め
る。

(新)過去の監査における事例分析を基に、リスクア
プローチ監査を試行的に実施した。

監査結果の職員への浸透を図り、再発防止の
徹底に向けた周知方法の検討を進める。

(新)全部署を対象とした監査結果の職員研修を実施
した。また、定期監査の経過報告会で所属長と担当
係長に対し、監査で見られた事例の説明を行った。

Ｒ
５

⑤と同じ

②と同じ

②と同じ

Ｒ
３

前年の試行実施結果及びマニュアル等の情報
収集によりリスクアプローチ監査を実施す
る。

(継)過去の監査における事例分析によるリスクの特
定した。
(新)全庁的に公表されているマニュアル等の情報を
加味してリスクアプローチ監査を実施した。

②と同じ (継)全部署を対象とした監査結果の職員研修を実施
した。定期監査の経過報告会を開催し、監査対象の
所属長と担当係長に対し、監査で見られた事例の説
明を行った。

- - 当初の予定どおりリスクアプローチ監査を実施できた。

【評価の理由】

Ｒ
４

リスクアプローチ監査の実施結果を踏まえた
リスクアプローチポイントの見直しを行う。

②と同じ

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑤と同じ

-
効 率 性 ２ ２ - -
連 携 度 ２ ２ - -

リスクアプローチ監査の実施により、監査資源の有効活用
という視点が取り入れられた。

総合評価 B B
創 造 性 ２ ２ - - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ２ -

- リスクアプローチ監査の実施により、効率的に監査が実施
できた。

行政監理室と連携し、監査結果の職員研修を実施した。

リスクアプローチ監査の実施により、リスクの高い業務に
重点を置いた有効な監査が実施できた。
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№21

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
70 監査機能の強化と監査資源の有効活用 確 認 時 期 令和３年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

継続したリスクの分析や内部統制に準じるマニュ
アル等の有効性についての評価等も検討が必要。

マニュアル等の整備された業務について、次年
度以降の監査においてその有効性の検証を行
う。

Ｒ２と同じ
マニュアル等の整備された業務について、定期
監査内で有効性についても検証を行う。

Ｒ２と同じ

内部統制に準じるマニュアル等を加味したリスクアプローチ監査の実施により、リスクの高い業務
に監査資源を配分することで、これまで以上に効率的な監査となった。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

リスクアプローチ監査を有効に機能させるには、継続してリスクの評価をするとともに、内部統制の整備
状況及び有効性の評価により、適切にリスクにアプローチする観点が重要であり、リスクの評価手法の精
度の向上が今後の課題である。

特 記 事 項
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【取組終了分】 
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